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会 期 月 日 曜日 開 議 時 間 摘       要 備    考 

第１日 ６月４日 火 午前10時 

本会議（開会） 

・会議録署名議員の指名 

・会期の決定 

・諸般の報告 

・議案上程 

・説明・質疑・討論・採決 

・委員会付託 

・委員長会 

 

 

第２日   ５日 水  休会（議案調査）  

第３日   ６日 木 午前10時 本会議（一般質問）  

第４日   ７日 金 午前10時 本会議（一般質問） 

・議会活性化 

 特別委員会 

（第１会議室 

 ２階） 

第５日   ８日 土  休会（議案調査）  

第６日   ９日 日  休会（議案調査）  

第７日   10日 月 午前10時 予算決算常任委員会 

（第５会議室 

 ２階） 

・総務文教常 

 任委員会 

・福祉産建常 

 任委員会 

・議会運営委 

 員会 

 

第８日   11日 火 

午前10時 総務文教常任委員会 
（第５会議室 
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・全員協議会 

・議会報特別 

 委員会 

午前10時50分 福祉産建常任委員会 

午前11時40分 予算決算常任委員会 

第９日   12日 水  休会（議案調整）  

第10日   13日 木  休会（議案調整）  



第11日   14日 金 午後１時30分 

本会議（閉会） 

・委員長報告 

・質疑・討論・採決 

・議会運営委 

 員会 

・全員協議会 
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令和６年第２回高山村議会６月定例会会議録（第１号） 

 

令和６年６月４日（火曜日） 

                                  

高山村告示第22号 

 令和６年６月４日、高山村議会６月定例会を高山村役場に招集する。 

          令和６年５月１日 

                 高山村長 内 山 信 行 

──────────────────────────────────── 

    議 事 日 程 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期の決定 

日程第３ 諸般の報告 

日程第４ 承認第３号 専決処分した条例の承認を求めることについて（村税条例の一部を改正す 

           る条例） 

日程第５ 承認第４号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般会 

           計補正予算（第９号）） 

日程第６ 承認第５号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般会 

           計補正予算（第10号）） 

日程第７ 議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

日程第８ 議案第33号 村税条例の一部を改正する条例 

日程第９ 議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

           を改正する条例 

日程第10 議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を 

           定める条例の一部を改正する条例 

日程第11 議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援 

           等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

           の一部を改正する条例 

日程第12 議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号） 

日程第13 議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

日程第14 議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号） 

──────────────────────────────────── 

    本日の会議に付議した事件 
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１ 会議録署名議員の指名 

２ 会期の決定 

３ 諸般の報告 

４ 承認第３号～承認第５号 

５ 議案第32号～議案第39号 

──────────────────────────────────── 

    出 席 議 員（11名） 

１番 久保田 雄 吉 議員       ２番 勝 山 正 弘 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       ６番 髙 井 央 葉 議員 

７番 柴 田 弘 男 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

10番 山 嵜 秀 治 議員       11番 黒 岩 清 道 議員 

12番 西 原 澄 夫 議員 

──────────────────────────────────── 

    欠 席 議 員（１名） 

９番 松 本   茂 議員 

──────────────────────────────────── 

    説明のため出席した者 

村 長 内 山 信 行  副 村 長 藤 沢 敏 和 

教 育 長 澁 谷 茂 夫  総 務 課 長 山 﨑 久 志 

住民税務課長 

(会計管理者) 
島 田   誠  健康福祉課長 黒 岩   慎 

産業振興課長 山 㟢 隆 広  
建設水道課長 

(定住支援室長) 
山 嵜 賢 一 

教 育 次 長 

(人権推進室長) 
堀   一 生    

──────────────────────────────────── 

    事務局出席職員 

事 務 局 長 宮 川 洋 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午前10時04分  開 会 

○議 長（西原澄夫議員） 

 ただいまから令和６年第２回高山村議会６月定例会を開会します。 

 議会招集の挨拶があります。 
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─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 おはようございます。高山村議会６月定例会の開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

 本日は、令和６年高山村議会６月定例会の招集を申し上げましたところ、議員各位におかれまし

ては、大変お忙しいところ御参集いただき、ここに開会できますことに対しまして、厚く御礼申し

上げます。 

 日頃皆様方には、議会活動を通じまして村政発展のために御尽力を賜っておりますことに、重ね

て御礼申し上げる次第であります。 

 まず初めに、今年の１月１日に令和６年能登半島地震の大きな地震が発生し、石川県、富山県、

新潟県など、広い範囲で甚大な被害が発生したばかりでありますが、その自然の脅威が冷めない４

月17日の午後11時14分頃、愛媛県と大分県の間にある豊後水道を震源とするマグニチュード6.6の

地震が発生し、愛媛県愛南町と高知県宿毛市で震度６弱を観測しました。この地震により、愛媛県、

高知県、大分県、合わせて12人がけがをされました。 

 また、この地震について気象庁は、南海トラフ地震発生の可能性が急激に高まったとは考えにく

いとの見解を示していますが、この地震より２週間前の４月３日には、台湾東部沖を震源とする震

度６強の地震が発生し９名の方が犠牲になられています。日本の気象庁によりますとマグニチュー

ドは7.7と推定されています。 

 改めて地震に対する防災体制の強化を図ることが重要な課題であると考えております。 

 さて、５月22日から23日にかけて、毎日新聞社、日本棋院、関西棋院主催及び大和証券グループ

協賛によります、歴史と伝統のある囲碁の「第79期本因坊戦５番勝負第２局」において、一力遼本

因坊、挑戦者余正麒八段による対局が本村の山田温泉で開催されました。 

 開催に当たり、御協力いただきました多くの関係者の皆様に感謝と御礼を申し上げますとともに、

須高地域並びに県内の囲碁愛好者の皆様に御満足いただけたものと思っております。 

 そうした中で、今年も６月１日から６月30日までの１か月間にわたり、タケノコ狩りを楽しんで

いただくため本村の公・共有林の入山規制を解除し、初日の６月１日早朝には須高地区山岳遭難防

止対策協会などの皆様の御協力により、タケノコ狩りによる遭難事故防止に対する街頭啓発活動を

実施しました。 

 昨年は２件の遭難が発生し、２件とも無事救助されておりますが、今年は熊の出没が多いと報道

されていますので、入山者の皆様には十分注意をしてタケノコ狩りを楽しんでいただきたいと思っ

ております。 

 さて、内閣府が16日に発表しました１から３月期の国内総生産（ＧＤＰ、季節調整値）の速報値

は、物価変動の影響を除いた実質で前期比0.5％減、このペースが１年続くと仮定した年率換算で

は2.0％減で、２四半期ぶりのマイナス成長となりました。これは、自動車大手の認証不正など一
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時的な要因に加え、個人消費が４四半期連続してマイナスとなったことによるものと報道されてお

ります。 

 したがいまして、引き続き厳しい財政運営が迫られるものと思っていますが、村民の皆様の生活

を守るため職員とともに全力を尽くしてまいりますので、議員各位のなお一層の御理解、御協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

 今定例会に提案します案件は、承認３件と議案８件の合わせて11件でございます。十分御審議い

ただき、議決を賜りますようお願い申し上げまして、招集の御挨拶といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから、令和６年第２回高山村議会６月定例会の本日の会議を開きます。 

 なお、本日の日程は、お手元に配付しました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第126条の規定によって、７番 柴田弘男議員、８番 湯本辰雄議

員及び10番 山嵜秀治議員を指名します。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第２ 会期の決定 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第２ 会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、本日から６月14日までの11日間にしたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 会期は、本日から６月14日までの11日間に決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第３ 諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第３ 諸般の報告を行います。 
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 本日の会議に、９番 松本 茂議員が療養のため欠席をする旨、届出がありましたので報告しま

す。 

 本日までに受理した請願・陳情は、お手元に配りました請願・陳情付託表のとおり、所管の常任

委員会に付託しましたので報告します。 

 それぞれの委員長から、前定例会から今定例会までの間に行った所管事務の調査についての報告

があり、別紙のとおりお手元に配りましたので報告します。 

 監査委員から、２月、３月及び４月分の執行した出納検査についての報告があり、別紙のとおり

お手元に配りましたので報告します。 

 前定例会会議後に、議員の派遣を議長において別紙のとおり決定しておりますので報告します。 

 報告第２号 高山村土地開発公社の事業計画等について、報告第３号 令和５年度高山村土地開

発公社事業報告等について、報告第４号 令和５年度繰越明許費繰越計算書についてを、別紙のと

おりお手元に配りましたので報告します。 

 広報担当職員による写真撮影を会議規則第102条によって許可しましたので報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

請 願 ・ 陳 情 付 託 表 

請     願 ・ 陳     情 付 託 委 員 会 

陳情第１号 「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見 

      書」採択を求める陳情書 

陳情第２号 「さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算 

      増額を求める意見書」採択を求める陳情書 

総 務 文 教 

常 任 委 員 会 

 

──────────────────────────────────── 

日程第４ 承認第３号 

～  

日程第14 議案第39号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第４ 承認第３号 専決処分した条例の承認を求めることについて（村税条例の一部を改正

する条例）から日程第14 議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）まで

の11件を一括議題とします。 

 本案についての提案理由の説明を求めます。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 高山村議会６月定例会の提案説明を申し上げます。 
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 承認第３号から議案第39号までの11件につきまして、一括して御説明を申し上げます。 

 承認第３号 専決処分した条例（村税条例の一部を改正する条例）の承認を求めることについて

申し上げます。 

 本案は、「地方税法等の一部を改正する法律」等が本年３月30日に公布され、その一部が本年４

月１日から施行されることに伴い、条例を専決処分したものであります。 

 改正の主な内容は、令和６年度分の個人住民税所得割額から納税者及び配偶者を含めた扶養家族

1人につき１万円の減税を行うほか、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額の引上げなどを

行うものであります。 

 承認第４号 専決処分した予算（令和５年度高山村一般会計補正予算（第９号））の承認を求め

ることについて申し上げます。 

 この補正予算は、３月の降雪により除雪回数が増加したことに伴い予算に不足が生じたため専決

処分したもので、歳出の土木費において除雪委託料として300万円を追加、歳入では、地方交付税

で300万円を追加し、当初予算からの累計額を49億1,572万8,000円としたものであります。 

 承認第５号 専決処分した予算（令和５年度高山村一般会計補正予算（第10号））の承認を求め

ることについて申し上げます。 

 この補正予算は、歳入において、年度末に地方消費税交付金等の額が確定したことに伴い専決処

分したもので、歳入歳出それぞれ4,436万5,000円を減額し、当初予算からの累計額を48億7,136万

3,000円としたものであります。 

 歳入では、地方譲与税で地方揮発油譲与税を減額する一方、自動車重量譲与税を増額し166万

9,000円追加、地方消費税交付金2,488万2,000円追加、地方交付税2,873万2,000円追加、繰入金で

ふるさと創生基金繰入金１億1,300万円を減額し、歳入不足となる4,436万5,000円を予備費から減

額いたしました。 

 議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例について申し

上げます。 

 本案は、本年３月に村職員の懲戒免職処分を行った際、私自らの指導監督責任を明確にするため、

給料月額の10分の１を１か月減額するものであります。 

 議案第33号 村税条例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、地方税法等の一部を改正する法律などが本年３月30日に公布され、新公益信託制度の創

設に伴い、主務官庁制を廃して、公益法人と共通の行政庁が公益信託の認可・監督を行うこととさ

れたため、条例の一部を改正するものであります。 

 議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例について申し上げます。 

 本案は、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する内閣府令」が公布さ
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れたことにより、保育所等における満４歳児以上及び満３歳児の職員配置基準が見直しされたこと

に伴い、条例の一部を改正するものであります。 

 議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部を改正する条例について申し上げます。 

 本案は、「介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令」が公布

されたことにより、地域包括支援センターにおいて柔軟な職員配置を可能とするため、条例の一部

を改正するものであります。 

 議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について申

し上げます。 

 本案は、「介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令」が公布

されたことにより、地域包括支援センター運営協議会の定義を規定する条文を改正するため、条例

の一部を改正するものであります。 

 議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号）について申し上げます。 

 この補正予算は、物価高騰における国民生活を下支えするため、国の地方創生臨時交付金による

「定額減税調整給付金」や「住民税所得割非課税世帯に対する臨時特別給付金」に要する経費及び

デイサービスセンター床暖房等修繕工事請負費等を計上するほか、歳入においては、国庫支出金な

どの所要額を補正するもので、歳入歳出それぞれ6,437万円を追加し、当初予算からの累計額を46

億1,037万円とするものであります。 

 歳出補正の主なものは、総務費の徴税費では、「定額減税調整給付金事業」の追加など4,665万

7,000円追加、民生費では、社会福祉費で、「住民税所得割非課税世帯に対する臨時特別給付金事

業」において、新たに非課税等となる世帯に対し、１世帯につき10万円を支給するための費用及び

デイサービスセンターの床暖房修繕費や温泉ポンプ更新工事請負費など1,650万7,000円を追加、農

林水産業費では、林業費で、能登半島地震による地殻変動に伴い、座標補正等を行う費用として

180万円追加、商工費の商工費では、桜まつりの補助金など319万8,000円追加、歳入では、国庫支

出金で、デジタル基盤改革支援補助金や、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金及び社会保

障・税番号システム整備費補助金で5,931万7,000円追加、繰越金で505万3,000円を追加いたしまし

た。 

 議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について申し上げます。 

 この補正予算は、本年12月２日から被保険者証が廃止になること等に伴い、そのシステム改修委

託料の追加など、歳入歳出それぞれ173万6,000円を追加し、当初予算からの累計額を８億9,366万
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8,000円とするものであります。 

 歳出では、総務費の総務管理費に173万6,000円を追加し、歳入では、県補助金で24万5,000円追

加、繰入金の一般会計繰入金で149万1,000円を追加いたしました。 

 議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）について申し上げます。 

 この補正予算は、下水道事業費用の営業費用で、公営企業会計移行に伴う金融機関手数料を34万

7,000円追加する一方、資本的支出の建設改良費において、県道舗装工事に合わせてマンホール蓋

を更新するため工事請負費等で757万9,000円を追加するものであります。 

 以上、一括して申し上げましたが、十分に御審議をいただき、議決を賜りますようお願い申し上

げ、提案理由の説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 しばらく休憩します。 

午前10時29分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前10時42分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 これから承認第３号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから、承認第３号 専決処分した条例の承認を求めることについて（村税条例の一部を改正

する条例）を採決します。 

 本案は承認することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手10人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は承認することに決定しました。 
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 これから承認４号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから、承認第４号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般

会計補正予算（第９号））を採決します。 

 本案は承認することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手10人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は承認することに決定しました。 

 これから承認第５号に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから、承認第５号 専決処分した予算の承認を求めることについて（令和５年度高山村一般

会計補正予算（第10号））を採決します。 

 本案は承認することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手10人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 
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 本案は承認することに決定しました。 

 これから議案第32号から議案第39号の８件について一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 お諮りします。 

 ただいま議題となっております議案第32号から議案第39号の８件については、お手元に配りまし

た議案付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することにしたいと思います。御異議ありません

か 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第32号から議案第39号の８件については、議案付託表のとおり、所管の常任委員会に付託す

ることに決定しました。 

 

議 案 付 託 表 

議               案 付 託 委 員 会 

議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正 

      する条例 

議案第33号 村税条例の一部を改正する条例 

議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め 

      る条例の一部を改正する条例 

総 務 文 教 

常 任 委 員 会 

議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施 

      に係る基準を定める条例の一部を改正する条例 

議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定 

      介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法 

      に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

福 祉 産 建 

常 任 委 員 会 

議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号） 

議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号） 

予 算 決 算 

常 任 委 員 会 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮りします。 
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 ただいま所管の常任委員会に付託した議案第32号から議案第39号の８件については、会議規則第

45条第１項の規定によって、６月11日までに審査を終了するよう期限をつけることにしたいと思い

ます。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議案第32号から議案第39号の８件については、６月11日までに審査を終了するよう期限をつける

ことに決定しました。 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 明日は休会とします。 

 来る６日は、午前10時から本会議を開き、一般質問を行います。 

 本日はこれにて散会します。 

 大変お疲れさまでした。 

午前10時47分  散 会 

──────────────────────────────────── 

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年６月４日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 

 

                 署 名 議 員  柴 田 弘 男 

 

                 署 名 議 員  湯 本 辰 雄 

 

                 署 名 議 員  山 嵜 秀 治 
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令和６年第２回高山村議会６月定例会会議録（第２号） 

 

令和６年６月６日（木曜日） 

                                  

    議 事 日 程 

日程第１ 一般質問 

──────────────────────────────────── 

    本日の会議に付議した事件 

１ 一般質問 

──────────────────────────────────── 

    質 問 し た 者 

10番 山 嵜 秀 治 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       １番 久保田 雄 吉 議員 

２番 勝 山 正 弘 議員 

──────────────────────────────────── 

    出 席 議 員（11名） 

１番 久保田 雄 吉 議員       ２番 勝 山 正 弘 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       ６番 髙 井 央 葉 議員 

７番 柴 田 弘 男 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

10番 山 嵜 秀 治 議員       11番 黒 岩 清 道 議員 

12番 西 原 澄 夫 議員 

──────────────────────────────────── 

    欠 席 議 員（１名） 

９番 松 本   茂 議員 

──────────────────────────────────── 

    説明のため出席した者 

村 長 内 山 信 行  副 村 長 藤 沢 敏 和 

教 育 長 澁 谷 茂 夫  総 務 課 長 山 﨑 久 志 

住民税務課長 

(会計管理者) 
島 田   誠  健康福祉課長 黒 岩   慎 

産業振興課長 山 㟢 隆 広  
建設水道課長 

(定住支援室長) 
山 嵜 賢 一 
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教 育 次 長 

(人権推進室長) 
堀  一 生    

──────────────────────────────────── 

    事務局出席職員 

事 務 局 長 宮 川 洋 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午前10時00分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の日程はお手元に配付しました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 

 本日の会議に、９番 松本 茂議員が療養のため欠席する旨の届出がありましたので報告します。 

 テレビ中継のほかに、質問者のカメラ撮影を許可しましたので報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 一般質問 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１、一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

─────10番 山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 おはようございます。 

 ３項目、質問します。 

 初めに、消滅可能性自治体のリストが公表されましたが、この件について質問をいたします。 

 民間の有識者グループ、人口戦略会議は、４月に、県内の26自治体を含む全国744の自治体で

2050年までに20代から30代の女性が半減し、最終的には消滅する可能性があるとした分析を公表し
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ました。公表されたリストをめぐって様々な意見が出されています。 

 「私はナンセンスだと思う」、丸山達也島根県知事が不満をあらわにしています。「じゃ、東京

都がすごい頑張っているから人口が増えているの。そんなことないでしょう、出生率最低だよ」と

も述べています。 

 今日の新聞にも出生率の報道がありました。東京は１％、1.0を切っております。 

 全国町村会の吉田隆行会長、この方は広島県の坂町長ですが、「20歳から39歳の女性人口が半減

するという一面的な指標をもって線引きしている」とし、「一部の地方の問題であるかのように矮

小化されてはならない」と述べています。 

 千葉市の神谷俊一市長、「自然減対策のメインが自治体であるかのような間違ったメッセージだ」

とこのように言っています。 

 このように自治体のトップから苦言が相次いでいます。消滅可能性自治体のリストが公表された

ことを、また本村がこのリストに含まれていることについてどのように受け止めていますか、お聞

きをします。 

 消滅可能性自治体のリストが公表されたことについて、人口減少には様々な背景がある中、なぜ

若い女性の減少が自治体消滅になるのかとの批判が出ています。子どもを産むのが女性の役割と言

われているようで、かつての大臣の女性は産む機械発言への怒りがよみがえるという声もあります。

つい最近も、上川外務大臣が「一歩を踏み出したこの方を、私たち女性が産まずして何が女性でし

ょうか」などと述べ、発言を撤回するということがありました。 

 子どもを産むのが女性の役割、こうした意識が根底にあると言わざるを得ませんが、子どもを産

むのが女性の役割と言われているようでという、こうした声をどのように受け止めておられますか、

お聞かせください。 

 若い女性の皆さんからは、人口減少の責任は私たちのせいじゃないという怒りの声もあります。

これから大学の奨学金を返さないといけないのに、今度は子どもを産めって、女性に責任を押しつ

け過ぎ、真っ当な怒りの声ではないでしょうか。 

 国が、教育や社会保障を切り捨て、市区町村に責任を押しつけた結果、財政力の強い都市に人口

が集まり、地方が衰退することになったのではないでしょうか。地方自治の専門家からは、自治体

に責任を転嫁せず、政府が何をするかが鍵だとの指摘があります。 

 子どもを産むか産まないかを決める自由を保障し、希望する人が安心して子育てできるようにす

ることが国の責任です。以前にも一般質問の中で紹介しましたが、2020年、内閣府から出ています

少子化社会に関する国際意識調査、あなたの国は子どもを産み育てやすいですかという問いに、そ

う思わないと過半数の人が回答したのは日本だけです。日本は61.1％が子どもを産み育てやすい国

とは思わないとしているのです。ドイツは22.8％、フランス17.6％、スウェーデンは2.1％だけ。

スウェーデンは98％近くの人が自分の国は子どもを産み育てやすい国と思っているのです。ユニセ
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フの2020年調査では、日本の子どもの精神的幸福度は、先進国38か国の中で下から２番目。今の生

活に満足していると答えた15歳の割合が62％と低く、15歳から19歳の自殺率も平均を上回っていま

す。 

 日本が、子育て、子どもに冷たい国になっている最大の責任は、政治にあると言えます。第一に、

子ども・子育ての予算を低水準のまま推移してきたことです。第二に、子どもの権利の保障を怠っ

てきたことです。この改善こそ国の責任で急務と考えますがいかがでしょうか。 

 もちろん、地方自治体の役割も大切です。議会の中でも話題になるのが、岡山県奈義町、高校卒

業までの医療費無料化など、きめ細かな子育て支援を実現し、2019年に合計特殊出生率2.95を達成

し、奇跡の町とも呼ばれ、今回、消滅可能性自治体から脱しました。 

 本村も、医療費は高校卒業まで無料と言いますが、１レセプト500円の手数料、名ばかりの無料

です。きめ細かな子育て支援を一層進めることが求められていると思いますが、どのように考えて

おられますか、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 消滅可能性自治体のリスト公表についてお答えいたします。 

 本年４月、人口戦略会議において、20歳から39歳までの若年女性人口が2020年から2050年までの

30年間で50％以上減少する自治体を消滅可能性自治体として744市町村の一覧が公表され、そのう

ち自然減対策が必要で、社会減対策が極めて必要な市町村に、本村が該当をしております。 

 そこでまず初めに、リスト公表に関する受け止め方についてでございますが、今回公表された分

析レポートの内容は、昨年12月、国立社会保障・人口問題研究所が、令和５年度推計として公表し

た日本の地域別将来推計人口に基づき、人口から見た全国の地方自治体の持続可能性について分析

を行ったもので、10年前の2014年の分析を踏まえて、新たに人口の自然減対策として出生率の向上

と社会減対策として人口流出の是正の視点から分析が行われ、地方自治体や地域人口の実情と課題

を考える上で参考となる分析結果とされております。 

 本村の移動想定による2050年人口の若年女性人口減少率は59.6％で、封鎖人口による2050年人口

の若年女性人口減少率は27.2％となっており、移動傾向が一定程度続くと仮定した場合、減少率が

50％を超える分析結果となったものでありますことから、これは分析された結果の一つとして、今

後の村政運営の参考にさせていただきたいと考えております。 

 次に、今回の結果に対する様々な声の受け止め方についてでございますが、今回の分析結果につ

きましては、ある条件の下で分析されており、結果に対して様々なご意見があろうかと思われます

が、私としましては、人口減少問題は重要かつ喫緊の課題と捉えておりますので、引き続きできる

施策を計画的に実行してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 
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 次に、安心して子育てできるようにすることについて、国の責務と地方自治体の支援策の２点に

ついてお答えいたします。 

 国では、令和５年４月に、「こども家庭庁」を発足し、全ての子ども・若者が身体的・精神的・

社会的に幸福な生活を送ることができる社会、いわゆる「こどもまんなか社会」を目指し、国が主

導的にこども未来戦略方針による子ども・子育て世代への支援などを実施しています。 

 このようなことから、子ども・子育て世代への施策への充実は待ったなしの課題でもございます

ので、国の動向を注視するとともに、村といたしましても高山村総合計画に沿って、私たちが目指

す将来像「ずっと住みたい また訪れたい いいね 信州高山」の実現に向けて、子育て支援策を

着実に進めていくことが重要であると考えております。 

 人口減少がもたらす影響は、計り知れないものがありますので、時代の変化に柔軟に対応しなが

ら、子どもや子育て世代を取り巻く課題を整理し、私がいつも申し上げている「ここで生まれた子

どもたちが１人でも多くここで生活していただけるよう、村民の皆様の声に寄り添っていくことが

大切である」と考えています。 

 したがいまして、引き続き子どもたちのあふれる笑顔を見るために、ライフステージに応じた切

れ目のない施策を実行していくとともに、積極的に情報発信することにより高山村で生活すること

の喜びや幸福感を感じていただけるよう、私たちのふるさと、高山村の明るい未来を築き、次世代

へつなげてまいりたいと考えておりますので、お願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。 

 村長も言われましたが、10年前の2014年、日本創生会議は、人口減少で896市区町村の全体の

49.8％が消滅可能性自治体になると決めつけ、三大都市への人口流出を防ぐダムが必要だとして、

地方財政と行政サービスを一定規模の自治体に集約するべきだと、このときは主張しました。 

 このときも論拠が薄弱、自治体の努力を無視しているなどの批判がありました。今必要なことは

いたずらに脅しをかけることでなく、繰り返しになりますが、子どもを産むか産まないかの決める

自由を保障して、希望する人が安心して子育てできるようにすることだと思います。 

 そこで、先ほど私は国際意識調査の結果も報告させていただきました。日本は子どもを産み育て

やすい国だと思わないという人が多数に上っている現状について、村長はどのようにお考えですか。

ここを何とかしなければならないという強い決意をお持ちですか。その点をお願いします。 

 さらに、地方自治体の努力も当然求められますが、例えば、長野市では、子どもの医療費無料化

の件で500円の手数料を廃止する方向で検討されています。多分、来年度から廃止されると思いま

す。本村はどうされるのか、立ち後れることはありませんか。 
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 こうした一つ一つの政策が大切だと私は思います。単にリストが公表されたからといって、私も

右往左往する必要はないと思いますが、一つ一つの努力が大切だし、国の在り方そのものをもっと

根本から変えていくという、そういう姿勢がないとこの人口減少、あるいは子どもを産み育てやす

い国になっていくことはなかなか難しくなってしまうのではないかと思いますが、答弁をお願いし

ます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えしたいと思います。 

 国あるいは地方自治体の責務という意味でどのように受け止めるかということと、いわゆる日本

が子育てしやすい点でどう考えるかと、こういうご質問だと思いますが、いわゆる私は地方自治体

として、先ほども申し上げましたように、いわゆるここで生まれた子どもたちが、ここで生活でき

る、このような地域にしたいと、このようにいつも申し上げております。それは裏返ししますと、

ここで生まれた子どもたちが、ここで生活しやすいような地域をつくる、そのためにしっかりと村

政運営してまいりたい、このように考えております。 

 そして、先ほど、ワンレセプトについてお話がありましたけれども、これについてはしっかりと

また町村会で意見等を、また自治体のこちらの状況を見ながらしっかりと反対してまいりたいと、

このように考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 最低賃金を見ても東京は高い、地方は低いわけですね。やっぱりこうした点も全国一律にして時

給1,500円以上を目指していかないと、人口減少、東京一極集中というのは避けられないというふ

うに思います。 

 先ほども申し上げましたが、医療費500円も、もう大都市長野がもうやろうとするわけですよ。

こうした点で立ち後れることのないよう求めておきたいと思います。 

 次に、訪問介護事業について質問します。 

 介護報酬改定で、訪問介護の基本報酬が４月から引き下げられています。長野県社会保障推進協

議会、通称、社保協と呼びますが、ここでは訪問介護所にアンケートを行っております。そのこと

は６月１日付の地元マスコミに会見の様子が報道をされました。社保協では、県内482事業所にア

ンケート用紙を郵送し、213事業所から回答を得ています。私の手元には中間のまとめがあります

が、この時点で210事業所からの回答で、あまり大きな差はありません。基本報酬の改定での引上

げについて納得できないとする事業所は91％に上っています。報酬改定で経営状況がどう変わるか
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という問いでは、悪化するが59％、事業継続が難しくなる15％、改善する・変わらないが合わせて

23％という状況です。この６月より算定開始となる介護職員等処遇改善加算等の新加算について加

算要件を満たすことができるかとの問いに、できそうだは31％、難しい45％となっております。 

 このアンケートの中では、非常に切実な声が寄せられています。今回の報酬改定について悪化す

ると答えた人の中では、訪問介護の人員不足の上、単価が引き下げられるのはおかしい。あるいは、

首都圏のように自転車で訪問に回れるところと、地方で車で30分以上かかって訪問するところは人

件費、ガソリン代のコストが違い過ぎる。地方加算をつけてほしい。あるいは、一言では足りませ

ん。ここで何かを言えば変わるのでしょうか。職員のモチベーションが下がり、今後の仕事にも影

響が出ます。などなどの声が寄せられております。全て取り上げることはできませんが、切実な声

であふれているわけです。これをどのように受け止めていますか、伺います。さらに、引下げ撤回

を国に求めるべきと思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩健康福祉課長。 

○健康福祉課長（黒岩 慎） 

 訪問介護事業についてお答えいたします。 

 村では、前年度において、令和６年度から令和８年度までを計画年次とする第９期介護保険事業

計画を策定し、本年度からこの計画に基づき事業を開始したところであります。 

 現在、村では65歳以上の高齢者は緩やかに増加しておりますが、生産年齢人口は減少し始めてい

ることから、高齢者人口の占める割合が増加傾向にあり、本年４月１日現在における高齢化率を見

ますと37.6％であり、本計画の最終年度となる令和８年度には38.9％に達する見込みとなっており

ます。 

 このため、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、生活機能の低下を未然に防止する

ことが喫緊の課題となっております。 

 そこで、まず初めに長野県社会保障推進協議会が行ったアンケート調査結果の受け止めについて

でございますが、議員お話しのとおり、令和６年度の介護報酬の改定により、全体では1.59％の増

額となっておりますものの、訪問介護については、身体介護及び生活援助ともに基本報酬が引き下

げられております。 

 このため、東京商工リサーチによりますと、昨年１年間に倒産した訪問介護事業所は、全国で67

件とされ、調査を開始した2000年以降、これまで最多であった2019年の58件を上回り過去最多とな

ったと発表され、今後もこのたびの介護報酬の引下げによる影響等が大変危惧されるところであり

ます。 

 そのようなことから、訪問介護サービスは、要介護・要支援の皆様が住み慣れた自宅や地域にお

いて安心して生活していく上で根幹となるサービスの一つであると考えておりますことから、議員



 

－21－ 

お尋ねのアンケート結果につきましては、大変重く受け止めているところであります。 

 次に、訪問介護報酬の引下げの撤回を国に求めるべきとの提言でございますが、訪問系サービス

の基本報酬の引下げは、本村のような中山間地域の場合、都市部とは異なり利用されるお宅の距離

が離れているため、訪問までに時間がかかり、１日当たりの訪問件数が限られてしまうことや、車

両で移動するためのガソリン代などの経費がかかることなどから、利益を得にくいため、訪問介護

事業所の運営は大変厳しい状況にあるものと思われます。 

 そのようなことから、村といたしましては、引き続き利用者目線に立って、訪問介護事業所と連

携を密にするとともに、それぞれの事業所が継続してサービス提供が行える報酬となるよう、町村

会等を通じて国・県へ要望してまいりたいと考えておりますので、ご理解賜りますようお願いいた

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。 

 厚生労働省は、団塊の世代が75歳以上となる2025年度をめどに、重度な要介護状態となっても住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地域包括システムの構築を実現、このように述べています。 

 重度な要介護状態でも住み慣れた地域で暮らし続けるためには、地域における介護基盤の整備が

必要で、そのための介護の担い手である介護従事者の確保が不可欠です。ところが、今、介護現場

は深刻な人手不足に陥っているのが実情ではないでしょうか。村社協がホームヘルパーの派遣から

撤退したのも、ここに１つの要因があったわけです。 

 先ほど課長が言われたように、訪問介護費・身体介護中心型では、介護報酬の引下げがありまし

た。介護報酬の単位が30分から１時間では2000年の402単位から2021年は396単位に、１時間以上は

同じ間に584単位から579単位に、30分増すごとの加算は219単位から84単位となっています。 

 2024年度の介護報酬の改定は、あまりにも理不尽で大きな問題です。介護現場は、３年後の次期

改定を待つことはできないという声が上がっています。 

 介護報酬改定は、法律改正事項ではなく、厚生労働省の告示によって決められます。ですから、

今でも改定のやり直しは可能と言えます。2024年度予算は既に可決され、執行していますが、訪問

介護の介護保険給付にかかる総費用は１兆円を超えますが、国庫負担分は25％の2,500億円程度。

引下げ分に３％は、国庫負担で50億から60億程度で、直ちに補正予算が必要になる額ではありませ

ん。厚生労働大臣が決断し、財務大臣が容認すれば再改定は可能なわけです。 

 昨日の衆議院厚生労働委員会、ここでは異例の全会一致で介護労働処遇改善を決議しています。

介護・障害福祉事業者の処遇改善に関する決議、これを全会一致で議決しているわけです。４月実



 

－22－ 

施の介護報酬改定で訪問費が引き下げられたのに対し、引下げ撤回と報酬再改定を求める運動が広

がり、異例の決議となったわけです。 

 決議では、介護・障害福祉従事者は、重要な職責を担っていると指摘、他産業の給与水準と比べ

て低い状況だとして優れた人材の確保、サービス提供体制を整備するため、報酬改定などの影響に

ついて介護事業者等の意見も聞き、速やかで十分な検証を行う、このようにしています。また、賃

金などの処遇改善に資する施策を検討し、必要があると認めるときは必要な措置を講ずるべきだと

政府に求めています。これは本当に異例の全会一致で可決したということを重く受け止めるべきだ

と思います。 

 そこで質問ですが、まず村内の事業所、訪問介護事業所だけでなく、通所事業所、あるいは特別

養護老人ホームなども含め村が実情を把握すること、訪問をして実情をお聞きすること、このこと

が必要ではないかと思いますがいかがでしょうか。 

 ここから先は、村長にお聞きします。 

 その上で、訪問介護事業所は、今、村では１つだけの事業所です。ここが撤退ということになれ

ば、制度はあるがサービスなしということになりかねません。先ほど、課長からもありましたが、

長野県は全国一ガソリンが高い県です。本村も坂道も多いことなどから、訪問のための燃料代は多

くかさむことが予想をされます。これは１つの例ですが、こうした点も踏まえて村独自の援助策も

検討すべきではないかと思いますが、村長いかがですか。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 それでは、再質問にお答えいたします。 

 先ほど議員が、75歳以上の異例の全会一致で可決したと、こういうお話がありました。それは裏

返ししますと、国でしっかりとそれは認めているんだというふうになりますけれども、実際にやる

のは自治体であります。自治体がどうやっていくか、ここが一番問題だということで、今、再質問

をいただいたものと思っております。村内には１か所になりましたけれども、村の委託しておりま

す社会福祉協議会としっかりと連携をしながらその辺を詰めていきたい、そして、それがなくなら

ないようにしっかりと支援してまいりたい、このように考えておりますので、よろしくお願いいた

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩健康福祉課長。 

○健康福祉課長（黒岩 慎） 

 それでは、前段部の再質問についてお答えをさせていただきたいと思います。 

 村内における事業所、訪問介護事業所、通所介護事業所、特別養護老人ホーム等の施設の運営状
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況等の実態の把握についてでございますが、訪問介護事業所につきましては、今回、国から示され

た介護報酬の改定についての関係でどのような運営をされるか、また施設の職員の確保等、どんな

状況であるかというようなことをお伺いした上で答弁等を作成させていただいております。これに

終わらず、運営実態の把握については、また必要に応じて確認をさせていただきたいと思いますが、

よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 村内の事業所等について、十分実態を把握して、訪問して、要望なども聞いていただいて、対応

していただきたいと思います。 

 コロナのときには、ほかの自治体では村がそういう介護事業所等について援助したという例もあ

ります。コロナが終わって、そうした補助もなくなった可能性もありますが、いずれにしても制度

はあるがサービスは受けられないということのないような対応を求めておきたいと思います。 

 それでは、次に地方自治法の改定問題について質問いたします。 

 政府は、３月１日、地方自治法の改定案を閣議決定し、国会に提出し、先日、衆議院を通過し、

審議は参議院に移っています。 

 この法案の最大の問題は、政府が国民の安全に重大な影響を及ぼす事態と判断すれば、国の地方

自治体に対して発動できる指示権を導入することにあります。政府は、国の関与の要件は、特定の

類型に限定せずと曖昧にしています。災害やコロナを例示していますが、重大な事態の範囲は本当

に曖昧なのです。 

 西日本新聞は、「国が地方行政に介入する範囲を広げ、自治を損なうおそれのある法案だと。１

か月足らずの審議で指摘した疑問や問題点は少しも解消しなかった」と批判しております。「過去

に経験したことがない事態の場合、国のトップからのリーダーシップより、現場の判断がより重要

になってくる。今回の改定案では、かえってそういう危機対応と逆効果になるのではないか」、こ

のように岩手県の達増知事は懸念を示しています。達増知事は、「国が立法の根拠としている大規

模災害や感染症蔓延について、分野ごとの法律の国と地方との関係をより効果的なものに変えてい

くことが、よりよいやり方ではないか」と。個別法の見直しで対応すべきとの考えを示しています。 

 また、「改定案でその他としている想定し得ない事態に対しては、国の権限よりむしろ地方の権

限を強化して、現場で判断して実行に移せるようにするほうがむしろ効果的だ」とも指摘をしてい

ます。 

 地方分権一括法で地方自治法に国の関与が定められましたが、その改定でも国の関与はその目的

を達成するための必要最小限度のものとし、自治体の自主性・自立性に配慮しなければならないと

されています。この原則は、個別法による国の関与のいたずらな拡大に対して縛りをかけるもので、
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個別法で想定できない事態における特例という名目で地方自治体が縛りをかける自治事務に対する

指示権を導入することは、自治法が定めた関与の在り方を本質からゆがめるものと言えるのではな

いでしょうか。 

 しかも、先ほど述べたように、個別法で想定できない事態を国は具体的に示していない。達増知

事は、記者から国の指示権がなかったことで具体的に不都合が起きたことはあったかと問われて、

「今回の法改正のような必要性は感じなかった。何にでも使うことができて、そこに国民がいろい

ろ不安を持つ法律のつくり方は、できるだけ避けたほうがいい」とくぎを刺しています。 

 全国知事会の村井宮城県知事は、「改定案に反対はしない」、このように前置きしながらも、

「拡大解釈すればあらゆることを国が指示できることになりかねない。これは地方自治の本旨に反

する真逆の法案ということになる」と強い警戒感を示しています。 

 憲法が保障する地方自治を踏みにじり、地方自治体を国に従属させる関係に変えるものと言える

のではないでしょうか。この点についての見解をお聞きします。 

 そして、国に、この地方自治法の改定案、廃案を求めるべきではないかと思いますが、いかがで

しょうか。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 地方自治法の改正についてお答えいたします。 

 政府は、第33次地方制度調査会による「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に

関する答申」を踏まえ、情報システムの適正な利用や、公金収納事務のデジタル化など、ＤＸの進

展を踏まえた対応や、安全安心な地域づくり活動へ参加する住民同士の助け合い、支え合いに対し

て、行政が下支えするなど、地域の多様な主体の連携及び協働の推進、国民の安全に重大な影響を

及ぼす事態における特例に係る規定などを整備する地方自治法の一部を改正する法案を、本年３月

１日に閣議決定し、現在、国会で審議が行われております。 

 そのような中、国及び地方公共団体が分担すべき役割は、地方自治法第１条の２において、「国

では全国的な規模で若しくは全国的な視点に立って行わなければならない施策及び事業の実施その

他の国が本来果たすべき役割を重点的に担うこととし、住民に身近な行政は、できる限り地方公共

団体にゆだねることを基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担するとともに、地方公

共団体の自主性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない」と規定されており、そ

の役割分担の中で事業を進めております。 

 そこで、国が地方自治体に対して発動できる指示権を導入することについてのお尋ねであります

が、この法案には、大規模な災害や新型コロナの集団感染による県をまたいだ患者の移送が生じた

ものの、国の権限に関する法律の規定がなく、地方公共団体との調整などに時間を要したことなど
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から、国民の安全に重大な影響を及ぼし、個別法において規定されていない事態においては、国が

地方公共団体に対して、地方自治法を直接の根拠として補完的な指示を行使できることが盛り込ま

れております。 

 これに対して全国知事会長は、国の補完的な指示について、地方自治法の本旨に反し、安易に行

使されることがない旨が確実に担保されるようコメントを出されておりますが、本村といたしまし

ては、「対等・協力」となった地方分権の流れに逆行していないか、また、国が指示権を行使する

場合には、限定的な運用となるのかなど、今後の国会審議や県内の市町村等の動向を注視してまい

りたいと考えております。 

 次に、国に廃案を求めることについてのお尋ねでありますが、令和２年から４年に及ぶコロナ禍

において、国や地方公共団体などの行政が判断しなければならない事態が大変多くあり、そのよう

な中で、国が統一した見解や方針を示していただいたことは、混乱を避けるためには必要であると

考えておりますが、先ほども申し上げましたとおり、国会審議等の動向を注視した上で、今後、慎

重に判断してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再質問します。 

 ５月31日付の地元紙の見出しは、「国指示権拡大 分権どこへ」というものでありました。そも

そも憲法が地方自治権を定めたのは戦前の中央集権体制の下で、自治体が侵略戦争に国家総動員へ

のてことして利用されたことへの反省から、国から独立した自治体が地方行政を行えるようにした

ものと言えます。 

 東京新聞の社説は、「国の指示権拡大 地方自治を後退させる」、こうした見出しを立てて、

「日弁連や全国知事会が反対や危惧を表明したのは当然、災害規模によっては１自治体だけで対応

できないケースも少なくなく、非常事態には現場に一定程度の混乱が生じるのも避けられない。だ

からといって、国の権限を強化すれば解決すると考えるのは早計。コロナ禍における安倍政権にお

ける全国一斉休校要請に象徴されるように、現場を熟知せぬ上からの指示が混乱に拍車をかけるこ

ともある。そして、改正案は、地方現場の気概や意欲を奪って、自治体を指示待ち体質にしかねな

い。地方自治の理想への歩みが水泡に帰すことを危惧する」と言っています。 

 また、地元紙の報道では、２人の地元出身の学者の言葉が載っております。１人は、明治大学の

牛山教授、「非常時はむしろ地方に権限を持たせたほうがいい」、そして法案の評価として、「国

と地方の関係を対等・協力に改めた2000年施行の地方分権一括法の精神、枠組みを変えるおそれが

ある。国に広範な指示権を認めることは、地方分権改革に逆行し、個別法などで対応できない国民

の安全に重大な影響を及ぼす事態の具体的な議論も不足。使い勝手が悪く、分権の枠組みを壊しか
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ねない制度だ」とこのように批判しています。 

 小原早稲田大学教授、「自治体への萎縮効果強まる」、こういう見出しです。「法改定の必要性

を示す立法事実がない。政府は新型コロナウイルス下での行政の混乱を教訓にするというが、混乱

したのは政府が制度をうまく運用できなかったためだ。今回の法改定は、政府のコロナ対応の失敗

を制度が悪かったとすり替えているように見える」と、このように批判しています。そして最後に、

「現状では自治体が委縮する効果は強まるだろう」と、このように述べているわけです。 

 今、村長は、国会での議論の行方などを注視すると言いますが、それでは注視しているのではも

う遅いんですよ。もう参議院に移っている。ですから、地方自治体から、やはり国と地方の関係か

らして、地方分権一括法にも触れるし、反対だという声を強く上げるべきだと思うんですよ。我々

に任せてくれと。現場を預かっている地方自治体が、やはり現場で判断することの重要性もあるわ

けですから、そうした立場に立つべきだと、改めて村長に求めたい。注視などしていれば、これは

通ってしまうんですよ。いかがですか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再質問にお答えしたいと思います。 

 現況の地方自治法の改正に対しまして、しっかりと国へという再質問でございますが、地方自治

体、地方公共団体の役割としてしっかりと対応してまいる。その１つは、新型コロナ、あるいは自

然災害の大規模災害があったとき、こういうことになるだろうというふうに思われます。それに対

応して国の防災基本法も災対法が改正されるなどして、そして、それに伴って本村においても、い

わゆる災害基本法に伴っての県の地方防災計画も修正をしておりますし、そういった点でしっかり

と地方の公共団体での役割をしっかりと実施してまいる、これが自治体に課された義務だと思いま

すので、その辺を御理解いただきたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 

 再々質問します。 

 はっきり申し上げて、今回の改定案について賛成ですか、反対ですか、どちらでもないですか。

見守るわけですか。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 賛成か、反対か、それともどちらでもないかと、こういう御質問だと思いますけれども、今、参
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議院に送られたと言いますけれども、全体としてしっかりとして注視してまいりたい、このように

考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で山嵜秀治議員の質問を終わります。 

 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内換気のため15分間休憩します。会議は午前11時10分に再開します。 

午前10時52分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前11時10分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────４番 梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 通告に従いまして質問いたします。 

 まず、村の認知症施策についてであります。 

 2025年問題とは、団塊の世代と言われる方の全員が75歳以上の後期高齢者となり、医療や介護、

年金などの社会保障に様々な切迫した問題が起きてくるとされています。65歳以上の高齢者は、国

民の３人に１人となり、５人に１人が75歳以上の超高齢化社会となってきます。そんな中で今やが

んよりも怖いと言われているのが認知症です。 

 厚労省の研究班が推計した全国の将来の認知症の人の数は、団塊ジュニア世代が65歳以上となる

2040年には、高齢者のおよそ15％、6.7人に１人が認知症高齢者となると推計しています。また、

軽度の認知障害も含めると５人に１人とも言われています。今や認知症は誰もが関わる可能性があ

る身近な病気とされ、しっかりと認識し、共有しなければならない問題だと思います。 

 認知症になってもできる限り住み慣れた地域の環境の中で自分らしく安心して暮らし続けたい、

誰もが思う願いであります。 

 今後、独り暮らしの認知症の人が増えると見られ、家族の支援が限られる中、地域でどう支える

かが課題だとされています。 

 そこで、高山村の高齢化社会を維持継続するためには、認知症施策は重要な課題になると思いま

すが、村の認知症施策についてお尋ねします。 

 広報たかやま５月号に、高山診療所長の室林先生の「認知症サポート医に質問」とページが掲載

されています。室林先生は、これからの高齢者の課題は認知症対策だと言われ、熱心に取り組んで

おられます。幸いにも身近な村の診療所に認知症サポート医がおられ、気軽に相談に乗っていただ

ける体制なので、本村の認知症施策を積極的に推進していただきたいと思います。 
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 村では、認知症への理解を深めるための普及と啓発のため、「認知症とともに暮らす」高山村認

知症ケアパスが作成されています。 

 そこで質問します。認知症サポート医への相談、受診を広めることが重要となりますが、高山村

認知症ケアパスの周知と活用方法をお聞かせください。 

 次に、村の認知症施策の中に認知症初期集中支援事業とありますが、若年性認知症とも関連する

とは思いますが、その内容と進め方についてお聞かせください。 

 次に、同じく認知症施策に認知症サポーター養成の取組があります。地域で支えるためには、認

知症サポーターの存在は大変重要となると思います。その目標人数、また今後の活用内容などお示

しください。 

 次に、地域でどのように支えるかが課題とされていますが、認知症を地域で支えるとはどういう

ことか。その姿はなかなか想像できません。地域住民の認知症への理解を深めるための啓発活動や

認知症教育など必要になると思いますが、今後の取組計画をお示しください。 

 以上、答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩健康福祉課長。 

○健康福祉課長（黒岩 慎） 

 村の認知症施策についてお答えいたします。 

 村では、認知症施策を推進するため、症状に応じて切れ目なく、保健、医療、福祉サービスが提

供される仕組みを構築するとともに、関係機関と連携を図り、住み慣れた地域で自分らしく暮らし

続けられるよう、認知症の方やその家族を地域で支えるための取組を進めております。 

 そのような中、国では、団塊の世代が75歳以上になる2025年には約700万人が認知症になると試

算しており、村が行う介護認定調査の認知症高齢者の日常生活自立度から見ると、令和６年５月１

日時点において、認知症と見られる症状のある方は278人で、65歳以上の人口に占める割合は

11.4％となっております。 

 今後、高齢化の進展とともに、さらに認知症の対象者が増加していくことが予測されますことか

ら、認知症施策をさらに推進していく必要があるものと考えております。 

 そこで、まず初めに、認知症サポート医への相談、受診を広めるために、認知症ケアパスの周知

とその活用方法についてでありますが、現在、村では、高山診療所の医師を認知症サポート医とし

て指定し、認知症に関する相談や受診の対応を行っております。 

 また、本年３月に改訂した高山村認知症ケアパスでは、受診の仕方などを分かりやすく説明して

おり、その内容を広報たかやまや村ホームページに掲載するともに、冊子については、地域包括支

援センターや高山診療所窓口で必要な方に配布するほか、ケアマネジャーにも周知し、活用につい

て御協力をいただいているところでございます。 
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 次に、認知症初期集中支援事業の進め方についてでありますが、村では、認知症初期集中支援事

業として、保健師や社会福祉士、主任介護支援専門員による支援チームが認知症に関する相談があ

った御家庭を訪問し、認知機能の低下により、どのような生活上の困難があるのか、また、それに

より御本人や御家族がどのように困っているかなどをお聞きし、どのような対策が必要なのかを一

緒に考えております。 

 また、６か月を目安に医療や介護サービスにつなげていくため、集中的に支援を行い、認知症サ

ポート医もチームドクターとして、指導や助言をいただく中で、定期的に支援チーム会議を開催し、

対応策を検討しながら支援を行っているところでございます。 

 そのほか、民生児童委員さんからも情報提供をしていただき、地域の中で早期に対象者が把握で

きるよう協力をいただいております。 

 次に、認知症サポーター養成の取組と目標人数及びその活用内容についてでありますが、村では

平成28年から認知症サポーターの養成を開始し、地域包括支援センターで養成講座を開催するなど、

これまでに302人の認知症サポーターを養成しております。議員御質問の目標人数は特に設けてお

りませんが、今後ともより多くの皆さんに認知症を理解していただき、サポーターになっていただ

けるよう、養成に取り組んでまいりたいと考えております。 

 また、認知症サポーターの活用については、認知症の方やその家族が地域とのつながりを持つこ

とで、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域づくりを具体的に考えていただくため、今

年度は、認知症サポーター交流会を計画し、認知症サポーター同士が交流をし、どのような活動が

できるかなどを考える機会になるよう支援してまいりたいと考えております。 

 次に、地域住民の認知症への理解を深めるための取組についてでありますが、毎年村では、認知

症について多くの村民の皆さんに理解していただくため、認知症支援講座を始め、認知症の方やそ

の家族、医療や福祉の専門職、地域の皆様の集いの場として、毎月１回、保健福祉総合センターに

おいて、ほっとカフェを開催し、認知症への理解を深める活動を行っております。 

 そのようなことから、今後も認知症ケアパスの周知や認知症初期集中支援事業を通して、地域住

民の認知症への理解を深めるとともに、認知症になっても安心して暮らし続けられる地域づくりの

ための取組を推進してまいりますので、御理解、御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 再質問させていただきます。 

 ただいま認知症の取組について、細かく分かりやすく御説明いただきました。 

 私が通っているといいますか、行っている長野の脳神経の病院の先生ともお話ししたんですが、

どうすれば一番いいのだろうかというようなことで話ししたんですが、究極は特別養護老人ホーム
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や認知症対応の施設を多く造って、そこにみんなが入れればいいと。しかし、それは大変困難なこ

とでやはり不可能である。やはりこれからは家庭で過ごす方が多くなるということで、そんなよう

なお話もしたんですが。 

 では、認知症、どこへ相談したらいいか。先ほども、診療所サポート医さんという話もありまし

たが、認知症のことで困ったことがあったらまずは地域包括支援センターへ相談に行くこと。そし

て、早期に認知症サポート医や保健師さん、社会福祉士さんなどと今後どのようにしたらよいか相

談すること。そういうことを広く周知することが大切だと思うんです。そのためにも地域包括支援

センターの役割や活動内容、もっともっと村民に広く知ってもらうことが大変重要になると思いま

す。 

 そこで、ちょっとこれは提案ですが、もっと身近に感じられ、気軽に相談できる場所となるよう、

例えば地域包括支援センター、ちょっと名前が堅苦しい感じなんですが、それを高齢者サポートセ

ンターなどというようなセカンドネーム、分かりやすい名称にすること、そのようなことをちょっ

と提案をいたします。地域包括支援センターについて、どのようにお考えになるか、これを質問し

たいと思います。よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩健康福祉課長。 

○健康福祉課長（黒岩 慎） 

 それでは、再質問にお答えしたいと思います。 

 認知症の方、その家族の方が気軽に相談できるということで地域包括支援センターを高齢者サポ

ートセンターのような名称にしたらどうかという御意見でございます。貴重な御意見をいただきま

してありがとうございます。 

 地域包括支援センターにつきましては、法で定められている機関となっております。名称として

は、なかなか変更することが難しいようには思えます。ただ、認知症については初動での体制が一

番大切ということをお聞きしております。ですので、なるべく初期の段階でそのような相談をして

いただけるような体制づくり、相談窓口にしていきたいと考えておりますのでよろしくお願いした

いと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 認知症は、やはり今、先ほど初めに言いましたがんというようなことと同じように早くに対応す

るということが大変重要だと、また今されておりますので、相談しやすい場所になるようお願いし

たいと思います。 

 それでは、次の質問、同じように高齢者の施策になります。ごみ出し支援と配食サービス事業の
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高齢世帯見守り体制の強化と一元化について質問します。 

 令和６年度高山村高齢者主要施策のきめ細かな生活支援・見守り体制の強化の中で住民税務課が

行っている高山村ふれあい収集事業の80歳以上のみの希望する世帯の高齢者ごみ出し支援、並びに

健康福祉課が行っている介護地域支え合い事業の独り暮らし高齢者及び高齢者世帯のみの世帯を対

象とした夕食用弁当の配食サービスが実施されております。いずれも健康管理や安否確認、見守り

体制の充実を図るとしています。 

 自宅で療養されている方、また足腰不自由で外出がままならない方、買物にも行けない、食事の

支度ができない、灯油タンクなど重いものが持てないなど生活の困り事は各人様々であります、た

くさんあると思います。ごみ出し支援や配食サービスは、高齢者生活支援として大変有意義な事業

と思っています。しかしながら、希望する世帯とあります。せっかくのサービスがあることを知ら

されているのでしょうか。真に必要とする世帯の利用を広めること、そして、ごみ収集や配食で訪

問される方はできる限り面会していただき、健康状態や安否確認などの報告を徹底し、見守り体制

の強化と一元化を図ることを要望します。 

 そこで、以下の質問をします。 

 真に必要とする世帯を見落としていないか。その周知方法と勧誘状況についてお聞かせください。 

 ２つ目、健康状態や安否確認の報告状況やその対応などはどのようにされているか、お聞かせく

ださい。 

 ３つ目、高齢者施策事業なので、所管課を超えた見守り体制の一元化が図れないか。例えば、地

域包括支援センターに一元化し、情報把握と対応を担うようにしたらどうか。 

 ４番目、障がい者世帯へのごみ出し支援と配食サービスの拡大はできないか。 

 以上、質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩健康福祉課長。 

○健康福祉課長（黒岩 慎） 

 ごみ出し支援事業と配食サービス事業の高齢世帯見守り体制の強化と一元化についてお答えいた

します。 

 高齢者のごみ出し支援事業につきましては、高齢や障がい等により、家庭から出るごみを自らご

みステーションへ搬出することが困難な世帯を対象に、毎週１回、安否確認の声がけを行いながら、

自宅の玄関先等で個別にごみを収集し、衛生的な環境の維持と見守り体制の充実を目的に、令和３

年度に事業を開始いたしました。 

 この事業を開始してから３年が経過いたしますが、本年５月末日時点での利用世帯数は９世帯で、

このうち６世帯が高齢者のみの世帯で、残り３世帯は障がい者のいる世帯となっております。 

 一方、配食サービス事業につきましては、独り暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に属する高齢者
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に対し、栄養バランスの取れた食事を届けることで健康管理を支援し、福祉の向上を図るため、平

成12年度からサービスを提供しております。 

 近年における利用実績は、令和３年度が20人で、令和４年度は22人、令和５年度は32人で高齢化

の進展とともに年々増加傾向にあります。 

 そこで、まず初めに、サービスを必要とする世帯の見落としやその周知と勧誘状況についてのお

尋ねでございますが、高齢者のごみ出し支援事業につきましては、民生委員さんの御協力をいただ

き、担当する地域の80歳以上の高齢者のみの世帯と障がい者のいる世帯を対象に、ごみをステーシ

ョンまで搬出することが困難なお宅を抽出し、対応させていただいております。 

 一方、配食サービス事業の利用者につきましては、福祉係を始め、地域包括支援センター及び居

宅介護支援事業所等が相談窓口となって、サービスを利用しようとする方の健康状態や世帯の状況

等を確認し、自立した生活が送れるかを家族と相談し、支援することとしております。 

 なお、制度の周知等につきましては、民生委員さんやケアマネ連絡会、村ホームページ等を通じ

て行っており、見落としがないよう対応してまいりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、健康状態など安否確認の報告内容やその対応についての状況についてでございますが、高

齢者のごみ出し支援事業につきましては、毎回、収集の委託先であります須高広域シルバー人材セ

ンターの担当者から確認結果を記した業務日誌の提供を受け、緊急性があると判断される事案につ

いては、福祉係や地域包括支援センター等へ連絡し、状況の把握に努めております。 

 一方、配食サービス事業につきましては、委託業者が夕食を配達する際、お弁当を直接利用者に

渡すことで安否確認を行うこととしております。また、配達時間に留守の場合は、玄関先に置いて

ある箱の中にお弁当を入れ、翌日の配達時に空のお弁当を回収することで安否確認をすることとし

ております。さらに、配達時に、健康状態に異常を感じたり、安否確認できないときは、委託業者

から福祉係に連絡をいただき、あらかじめ指定されている家族等への緊急連絡先へ連絡することと

しております。 

 次に、所管課を超えた見守り体制の一元化についてでございますが、独り暮らし高齢者や高齢者

世帯への見守り体制の所管課につきましては、福祉係が担当部署となっており、これら対象となる

高齢者世帯の一覧表を整備するとともに対象世帯を把握し、その中から民生委員さんの御協力をい

ただいて、訪問を希望される高齢者世帯に対し、訪問する際に安否確認を行っております。 

 また、住民税務課が行っているごみ出し支援事業のほか、高山分署が行う高齢者宅防火訪問（防

火診断）での異常や、独り暮らし高齢者が救急搬送となった場合は、福祉係に連絡をしていただき、

その情報をご家族や民生委員さんに情報提供するなどして、見守り体制の一元化を図っております

ので、よろしくお願いいたします。 

 次に、障がい者世帯へのごみ出し支援事業と配食サービス事業の拡大についてでありますが、ご

み出し支援事業につきましては、高齢世帯のほか、体が不自由な方及び視覚機能障害の１級または
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２級の障害者手帳をお持ちの方がおられる世帯で、親族や御近所の方等の協力を得ることが困難な

世帯も対象としております。また、他の障がいをお持ちの方の場合であっても、支援が必要と思わ

れる世帯につきましては、状況等を勘案した上で同様の取扱いをさせていただいております。 

 また、配食サービス事業につきましては、65歳以上の高齢者等の世帯を対象としておりますが、

過去に障がい者世帯に対し虚弱な状態になってしまった方を対象とした特例もあることなどから、

今後障がい者世帯への配食サービス事業の拡大につきましては、検討してまいりたいと考えており

ます。 

 したがいまして、ごみ出し支援事業や配食サービス事業、高齢者宅訪問などの見守り活動を通し

て得られた緊急事態の情報につきましては、健康福祉課において一元化することで、見守りが強化

できる体制を今後も整えてまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようよろしくお願い

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 高齢者施策と障がい者施策は、それぞれ大変大きな経費をかけ、拡大する中できめ細かなサービ

スに御努力されていることを理解しております。見て、気づいて、守ると、そのような見守り体制

の一層の充実が図られるよう希望します。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 質問事項３、中学部活動地域移行への準備状況についてであります。 

 県教育委員会は、中学校の運動部、文化部、全ての部活動を対象に休日の活動を2026年度末まで

に完全移行する方針を示しています。運動部活動を地域のスポーツクラブや民間事業へ委ねる地域

移行は、2023年から2025年度完全移行に向けた改革推進期間と位置づけ、県内では61市町村が推進

協議会を設置し、協議を進めているとしています。 

 この目的は、生徒数の減少で、生徒が希望する部活動ができないことへの対応と、教職員の負担

軽減、働き方改革としていることから、早期に体制づくりを始めるべきではないでしょうか。 

 本村の地域部活動においては、スポーツ少年団や体育協会、文化協会など地域一体となっての連

携と協働が必要になることは当然であります。 

 中学校部活動の地域移行の取組については、令和４年９月議会と昨年、令和５年９月議会の一般

質問で多くの課題について質問しています。既存組織との連携や新たな組織の整備、人材や財源の

確保など、山積課題を１つずつクリアしていきたいと御答弁されております。また、協議会の開催

状況や検討内容の公開を要望してきましたが、発信はほとんどされていないと思いますので、今回

もまた同様の質問をします。 

 １番目、村の協議会開催状況と協議内容及び地域クラブへの移行スケジュール策定の状況につい
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てお聞かせください。 

 次に、近隣の須高地域の須坂市、小布施町の協議会との情報交換や連携状況についてお聞かせく

ださい。 

 ３番目、少し具体的に踏み込んで質問をしますが、村教育委員会に調整役、推進役ともなるコー

ディネーターを配置して協議を進めていく、また、教育委員会が部活動の受皿となる地域クラブの

運営主体になる構想はあるのか、お聞きしたいと思います。 

 以上、答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 中学部活動地域移行への準備状況についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、令和８年度末をめどに、休日の部活動を地域移行するとともに、平日の指導

についても可能な限り地域移行への方針を示しております。 

 このような方針が示される中、本村での一番の課題として、少子化の影響等により近年どの部活

動も人数が減少してきており、単独チームで編成できるのか、他の市町村と合同チームを編成しな

ければならないか、さらには、次年度以降の活動の在り方のめどが立たないといった問題もござい

ます。 

 一方で、本村のスポーツ少年団の活動を見ますと、加入する子どもが減少しており、中学生のス

ポーツ・文化活動の課題は部活動だけにとどまらず、小学生を含めた大変深刻な問題として捉えて

おります。 

 そうした中で、本村における中学校の部活動の状況についてでありますが、女子バレーボール部

及び男女バスケットボール部の３つの部活動では、既に地域の皆様に指導協力していただき活動を

行っておりますので、この３つの部活動は、実質、地域化しているものと思っております。 

 さらに、このうちの女子バスケットボール部におきましては、須坂東中学校と合同練習を始め、

連合チームを組んで試合に出場するなどしております。 

 また、サッカー部におきましては、信濃小中学校や飯綱中学校及び本年度より常盤中学校を加え

た３校と連合して学校枠で大会に出場する予定となっており、指導者は地域の方が中心となって活

動しておりますので、サッカー部につきましても、実質地域化しているものと考えております。 

 このほか、卓球、吹奏楽、美術部につきましては、今後、地域化を進めていかなければいけない

ものと考えておりますが、本村のような小さな自治体で競技等、経験のある指導者を確保する難し

さのほかに、大変複雑で困難な課題も多くあると感じております。 

 そこで、協議会の開催状況とその内容、また地域クラブの移行スケジュールについてのお尋ねで

ありますが、昨年11月に、高山村中学生スポーツ・文化活動運営委員会を開催し、活動の状況を確



 

－35－ 

認するとともに、課題を共有しながら意見交換を行っております。 

 特に、地域移行に向けましては、指導者になってもらえそうな方の情報を寄せていただくよう、

関係の皆様にお願いをしたところでございます。 

 また、年度末にかけて教育委員会事務局と、それぞれの部活動を担当する先生方と個別に懇談を

行い、現状を把握させていただきました。 

 さらに、去る５月の連休明けには、高山村中学生スポーツ・文化活動運営委員会の小委員会を開

催し、それぞれの部活やスポーツ少年団への１年生の加入状況と課題について協議を行い、今後は、

各スポーツ・文化活動の責任者や指導者などと協議を重ね、それぞれの団体の要望をお聞きしなが

ら地域移行に向けてさらに進めてまいりたいと考えております。 

 次に、近隣の須坂市、小布施町の協議会との情報交換や連携についてでありますが、部活動の地

域移行につきましては、県教育委員会や市町村教育委員会連絡協議会など、様々な団体が主催する

会議や研修の場を通して、各自治体の状況や課題などについて協議を行ってきております。 

 また、近隣の須坂市・小布施町との連携では、須高市町村教育委員会研究協議会の場や、県教育

委員会と須高３市町村の教育長連絡会などを通して情報共有を行って、状況の把握に努めておりま

す。 

 そうした中で、それぞれ３市町村でのスポーツ団体の現状や設立の経緯、また市町村ごとに行わ

れている補助金や報酬等にも違いがあることなどから、連携の難しさも感じるところでありますが、

３市町村ともに少子化の影響から連携の必要性を強く感じているところでもありますことから、今

後は、各スポーツ団体も含めた連携を模索してまいりたいと考えておりますのでよろしくお願いを

いたします。 

 次に、コーディネーターを配置して協議を進めることについてでありますが、現在、県内では17

の市町村に18名のコーディネーターが配置されており、各自治体独自の課題の調整を行っておられ

ます。 

 特に地域移行した後には、それぞれのクラブや部活動に対しての支援を行う上でもコーディネー

ターの役割は大変大きなものがあると思っております。 

 このようなことから、本村での課題とコーディネーターの果たす役割を整理した上で、導入の有

無について検討してまいりたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 再質問させていただきます。 

 ３番目の質問で、運営主体ということを、ちょっと御答弁なかったかと思うんですが、それまた

後でお聞かせいただければと思うんですが。 
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 私は、この地域移行、時々新聞紙上、それから須高の地元新聞でも取り上げられております。そ

れで、各自治体といいますか、非常に自治体の取組に温度差を感じるわけなんですが、あまり他の

市町村と比較というか、そういうことはしたくはないんですが、同じ須高地域内で一例を申し上げ

ますと、須坂市、小布施町とも協議会の議事録は公開されているわけなんですね。 

 須坂市は、地域移行の執行している陸上競技の地域クラブが本年度から活動開始して、小布施町

からも子どもたちが参加している。 

 それから、先ほどお話しありましたバスケットボールですか、それは東中学と高山中学が合同の

練習をしたりしていると、そういうことも議事録には出ております。 

 小布施中学の部活動は、11ある部活動のうち今年度から運動系８クラブの地域移行が本格スター

トしまして、まずはできることから始める、他の自治体の事例待ちの取組ではなく、いち早く持続

可能な体制をつくるとして動き出しておられます。そして、地域クラブガイドラインや地域クラブ

運営規則と規約、地域クラブ会費規定、それから指導者規定、指導者登録書など作成し、運用を開

始しています。それから、コーディネーターの配置や指導者報酬など必要として、本年度当初予算

にも反映させているとあります。 

 須坂市も小布施町も教育委員会が地域クラブの運営主体となることを決めています。どちらも須

高市町村、須坂市、小布施町、高山村の生徒を受け入れる体制となっています。やはり須高地域の

生徒に同じように活動の場を広げてあげたい、そのように思います。 

 小布施町モデルをまねなくてもいいんですが、参考にしたらどうでしょうか。先進地、長野県の

先進地と言われている、地域クラブ移行の先進地と言われている千曲市、坂城町。小布施町は、そ

れに倣って本年度から本格スタート。非常に早い動きをしているかと思います。 

 やっぱり本村も実情に合った高山村モデルをつくるために、早期に協議をし、本格協議を進めて

いただきたい、そのように思います。再答弁をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 再質問にお答えしたいと思います。 

 最初に、運営主体はどこにあるかというようなことでありますけれども、コーディネーターにつ

いてはどのようにしていくかというようなことを今後、考えていく必要があるかというふうに思っ

ておりますが、運営主体は教育委員会にあるかなというふうに思っております。 

 それから、スケジュールに関してですけれども、小布施町を参考にしたらどうかというようなこ

ともお尋ねいただいたと思います。協議をする中で、小布施町についても須坂市についてもいろん

なシステムを参考にさせていただきながら進めていきたいというふうに思っておりますが、当面の

ゴールとしましては、先ほど申しましたように県の方針と同じであります。８年度末までに土日の
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活動を地域移行したい、平日の活動についてもできるだけ地域移行していく、その方向で取り組ん

でいく、そのために様々参考にさせていただきながら、村独自の問題もございます。 

 一番の問題は、どの部も来年度、本当に部がほかと連携できるかできないかということをしなけ

ればいけないのかどうかということも含めて、できれば単独でやれるのがいいわけなんですけれど

も、その状況がなかなか見通せないという部分もあります。そんなことも含めて見ながら、市町村

と連携を図っていきたいというふうに考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────梨本 進議員。 

○４番（梨本 進議員） 

 子どもたち、中学生徒、どんどん１年、卒業していっていくわけですね。そうすると、学校の教

職員の先生方のやはり働き方、その負担軽減ということも急いでしていかなければいけないんじゃ

ないでしょうか。須高３市町村が、子どもたちが大きく行動を広げていける可能性を早くつくって

あげる、いい環境をつくってあげるということを思っていただいて、協議を本当に早く進めていた

だきたいと思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で梨本 進議員の質問を終わります。 

 しばらく休憩します。 

 これより本休憩とします。会議は午後１時に再開します。 

午前11時53分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後１時00分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────５番 沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 それでは、通告に従い３つの質問をいたします。 

 最初に、子育て世帯支援策の一環として、奨学金返済期間における返還支援について質問します。 

 現在、村で行っている無利子の奨学金制度は子育て支援において非常によい制度だと思います。

例えば、自宅外通学で私立の大学に通う場合の貸与額が、最大で月額５万円です。４年間で合計

240万円になります。返済は、奨学金を受けた期間の３倍の期間内で返せばよいので12年間になり

ます。しかし、卒業後の返済がなかなか大変であるという話をよく聞きます。 
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 そこで、例えば、卒業後、都会で就職しても返済期間中にＵターンし、村に戻って定住し、生活

すれば、返済金額の何割かを支援するという子育て支援策が取れないでしょうか。また、調べたと

ころ、総務省で奨学金を活用した大学生などの地方定住促進の特別交付税措置が該当すると思いま

す。 

 そこで、高山村は生まれてから成人になるまで子育て支援がしっかりした村になるのではないか

と思い、以下の質問をします。 

 １番目、総務省は平成27年度より、奨学金を活用した大学生などの地方定着の促進を実施し、日

本学生支援機構や地方公共団体から借り入れた奨学金の返還支援に地方公共団体が要した経費につ

いては、特別交付税措置の対象としています。その内容は、若者層の人口が流出超過の都道府県及

びその区域内の市町村の場合は対象経費に0.5を、流入超過の都道府県及びその区域内の市町村の

場合は対象経費に0.3をそれぞれ乗じた額を特別交付税措置するものとあり、本村は0.5に当たるの

ではないかと思います。また、令和４年度から、流入超過の都道府県にあっても、過疎・離島など、

条件不利地域を含む市町村については、人口減少が著しい地域であることや、不利な地理的条件に

置かれている地域であることを踏まえ、措置率を0.3から0.5に引き上げる拡充を実施しています。

このように国も政策をいかに地方自治体の人口流出を防ごうとしているかが分かると思います。 

 結果、市町村における奨学金返還支援に係る市町村の負担額、基金の設置は不要と書いてありま

すが、及び広報経費に対して特別交付税措置があり、対象者の要件は、大学・高校などを卒業後に

当該地域に居住することとあります。 

 また、令和４年度の実施自治体数36都道府県615市町村です。長野県77市町村のうち半数越えの

40市町村で実施しております。本村においても特別交付税措置が該当するのではと思います。いか

がでしょうか。 

 ２つ目に、先日、民間組織、人口戦略会議が発表した消滅する可能性のある自治体の公表があり

ました。これは2020年に比べ2050年には20から30代女性が半分以下になる市町村を公表したもので、

10年前、本村は入っていませんでした。今回は残念ながら入ってしまいました。総人口6,617人が

3,953人に、20から30代女性は448人より181人と59.6％下がると公表されました。 

 私個人としましては、消滅する可能性がある自治体という言葉に憤りを感じ、非常に気分を悪く

させられております。 

 しかし、人口戦略会議がこのように表現するのは、該当する市町村にいかに危機感をあおろうと

しているのかと思います。実際、県内58町村のうち24町村が該当しています。新聞記事で県市長会

である花岡東御市長は、「各自治体がそれぞれの魅力づくりの最善の努力をすべきだ」と書かれて

いました。日本全体で人口減少が続いていますが、各自治体でやるべき対策を打っていくことが大

切であると訴えていると思います。本村において、この奨学金返済支援は、改善策の一つに当たる

のではないかと思います。いかがでしょうか。 
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 ３番目、子どもが少ないとよく言われますが、一般家庭で子どもを何人も産まないというのは、

将来の教育費にお金がかかるからという理由がかなりのウエートを占めているのではないかと推測

されます。本年度より小中学校の給食費が無料化になり、また、昨年度より乳幼児のおむつ補助制

度も大変喜ばれております。 

 そこで、この奨学金返済支援を取り入れることにより、子どもが生まれてから成人になるまで、

将来にわたって子育て支援策がしっかりしている村として、今後、高山村をＰＲしてはいかがでし

ょうか。 

 以上、質問いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 子育て世帯支援策の一環として、奨学金返済期間における返還支援についてお答えいたします。 

 現在、本村では無利子による貸与型の奨学金制度を設けており、それぞれの区分に応じて月額１

万円から５万円の範囲で貸付けを行っており、県内でも本村のように無利子で行っている自治体が

多く見受けられます。 

 また、県内で奨学金の返済に対する支援制度を導入している自治体では、それぞれ市町村の実情

に応じて支援の目的や内容が様々であります。 

 そこで、まず初めに、本村が特別交付税措置に該当するかどうかについてのお尋ねでありますが、

国では、若者の地方への定着を促すため、地方公共団体が奨学金の返済支援に要した経費を特別交

付税措置の対象としており、議員お話しのとおりその措置率は20歳から24歳までの若年層の人口流

入が超過の場合は0.3で、本村のように20歳から24歳までの若年層の人口流出が超過している場合

は、0.5の措置率となっておりますことから、仮に奨学金返済支援制度を導入した場合は、本村も

特別交付税措置が受けられるものと認識しております。 

 次に、奨学金返済支援をすることにより消滅の可能性のある自治体の改善策の一つになるのでは

ないかとの御提言でありますが、人口戦略会議が４月24日に発表した消滅の可能性がある自治体に

本村も入っており、将来の人口減少が懸念されるところでございます。 

 この奨学金の返済支援を導入することによって、高山村で育った子どもたちが大学等で学び、再

び高山村へ戻ったり、高山村出身でない若者が高山村へ移住する一つのきっかけになるなど、人口

減少に少しでも歯止めがかかるよう、奨学金返済支援の必要性は感じておりますが、村に住む期間

や生活の実体があること、また転入転居が会社の転勤など本人の意図しない場合もあることなどの

課題も多いことから、課題を整理した上で慎重に検討してまいりたいと考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 次に、子育て支援策のＰＲを進めることについての御提言でありますが、村では、子育て支援策
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をまとめた「高山村子育てパンフレット」を作成し、妊娠、出産から高校生までの子育て支援や奨

学金制度についても掲載するなど、本年度は冊子に見出しをつけるなど分かりやすく内容を改定す

るなど、充実を図ってまいりました。 

 また、移住先を探している方など村外の方が目にする機会として、定住支援室や村内の移住相談

場所などにもこのパンフレットを置くほか、ホームページにも掲載し、広く本村の子育て支援策を

ＰＲしております。 

 このようなことから、今後も本村の多様できめ細かな子育て支援策が移住定住の促進につながる

よう各課を横断して、さらなるＰＲに努めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再質問いたします。 

 今、１番目の答弁で特別交付税0.5該当するということなんで、じゃ、本村は該当するというこ

とでいいということなんで、これはこれだけ特別交付税0.5あるのに何が難しいのかなと私は思っ

ております。 

 それと、何で0.5、これは受けられるわけですから本村とすれば0.5の負担でいいと、逆に言えば

0.5の負担でいいということかと思います。 

 また、生活の実態があることとか、何か転勤云々かんぬんというちょっとお言葉がありましたが、

今の特別交付税措置は大学を卒業して、戻ってくれればいいよというこういう制度でございます。

そうすると、それが受けられるということは、村内に戻ってくれればいいよと、村内に戻って生活

すれば、それが対象になるというような形ではないかと思いますが、その辺が、ちょっと説明がよ

く私には理解できませんので、その辺の説明を分かりやすくしていただきたい。 

 それと、やはり先ほども言っていますが、やっぱり高山村は生まれてから成人になるまでしっか

りしているよと、支援策が。やっぱりそういう総合的なことが私はいいのかなと思っております。

今の卒業生は、奨学金を借りて、今、該当する方が、償還中の方は47名と前回の答弁で私は聞いて

おります。それでそういった方がだんだん年々減っていくのかなと。やはりそういった支援策とい

うのはタイミングというのがあるかと思うんですよね。だんだんこれから１クラスどうかというよ

うな、小学校に入るのも１クラスあるかどうかみたいな、２クラスは難しいみたいな話になって、

だんだんそういう少子化が進んでいく中で、今現在は、償還中の方は47名と聞いていますので、や

っぱりそういった方を対象にして、早く本村に戻ってきてもらって、やはりそのうちの何割かが高

山村で生活してもらうというようなことを早めに、そういう早めの政策が必要ではないかと思いま

す。 

 以上、ちょっと再質問いたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 再質問にお答えをしたいと思います。 

 まず最初に、なぜ0.5の措置率、交付税措置があるのにできないのかというような内容だという

ふうに思っております。 

 先ほど、奨学金返還支援制度の導入に係る課題について触れさせていただきましたが、住民登録

があるけれども生活実態のない方もいらっしゃると。これは導入している市町村などに聞くと、確

かにそんな問題もあるというようなこともお聞きしております。転居等の場合がありますので、こ

れを毎年申請する煩雑さもありますし、またその転居理由が、先ほど申しましたように本人の意図

としない転居である場合などもあるかというふうに思っています。 

 制度の課題として、子育て支援のように今の子どもたちがいる家庭ですとか、ほかの課の支援も

そうだというふうに思いますけれども、それが全員ではなく一部になる場合、公金の運用として公

平性に問題がないようにしなければいけないというふうには思っております。 

 したがいまして、これについては十分検討していく必要が生じているのかなというふうに思って

おります。 

 一方で、議員が先ほど来述べられておりますように、移住定住策は非常に大事な問題であるとい

うふうにも認識しております。移住定住室や住民課など、今のような課題も含めて課を横断した議

論が必要であると思っており、その可否については慎重に今後検討してまいりたいというふうに思

っているところであります。 

 この定住支援策と、それから子育て支援策がちょっとごっちゃになっていけないんですけれども、

高山村に異動して来られる先生方からは、今までにも高山村は子育て支援が厚いねとか、ほかにな

いものが多いね、そんな言葉を多数お聞きすることがあります。村民の皆様には大変分かりにくい

ところもあり、それに対してこのＰＲということもあるのかなというふうに思いますけれども、子

育て支援策を実感してもらえることが大事なんだろうなというふうに思っています。実感してもら

えるよう、分かりやすく伝えるように工夫していきたいなというふうに思っておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 再々質問します。 

 何回も言うように、村に戻ってくれれば、返済期間中に村に戻ってきて生活していれば、その返
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済金額に応じて支援すればいいんではないかと私は言っているつもりなんです。ですから、村にい

なかったら、それは支援できません。だから、村にいることが条件です。返済期間中村にいて、そ

のうちの何割か支援してあげましょうということで、私は提案しているわけなんで、その辺が何か

考えがちょっと違うのかなと。私が思っているのはいかがか。 

 それと、公金の公平性というお言葉をおっしゃいましたが、公平というのはみんなに与えられた

チャンスを平等に与えることかと思います。ですから、村に戻ってくる、来ない、それは個人の自

由でございますので、村に戻ってこなければ支援はできません。ただ、村に戻ってくれば支援でき

ます。それを選ぶのはその方ですから、別に公平性の担保というのは、公平というのはその方が選

ぶわけですから、公平のチャンスは与えているわけですから、何か公平の、公金の公平性が保てな

いというのは、ちょっと違うのかなと私は思いますが、いかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────澁谷教育長。 

○教育長（澁谷茂夫） 

 先ほどもお話をさせていただきましたが、移住定住に関わることは大変重要な課題であるという

ふうに思っております。その上で、移住定住を図る上で、子育て支援策のＰＲに関わることについ

てお話をさせていただいたというふうに思っております。 

 戻ってくることで全員というような形なのかなというふうに、今お聞きしていて思いました。先

ほど来お話をしているように、実は戻ってくる、戻ってこない、高山村に住所がある、住所がない

というようなことが本人の意図とする場合としない場合もあるわけでありまして、例えば、毎年こ

れ申請を行うというようなことも必要になってくるのかなというふうに思います。いろんな市町村

のお話をお聞きしていますと。そのような場合に、１年目、２年目は受けられたんだけれども、３

年目は会社に異動を命じられて、村から住所を外さなければいけない、そうするともうそこで支援

は切れてしまうんだ。そういったことについて、非常に課題もあるんではないかなというふうにも

思っています。そういったものも整頓して、私、これ、何ていうんですかね、これについては非常

に厳しいということではなく、非常に大事な問題であり、そういったことについて各課をまたいで、

これは移住定住室もありますし、それから住民課もあると思います。そんな議論が必要なんではな

いかなというふうに思っておりまして、よろしくお願いしたいというふうに思います。 

 以上であります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 議長、再々々でもあれですか。 

 分かりました。 
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 ちょっと私も何かお言葉で納得いかない御答弁だなという気がしてしようがないです。0.5の特

別交付税措置があるので、何かこう受け入れて、私も何人かそういう話をしたら、沖島さん、それ

はすごいいい制度だねということで、もう皆さん、そうやっておっしゃっていますので、息子もそ

ういうことをやってもらえば村へ帰ってくるかなあなんて言って、希望の星が見えるのかなと私は

思っておりますし、また特別交付税措置もあるので、ぜひ検討して、導入していただければと思っ

ております。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 フクイハラコンポの存続に向けて、自前で牛ふんを調達してはどうかについて質問します。 

 昭和57年、全国に先駆けて取り組んだ「環境保全型農業推進の村」としてうたった１つに、「資

源の再利用、農地に還元」としてフクイハラコンポがあります。しかしながら、現在、原料の１つ

である家畜（牛）ふんの減少により、フクイハラコンポの供給量が非常に少なくなっております。

ならば、村で新たに牧場を造り、自前で畜産農家を育てていくしかないと思います。また、新たに

畜産業を行うことにより、新たな雇用促進策にもなると思います。環境に優しく、ＳＤＧｓを実践

している村として自負と誇りを持って取り組んではいかがでしょうか。 

 ついては、以下の質問をします。 

 １、直近の牛ふんの搬入実績はいかほどでしょうか。 

 ２、平成23年度のフクイハラコンポの製造量715ｔが、令和４年度は７割減となる226ｔとありま

すが、直近はいかほどでしょうか。 

 ３番目、地力増進施設は多額の費用を使って整備完了しました。しかし、牛ふんがなくては供給

体制が追いつきません。ついては、地力増進施設がある福井原に牧場を造るのが効率的にも非常に

よいと思います。いかがでしょうか。 

 また、次期の県営中山間地域農業農村整備事業に、ＪＡほか民間の酪農関係企業、畜産関係大学

など様々な方々と協力し合い、新しい畜産整備事業として捉えることができないでしょうか。また、

畜産業という新たな雇用機会も生まれると思いますが、いかがでしょうか。 

 ４番目、フクイハラコンポを増産して、本村の果樹、野菜栽培等にこれまで以上に積極的に利用

してもらい、環境保全型農業推進の村として取り組んで、確固たる地位を確保していくのはいかが

でしょうか。 

 以上、質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 

○産業振興課長（山㟢隆広） 

 フクイハラコンポの存続についてお答えいたします。 

 村では、活力ある農業で果樹の一大産地づくりを目指し、昭和55年度から63年度にかけて新農業
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構造改善事業に着手しました。 

 この事業の一環として昭和56年に、有機質の確保と豊かな土づくりのため、地力増進施設を整備

し、翌昭和57年からは、村内の家庭や事業所から排出される生ごみのほか、家畜ふんや廃おがくず

を再利用して、良質な堆肥を製造し、村内農地に還元する資源循環型農業の根幹をなす施設として

稼働いたしました。 

 この施設稼働から17年が経過した平成10年には、施設の老朽化に伴い処理能力が低下し、生ごみ

等の有機性廃棄物の処理が困難となったことから、新たに農業生産体制強化総合推進対策事業によ

り発酵プラントを増設し、有機性廃棄物の安定的な受入れと、堆肥の安定供給に努めてまいりまし

た。 

 その後、令和２年度からは県営中山間総合整備事業により、経年劣化等の影響で、堆肥の保管に

支障を来していた製品保管庫等を改築し、昨年５月に竣工したところであります。 

 そこで、まず初めに、直近における牛ふんの搬入実績についてのお尋ねでありますが、令和５年

度における家畜ふんの搬入量は733ｔで、ここ20年間のうちピークであった平成24年度の1,863ｔと

比較して1,130ｔ、60.7％も減少してきております。 

 この主な要因としましては、農家の高齢化や乳価の低迷、飼料の高騰などにより、村内で飼養さ

れる牛が減少したことによるもので、平成24年度に278頭飼養されていたものが、令和５年度では

151頭にまで減少してきております。 

 次に、フクイハラコンポの製造量のお尋ねでありますが、平成23年度の製造量は715ｔでありま

したが、先ほど申し上げましたとおり、原材料の減少に伴い、令和５年度では224ｔと３分の１程

度まで減少してきております。 

 次に、新たな畜産事業への取組についてのお尋ねでありますが、福井原地区に新たな牧場を整備

するためには、近年、醸造用ぶどうの栽培農家の増加等により、用地の確保が困難であることに加

え、臭気の問題や地域住民との合意形成、さらには飼育頭数の検討や従事者の確保など、多くの課

題がありますことから、関係する皆様の御意見をお聞きする中で、方向性も含めて慎重に検討する

必要があるものと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、フクイハラコンポの増産と環境保全型農業推進の村についてのお尋ねでありますが、フク

イハラコンポにつきましては、農家の皆様から大変高い評価をいただいておりますが、原材料の減

少とともに需要に見合った供給ができていない状況が続いておりますことから、村といたしまして

は、製造量の確保に向けて、県やＪＡなどの関係機関等と検討を進めるとともに、今後も資源循環

型農業の実践による自然と人に優しい村づくりを推進してまいりたいと考えておりますので、御理

解賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 
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○５番（沖島祥介議員） 

 再質問します。 

 今の直近の令和５年度のフクイハラコンポの生産量は224ｔということで、３分の１になったと

いうようなお話。あと、牛ふんの搬入実績も60％の減と聞いております。 

 じゃ、今後どうするのか、今後牛ふん等、それはどういう手を打っていくのかということをお尋

ねしたい。外からの供給がなかなか難しいからこういう提案をしているわけですが、じゃ、実際こ

れからフクイハラコンポがこのままでいいのか、このまま減少していくのか、その辺をお伺いした

い。お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 

○産業振興課長（山㟢隆広） 

 再質問にお答えをいたします。 

 先ほども私申し上げましたとおり、需要に見合った供給ができていないということに関しまして

は、村でもそのように認識をしております。 

 しかしながら、この施設自体は、村の中で出る有機性廃棄物を堆肥化して、村内の農地に還元す

るというのがそもそもの目標でございまして、これはそもそも論になりますけれども、廃棄物を増

やして堆肥を製造する量を増やすことが本来必要なのかどうかという根本の議論もすべきではない

かなというふうに思っております。 

 しかしながら、大変好評をいただいている堆肥でありますので、今、関係機関といろいろ協議を

実際に進めておる部分もございます。何とか量を少し確保して、少しでも多くの方に御利用いただ

けるように努めてまいりたいと思っておりますし、そのような協議も現在進めておりますので、そ

の点は御理解をいただきたいというふうに思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 じゃ、ちょっと再々質問をしますが、先日、新聞記事に、長野県食肉公社が松本市島内で運営す

る食肉処理施設の移転をめぐって新施設でも事業主体になるというような記事がありました。そん

なような形で長野県食肉公社も農家の減少に伴い安定した受入先を探しているんじゃないかなと、

そんなような形もありますので、いろいろな意味でそういったところと協力して、何とか自前なり、

そんな形でできないのかなと思っておりますが、そういった考えについてはいかがでございましょ

うか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 
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○産業振興課長（山㟢隆広） 

 ありがとうございます。再々質問にお答えをいたします。 

 原料の確保につきましては、先ほども申し上げておりますけれども、どんなようなやり方が一番

いいのかなというのは、大変苦慮しているところでございます。 

 また、これ先ほど来申し上げておりますとおり、村内で発生した有機性廃棄物を村内の農地に還

元するという、根本的な考えもございますので、それが例えば、村外から受け入れるということが

そもそもどうなのか、その辺の基本的な議論も必要だというふうに思っております。この場でなか

なかはっきりと申し上げられない部分があって大変恐縮でありますけれども、今、そういった可能

性も含めて関係機関と協議を進めておりますので、これからもまた議員の皆さんには情報提供しな

がら、何とかフクイハラコンポの存続に向けて努力はしてまいりたいと思っておりますのでお願い

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 それでは、３番目の質問に入ります。 

 マイナンバーカード活用についてお尋ねします。 

 マイナンバーカードのメリットとして、行政の効率化を資するとともに、取得された方への行政

サービスの利便性の向上を図ることが本来の重要な目的とありますが、今現在、コンビニ交付サー

ビス以外、目立った動きがあまりないように感じます。どのような政策の上で進めているのか、以

下質問いたします。 

 １番目、今現在、本村におけるマイナンバーカード取得率は何％でしょうか。 

 ２番目、行政の効率化に対しては、どのようなことが挙げられますでしょうか。 

 ３番目、令和４年議会の私の一般質問の住民税務課長の答弁において、「ＤＸ推進計画を策定し、

市町村へのオンラインシステム接続の必須条件として子育て、介護関係26の手続のほか、図書カー

ドなど身近な生活に利用できる事柄、その他優先的にオンライン化を進める17の手続について、利

用を希望される方々に早く使用いただけるよう努めてまいりたい」と答弁されておりました。実現

できているものを挙げていただければと思います。 

 ４番目、私はマイナンバーカードを１枚持てば、本村のあらゆるサービスが受けられる利便性の

あるものを望んでおりますが、今後どのような政策の実現から進めていくのか、優先順位をつけて

教えてください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 
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 マイナンバーカードの活用についてお答えいたします。 

 国が推進しているマイナンバーカードは、デジタル田園都市国家構想の実現に向けた社会基盤の

最も重要なものと位置づけ、マイナポイントの交付を始めとする様々な特典を設け、その普及に向

けて地方自治体も施策を進めてきたところであります。 

 そうした中で、本村におきましては、令和４年度に全庁を挙げてマイナンバーカードの普及に取

り組み、地域へ出張して申請窓口を開設したほか、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種会場

において臨時申請窓口を開設するなどして、普及拡大に努めてまいりました。 

 そこで、まず初めに、本村におけるマイナンバーカードの取得率についてでございますが、令和

６年３月末日時点で総務省が公表いたしましたマイナンバーカードの保有状況を見ますと、本村で

は5,087枚で、人口に占める割合は76.5％で、長野県民の保有割合の71.7％を4.8ポイント上回ると

ともに、県内77市町村のうち７番目に多い保有状況となっています。 

 次に、行政の効率化に対する効果についてのお尋ねでございますが、行政の業務において主要と

なるものは各種補助制度の交付事務で、これまで申請者が紙の申請書を作成し、提出していただき、

村はその申請内容に基づきデータ化し、審査や交付業務を行っておりますが、その際、申請者にと

りましては、申請書の作成に要する時間であったり、職員はデータ入力に要する時間や申請書の保

管誤りといったリスクなども懸念されておりました。 

 こうした課題等を解決する手段とし、行政手続のオンライン化が進められており、このオンライ

ン化が実現しますと、村民の皆様には役場に来なくとも手続を行えることや、村ではデータ化の手

間が省けることなどから、行政手続のオンライン化が進むことにより、行政の効率化につながるも

のと考えております。 

 次に、行政手続のオンライン化の実現状況についてでございますが、村では、原則全自治体で実

施が必須とされているマイナポータルからマイナンバーカードを使って行う子育てや介護などの26

の手続に関するオンライン化を進めるため、令和４年度中にシステム改修を終了し、既にオンライ

ンによる申請の手続を行っております。 

 また、地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続とされている図書及び施設の貸出

し予約等につきましては、ＤＸ推進計画の中で実現化を目指してきましたが、導入費用やランニン

グコスト等が高額であることなどから、いまだ実施には至っていない状況であります。 

 そのような中で、本年４月からは、母子手帳や子育て情報機能を搭載した子育て応援アプリ「た

かモ」の利用を開始いたしましたほか、年度内には保育園の登園システムを導入し、園児が欠席す

る際に保護者が電話をすることなくオンラインで連絡できるシステムを構築することとしており、

今後とも緊急性や費用対効果等も研究しながら、順次オンライン化を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、今後の政策の実現とその優先順位についてのお尋ねでございますが、先ほども申し上げま
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したとおり、現在、オンライン化の手続を含めたＤＸ推進計画の策定に向けて全庁的に検討を進め

ているところであり、費用や体制面などの課題がありますことから、現時点において具体的な政策

を申し上げる状況にございませんが、今年度中には村民の皆様に公表できるよう、関連経費も含め

ＤＸ推進計画の策定を進めてまいりたいと考えております。 

 今日の少子高齢化や人口減少の影響等により、今後ますます業務の担い手不足が予想されますこ

とから、これらに対応するためには、業務内容の見直しや業務の簡素化、効率化を図るとともに、

村民の皆様が時間的な制約を受けることなく、スムーズに手続等ができるように改善することが必

要であると考えております。 

 このため、多くの皆様がお持ちのマイナンバーカードを有効活用し、オンラインによって様々な

手続が行える環境整備に努めてまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますようお願いいた

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────沖島祥介議員。 

○５番（沖島祥介議員） 

 １つだけちょっと質問いたします。 

 以前、私、このマイナンバーカードを質問したときに、喬木村が書類を書かないで、マイナンバ

ーカードを持っていけばそれでいいようなシステムが入っていることを御紹介したと思いますけれ

ども、やはり何でもいいんですけれども、一つやっぱりマイナンバーカードを持っている村民が一

番、書類書くのが一番私も面倒かと思うんですよね。だから、まず身近で何か村民が使いやすいカ

ードを１つでも何かそんなようなことを実現してもらえれば、何かマイナンバーカードを作ってよ

かったなとちょっとでも思うのかなと私は思うんですが、その辺はいかがでございましょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 マイナンバーカードにつきまして、村民の皆様の実感できる何か使い方がということで御質問い

ただいたかと思います。ありがとうございます。 

 先ほど申し上げました現在村で進めておりますＤＸ推進計画、この中でやはり村民の皆様の御利

用いただく中で、使ってよかったな、具合がいいなというところは本当に大事にしなければいけな

い観点だというふうに思っております。今後、検討していく中で貴重な御意見として参考にさせて

いただければと思います。どうもありがとうございます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で沖島祥介議員の質問を終わります。 

─────１番 久保田雄吉議員。 
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○１番（久保田雄吉議員） 

 高山村は消滅自治体にあると発表されました。これらの対応について知りたいということで質問

したいと思います。 

 人口減少問題への関心を高めるため、民間組織「人口戦略会議」は４月24日、消滅可能性がある

と分析した744の自治体名を公表しました。この報告書によると高山村も入っており、長野県では

大町市、飯山市、小海町、佐久穂町、立科町、長和町、阿南町、阿智村、平谷村、天龍村、上松町、

南木曽町、王滝村、大桑村、木曽町、生坂村、筑北村、小谷村、坂城町、高山村、山ノ内町、木島

平村、信濃町、小川村、飯綱町、栄村の以上26の市町村が該当しています。長野市に近い長野都市

圏では、須坂市や小布施町は該当していないのに、高山村だけ入っています。 

 私の昨年度の一般質問で、小学校の将来のクラス編成についての質問では、小学校の各学年が１

クラスずつになってしまうという危機的な御答弁でした。 

 そして、今年の３月議会では、高山村の最近５年間の赤ちゃんの出生数について質問しましたが、

令和元年に生まれた赤ちゃんが32人、その次の年の令和２年が20人、令和３年が21人、令和４年が

22人、そして昨年が18人ということでしたが、その18人でもそのうちの３人は里帰り出産だったと

いうことで、現在既にその３人は村外に行ってしまい、高山村に残っているのは15人だということ

を聞いております。このように赤ちゃんが少ないのは、新型コロナウイルスのせいかと思いますが、

このコロナウイルスの感染症より前から減少傾向は続いており、新型コロナウイルスのせいにばか

りすることはできないということだと思います。 

 いずれも私の想像をはるかに超える人口の減少となっていて、この村は将来どうなってしまうの

だろうかと、りんご園で仕事をしている間もいつも考えるようになりました。15人や20人では、比

較的大きな堀之内や荒井原、水中とか二ツ石とか駒場とか三郷区とか、そういった地区の１つか２

つ分でしかあり得ないと思うんですよね。じゃ、あとの区は全滅じゃないかということにもなると

思うんです。 

 そして、私が不思議だと思うのは、この冷酷な現実に対して周りの人たちの反応、議員さんたち

ということも含めてですけれども、意外に静かだったということです。これは、私もそうなんです

けれども、現実があまりにも先を行っていて、皆さんがある意味ではまだ戸惑っているということ

があるのかもしれません。 

 毎年、高山村を夏から秋に向けて襲ってくる災害に大型台風がありますが、現代ではあらかじめ

しっかり気象庁から予報され、警報が出されますので、災害対策も立てやすくなっています。それ

に比べ人口減少は、静かに忍び寄ってきているという感じがします。そしてそれは30年先がどうの

こうのというような話ではないという感じです。今現実に進行中の人口減少の危機的状況をもっと

村民の皆さんに考えてもらう必要があるのではないでしょうか。 

 質問ですが、１番、夏にやってくる超大型台風の襲来に例えれば、高山村を消滅させる巨大台風
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というのは、今どの段階にあると認識されているのか。例えて言えば、発生したところなのか、接

近中なのか、上陸したのか、あるいは既に暴風圏に入っている段階なのかということをお聞きした

い。 

 ２番目、高山村の赤ちゃんの出生数の推移、これは高山村が合併する前、戦前も含めてもいいと

思いますが、戦後のベビーブーム以前より前から昨年までの出生数の推移を分かりやすい表にして、

広報に載せ、村民の皆さんに今の危機的な現状を知っていただく必要があると思いますが、どうで

しょうか。これは特集でも別刷りでもいいと思います。 

 ３番目、消滅可能性自治体に該当するという国難とも言える危機的な困難が予告されているので、

当然その対策を全力で行うことになると思いますが、その対応策を知りたい。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 消滅可能性自治体についてお答えいたします。 

 本年４月、人口戦略会議において公表されました消滅可能性自治体につきましては、全国744市

町村の中に、自然減対策が必要で、社会減対策が極めて必要な市町村に本村も含まれております。 

 そこで、まず初めに、リスト公表に関する認識についてでございますが、今回の公表につきまし

ては、先ほど山嵜議員の御質問にお答えしましたとおり、あくまでも分析された結果の一つとして、

今後の村政運営に参考にさせていただきたいと考えております。 

 この人口減少と少子高齢化は大変深刻な問題であり、国を始め、各自治体において何とか歯止め

をかけるよう、あらゆる対策や施策が講じられております。 

 このため、本村におきましては、平成27年10月に、第一期高山村総合戦略を策定し、現在、令和

２年３月に策定した第二期高山村総合戦略に基づき、産業の活性化と新しい事業の立ち上げ支援な

ど「むらにしごとをつくり、安心して働けるようにする」、本村の魅力を発信した交流人口や関係

人口の拡大など「むらへ新しいひとの流れをつくる」「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をか

なえる」「魅力的で安心して暮らすことができるむらをつくる」の４つの基本目標を掲げ、重要業

績評価指標により目標値を定め、24施策に取り組んでいるところであります。 

 次に、出生数の推移を広報紙等で公表することについてでございますが、出生数の推移につきま

しては、第二期高山村総合戦略の中で、平成22年から平成30年までの数値をグラフ化し、村のホー

ムページ等で公表しております。 

 そのような中で、議員御提案の合併以前からの出生数の推移についてでありますが、平成29年３

月に作成しました「村制施行六十周年記念誌」の中で、昭和37年から５年ごとの推移を掲載してお

りますことから、今回特別に広報紙での掲載は考えておりませんので、よろしくお願いいたします。 
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 次に、対応策についてでございますが、子ども・子育て世代への施策の充実は待ったなしの課題

でございますので、村といたしましては、高山村総合計画に沿って、私たちが目指す将来像「ずっ

と住みたい また訪れたい いいね 信州高山」の実現に向けて計画した施策を着実に進めていく

ことが大変重要であると考えております。 

 したがいまして、子どもたちのあふれる笑顔を見るために、ライフステージに応じた切れ目のな

い施策を実行していくとともに、積極的に情報発信することにより、高山村で生活することの喜び

や幸福感を感じていただけるよう、私たちのふるさと、高山村の明るい未来を築き、次世代へつな

げてまいりたいと考えておりますので、お願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 県内の26の自治体がこのリストに含まれていますが、それぞれ必要な対策を全力で行い、リスト

からの脱却に成功するところも出てくることになると思います。我が高山村も何としてもリストか

ら脱出しなければなりません。結果が求められているんです。その意味で、今の答弁ではちょっと

失望は否めません。 

 続いて、次の質問に移りたいと思います。 

 役場職員の女性の活躍をもっと広げる必要があるのではないかという観点から申し上げます。 

 今年も若手の登用が目立った役場職員の役職員の人事が４月に行われました。新しい方々の活躍

に期待したいと思います。 

 ただ、新しい役職員の皆さんの歓迎会に参加させていただいて残念だったなと思ったのは、その

中に女性の新役員さんが見当たらなかったことです。民間企業でも普通に女性が活躍する時代です。

役場職員は公務員であり、男女平等は現代社会では当たり前の目標であり、民間のお手本になるべ

き存在であると思います。女性が半分いてもいいはずでしょう。女性や若者が生き生きと活躍して

いることが、この村の存続、発展の基本条件であり、消滅自治体から逃れる対策の重要ポイントの

一つになるのではないでしょうか。 

 質問、どうして女性の管理職の登用が少ないのでしょうか。 

 ２番目、女性の皆さんに活躍していただける環境づくりが必要と思いますが、女性の登用に対す

るこれまでの村の姿勢はどうだったのか知りたい。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 女性の役職員登用についてお答えいたします。 
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 我が国では、1999年に「男女共同参画社会基本法」を制定し、この基本法では、男女が互いにそ

の人権を尊重しつつ、責任も分かち合い、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮するこ

とができる男女共同参画社会の実現は、21世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけ、社

会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくこと

が重要であるとされております。 

 そのようなことから、村におきましては、この法律の趣旨に沿って男女共同参画社会の実現に向

けて、毎年、「男女共同参画いきいきフォーラム」を開催し、男女の固定的役割分担意識にとらわ

れた習慣を改め、一人ひとりの個性と能力を十分に発揮することのできる、女性にとっても、男性

にとっても活躍できる社会の在り方を共に学び、共に輝く社会を目指しているところであります。 

 そこで、まず初めに、女性管理職の登用が少ないとのことについてでありますが、現在、村にお

きましては、課長級または課長補佐級の管理職13名のうち、女性が課長補佐級の３名で、管理職に

占める割合は約23％であります。 

 そのような中で、以前は年齢構成等も含め女性管理職として会計室長や保育園長などの課長級の

登用もございましたが、現在では、職員全体に占める女性職員の割合が男性職員と比較して少ない

ことや、女性職員の年齢構成が偏在しており、比較的年齢の若い女性職員が多いことなどから、女

性管理職が２割程度にとどまっている状況でございます。 

 参考までに、令和４年度から本年度までの職員採用の状況について申し上げますと、ここ３年間

で24名の職員を採用しておりますが、男女別では、男性が11名、女性が13名と、若干女性職員の採

用割合が増えてきている状態でございます。 

 このように職員採用に当たっては、学力が一定基準以上であることを前提としつつ、男女にこだ

わることなく積極的にやる気のある人材を採用してきておりますことから、近年、相対的に女性職

員が増加傾向にあります。 

 次に、女性の登用に対するこれまでの村の姿勢についてでありますが、村では、係長相当職以上

の任用や個々の昇給に当たっては、人事評価制度に基づき、公平・公正な視点に立って運用すると

ともに、長野県市町村職員研修センターによる勤務年数や職務に応じた研修への参加など、人材育

成に努めているところでございます。 

 また、私ども理事者に対しましては、毎年、職員から直接自分の思いを伝えることができる自己

申告書を提出していただいて、本人の異動希望等も含めた中で、人事評価制度とともに、総合的な

判断により、任用や人事異動などに反映しているところであります。 

 今後、ますます少子高齢社会が進展する中で、村民の皆さんから求められる組織づくりのために

も、女性の視点によるきめ細かな政策の実現や行政サービスの質の向上とともに、女性活躍社会の

視点からも女性管理職の登用は、大変重要であると認識しております。 

 したがいまして、今後さらに意思決定や職員のマネジメントなど、管理職として必要な知識や経
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験を積んでいただくとともに、時代の変化に対応したテーマや情報共有を重視した管理職向けの研

修を実施するなど、人材育成と組織体制の充実に努めてまいりたいと考えておりますので、御理解

賜りますようお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 今の村長の答弁を聞いて、女性の活躍がこれから順に期待できるというふうな気持ちになること

ができました。 

 富山県の立山町では、４月26日に、町役場の敷地内にコンビニに併設された書店がオープンしま

したというニュースがありました。９年間にわたって書店が１軒もない状態が続いてきたんですが、

役場の敷地の中に書店を造ったということなんです。これは小学生から町長さんに、町に本屋さん

が欲しいといった声が届いたことから、町では書店の誘致を続けてきたということです。 

 私たち年長者は、先にあの世へ行くことになっています。この村の全てのことはいずれ若い人た

ちに引き継がなければなりません。この村が存続していくためには、女性や若者中心の村に変えて

いくことが必要ではないかと思いますが、このように若者や、子どもや、女性の意見を真っ先に反

映していくという姿勢がこの高山村にも必要かと思いますが、この点について村長さんのお考えを

お聞きしたいと思います。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 今の御質問にお答えしたいと思います。 

 富山県の立山町を例に挙げて、全体として地方自治体の在り方というふうなところでお答えした

いと思います。 

 時代の流れといいますか、最近の報道を見ますといわゆる本離れ、そういうふうなものが非常に

起きていると、そういうことで書店の数というのは各自治体、あるいは各市町村で非常に減少して

いるというふうな報道がされております。そういう１つの一環として立山町で書店が開店されたと

いうのは、１つの報道されたという、何ていうんですかね、そういうものがあったという背景の現

れかというふうに思いますが、全体として私は地方自治体で皆さんが住んでよかったと、こういう

ふうなことで、今の書店に限らず子どもたちを含めていかに住みよい地域をつくるか、そういった

点で鋭意努力をしているところでありますが、個人的に申しますと、きらめきぽすと、あるいは気

軽に村長室、そういったものを開設しておりますので、気兼ねなく御相談いただければ、大変あり

がたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────久保田雄吉議員。 

○１番（久保田雄吉議員） 

 以上で私の質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で久保田雄吉議員の質問を終わります。 

 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内換気のため15分間休憩します。 

 会議は午後２時25分に再開します。 

午後２時09分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後２時25分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────２番 勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

 質問は２点です。 

 まず最初の質問、消滅可能性自治体に分類された高山村、どうすると題しております。 

 ４月24日、全国自治体で、高山村は消滅可能性自治体と公表されました。新聞やニュースで大き

く取り上げられています。小布施は、今回、消滅可能性自治体を脱却しています。民間組織の人口

戦略会議が10年ぶりにデータを更新しての発表でありますが、新たに高山村が消滅の仲間入りとい

うことではショックが大きいと思います。 

 県内では、リストから外れた町村は13町村となっており、また、自立持続可能性自治体は県内で

原村、南箕輪村の２村となっています。 

 現状の政策では、消滅可能性自治体のままとなっていくため、高山村としてこのリストから脱却

する実行可能な方策の答弁を求めます。 

 それで、質問１、出生率をさらにアップする自然増加の方策は具体的にどう考えますか、自然減

対策として。 

 ２、人口流出を防ぎ、人口の社会増加の方策は具体的にどう考えますか、社会減対策として。 

 いずれにせよ現状の高山村の政策では成り行きでは、どちらも脱却というのは厳しいと思われま

す。現状の政策のさらなる強化改善と新たな政策が必要と思われますが、御答弁をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 消滅可能性自治体に分類された高山村についてお答えいたします。 

 先ほど、山嵜議員及び久保田議員の御質問にお答えしましたとおり、人口減少と少子高齢化は大

変深刻な問題であり、村におきましては、第二期高山村総合戦略において４つの基本目標を掲げ、

人口減少を抑制し、活力ある地域を創造するため、これまで以上に努力していかなければならない

ものと考えております。 

 今回、公表された分析結果は、出生数が死亡数を下回る自然減対策として「出生率の向上」を、

また、転出者が転入者を上回る社会減対策として「人口流出の是正」の新たな視点からも分析が行

われたところであります。 

 この人口減少には様々な背景があることから、その減少に歯止めをかけるべく対策を講じるとと

もに、私がいつも申し上げているここで生まれた子どもたちが、１人でも多くこの地で生活してい

ただけるようにするためには、村民の皆様とともに、現状を共有し、一人ひとりができることにそ

れぞれお取り組みいただき、高山村の明るい未来を一緒に創造し、住んでよかったと実感できる地

域を創ることが重要であると考えております。 

 そこで、自然減対策についてのお尋ねでございますが、本村の近年の出生数及び死亡数の推移に

つきましては、出生数は減少傾向にあり、死亡数は増加傾向で、自然増減の減少幅が大きくなって

きております。 

 今回公表された分析結果は、若年女性人口減少率から、出生率の向上の視点で行われたものであ

りますことから、施策としては、子ども・子育て支援策を中心に健康福祉分野や教育分野など、こ

こに住んでいる皆さんに満足していただけるよう、今年度、計画している施策を着実に推進してま

いりたいと考えております。 

 次に、社会減対策についてのお尋ねでございますが、近年における本村の転入及び転出者数につ

きましては、転出者がおおむね200人前後で推移しており、転入者につきましては、平成24年から

30年まで200人を超えて推移しておりましたが、近年では、転入者が200人を下回っていることから、

人口減少につながってきております。 

 この対策としましては、人の流れに関連する移住・定住支援事業を中心に、生活環境分野や道路

環境、観光イベントや自然保護など、高山村の魅力を発信し、訪れた皆さんが住んでみたいと思う

気持ちになっていただけるよう、あらゆる方法で情報発信し、計画的に施策を実施してまいりたい

と考えております。 

 特に村では、本年度に、第六次総合計画後期基本計画や総合戦略、子ども・子育て支援事業計画

を策定するため、現在、検討を重ねているところでありますが、今回の国の分析結果につきまして

は、今後の村政運営の参考にしていきたいと考えております。 
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 したがいまして、今後とも村民の皆さんの御意見をお聞きしながら、総合的な視野に立って、で

きることを計画的に進め、高山村の明るい未来を次世代へつなげてまいりたいと考えておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 再質問となりますが、村長の言われるこの分析データ、これはあくまでも参考ということで、こ

れは民間の調査でもありますし、私もこれがどうのこうのということで大騒ぎする気はないんです

けれども。 

 ただ、実際にいろいろな施策を講じて、これに含まれていないところとか、あと、ここからは今

年は脱却できているというところもありますので、高山村もぜひそこら辺をポイントを絞ってやっ

ていただいて、脱却していただきたいと思うんですが、このまま総合計画に対してきちんと邁進し

ていくということで言われましたが、たまたま今日の信毎の県知事の人口の問題もそうですけれど

も、見通しが甘かったというところで、予定していないところを人口減ということで言われて、記

事になっているわけであります。誰も想定していないところで、今まで過去最低という状態、出生

のポイントが悪くなってきているというところであります。 

 ですので、見通しが甘いということになると、やはり後になって、もっと講じておけばよかった

ということになりますが、今、この自立・持続可能性自治体というのも現にあるわけでして、これ

は高山村の行政の施策をもうはるかに早くから取り組んで対応していて、その効果も出ていると私

は感じるんですが、高山村の政策の魅力といったのが群を抜いて何かあるというのが見えていない

わけですね。よそでもやっている、ここでもやっている、高山村も今やっていると。ある議員いわ

く、制度はあるけれども、サービスがないということを言われた議員もいらっしゃいました。 

 今、村長のほうで満足して、この村で住み続けてもらいたいという気持ちは分かるんですが、満

足度というところから、先日、議員報告会を各ブロックでやりましたけれども、魅力というところ

で、政策の魅力というので挙げてこられた方がほとんどいなかったんですね。高山村は、こういう

政策を持って、今すばらしいというので、ほかの市町村に対しても誇れるといったら失礼なんです

が、そういったものが何か突出してないような気がしてならないんですね。それについてはどう思

われますか。 

 それぞれの部署で子育て支援、医療費問題、教育、給食費、あと高齢者支援、あと交通弱者の対

策、様々な制度・政策は打っているんですが、群を抜いてほかの市町村よりすばらしいという形で

はないように思われるんですが、高山村の行政の魅力、これだけはすばらしいという突出したもの

はおありですか。それを答弁お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 再答弁したいと思いますが、多岐にわたっていますので、どのようにお答えしていいかあれだけ

れども、適切なお答えにしたいと思いますが、いわゆるこの今回の統計的なものについては、前回

と比べて、いわゆる手法が違うわけですよね。ですから、当然統計の手法が違うわけですから、結

果は出るわけですよね。違うわけです。同じ手法でやって比較すれば、それはあるんだけれども、

手法が違うわけですから、そういった点ではやっぱり出てくる答えというのは違ってくると。これ

は議員、十分お分かりだと思いますけれども。 

 しかし、でも、やっぱり統計というのは、それだけの重みがあるというふうに私は十分認識し、

だからこそ、参考にする。参考にするというのは、非常に重く受け止めて、参考にしていきたいと、

このように思っております。 

 そしてあと、いわゆる魅力発信ということで、その辺が欠けていると、こういう御指摘をいただ

きましたけれども、それぞれの自治体で、それぞれの魅力を発信していると思うんですが、本村は、

やはり自然の中でいかにやるということで、私の中でも一応にぎわいの場構想までは進んではおり

ませんけれども、そういったものを含めて観光あるいはそのほかの面で、バランスを取りながらし

っかりやっていきたいと。これを御指摘をしっかり受け止めながらやっていきたい、このように思

っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 私のほうでは、やはりこのままではずるずると想定外というか、脱却は非常に厳しいかなと。で

すので、新しく県外でもいいですけれども、家族ができて、子どもができたときに高山村へ住みた

いというくらいな魅力がある、高山村に行って、生活して、子育てをしていきたいとか、そこまで

ちょっと魅力がないと、非常に人口増というのは厳しいような感じなんですね。ほかの市町村に準

じた形とか、同じレベルであれば、あえて高山村を選ぶというふうにはちょっとなってこないよう

な気がするので、ぜひそこら辺を村独自の支援策というのを、県のあれに従ってとか、国以外のと

ころでもちょっと検討していっていただきたいと思います。 

 では、２番目の質問に入りたいと思います。 

 城山ツツジ公園の維持管理についてということであります。 

 城山ツツジ公園は、高山村が観光地として整備を行い、10年経過の後、地元での維持管理に変更

されて、地区では協力してきております。また、隣接の展望台も村が設置、管理を現在実施してい

ます。 

 ただ、地元の区での維持管理に負担がかかりまして、ここ数年はツツジの手入れも草刈りも、以
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前は地元区民全員が参加して、ツツジの山を草刈りも行っていたんですが、やはり山自体が急な斜

面でもありまして、作業時のけが人が何度も出ており、外部委託ということで、今、外部の専門の

業者に委託してきております。 

 高齢者という中で、安全確保のためにはもうやむを得ない状況となっていますが、今後、美しい

村を維持するに当たり村の考えを質問いたします。 

 質問の１、高山村の観光案内では、パンフレット等にツツジ公園が記載されてきましたが、現在

のウェブでの紹介は、公園分野、花・植物分野でもこの公園が外されており、紹介の対象になって

いない状態であります。なぜ載せないのか。 

 ２番目、入り口には、村で設置の城山ツツジ公園案内図や公衆トイレもありますが、案内図は老

朽化しており、きれいなものではなく、トイレも和式のままであり、ウオッシュレット化が親切と

思われますが、どう思いますか。 

 ３番目、公衆トイレの案内板が県道付近にないため、必要ではないかと思われます。観光客が困

っているとの話もあり、観光マップでトイレの位置関係の情報を提供したらよいと思われますが、

いかがでしょうか。 

 ４番目、城山にはあずまやが２棟、山の中腹と上部にあります。北向きの１棟は老朽化で、今、

危険とされ、使用禁止のロープが張られています。安全性を考慮し、村での補助で建て替えができ

ないものか。 

 ５番目、ツツジの手入れや草刈り、表参道の整備や北参道の危険な箇所、こういったところの整

備を村での補助で対応してもらえないかと。 

 ６番目、コスト面で美しい村づくりの一環として、駐車場や公衆トイレも備わっている場所も提

供できるので、今後さらにトレッキングコースなりハイキングコースとして使ってもらえることは

可能だと思われます。新設の場合と異なりコストがかからずよいと思われますが、御答弁をお願い

したいと思います。 

 以上です。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 

○産業振興課長（山㟢隆広） 

 城山ツツジ公園の維持管理についてお答えいたします。 

 遊歩道を含む城山一帯の整備につきましては、平成７年度の中山間地域総合整備事業における農

村公園整備の一環として行われたもので、山頂への遊歩道を始め、展望台やあずまやのほか、駐車

場や公衆トイレが整備されております。 

 また、整備翌年の平成８年度には、村制施行40周年記念事業として、北側斜面にツツジを植栽し

て以来、地域の皆様の御協力により維持管理が行われ、毎年ツツジの咲く季節には多くの皆さんに
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楽しんでいただいております。 

 そこで、まず初めに、観光パンフレットでの紹介のお尋ねでありますが、議員御指摘のとおり、

現在、村のホームページ上で紹介しているパンフレット等にツツジ公園の紹介はございません。 

 これはパンフレット等に多数の情報を掲載することにより、かえって見る側に情報が伝わりにく

くなる点などを考慮したことによるものと思われますが、明確な理由が定かではありませんので、

今後、パンフレットの情報更新に合わせて掲載を検討してまいりたいと考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 次に、トイレの改修についてのお尋ねでありますが、公共施設のトイレにつきましては、利用状

況や改修に要する費用の財源調整を経た上で、順次洋式トイレへの改修を進めております。 

 しかしながら、利用者からは、直接体に触れない和式トイレを残してほしいとの意見が寄せられ

ており、全てのトイレを洋式化することには慎重な対応が必要であると考えておりますので、トイ

レの設置数などを考慮した上で改修について検討してまいりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、公衆用トイレの案内板のお尋ねでありますが、県道沿いにおけるトイレ案内板の設置につ

きましては、道路管理者であります須坂建設事務所との調整が必要になることや、トイレ単独の案

内板を設置することはあまり一般的ではないと思われますことから、設置箇所や表示内容について、

今後研究してまいりたいと考えております。 

 なお、観光マップでのトイレ位置情報につきましては、既に「信州高山村観光ガイドマップ」に

掲載しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、あずまや建て替えの補助についてのお尋ねでありますが、議員御質問の北向きのあずまや

につきましては、平成７年度の城山整備以前に荒井原区が事業主体となって設置されたものとお聞

きしております。 

 このため、あずまやの建て替えに当たっては、区において十分御検討いただいた上で方向性をお

決めいただくとともに、建て替えの方向となった際は、毎年実施しております地区振興計画で御要

望いただければ、村としてどのような支援ができるのか、全庁横断的に検討してまいりたいと考え

ております。 

 次に、村の補助による美しい村づくりの一環としての公園整備のお尋ねでありますが、美しい村

の原風景を守っていくためには、地域の皆様と村が役割分担を明確にした上で、協働で活動を行い、

その結果として景観や芸術、伝統文化が次世代に継承されていくものと考えております。 

 このため、村といたしましては、協働による活動を基本に据えながら、地域の皆様の御要望等を

お聞きした上で、公園全体の再整備について考えてまいりますとともに、現状の遊歩道や展望台等

の施設利用を促進できるよう、今年度整備予定の山田牧場環状ハイキングコースの情報とともに、

魅力発信に努める考えでおりますので、御理解を賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 



 

－60－ 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 今、回答いただきまして、ウェブ上のパンフレットも含めて、今後検討していただくということ

で了解しました。 

 トイレについては、女性のほうも和式のが２つ、和式のままですので、片方は洋式にするとか、

そういったのは早めに対応していただければと思います。 

 あと、城山につきましては、区のほうでもう一度確認するということですが、地区のほうでは、

先日、185戸を対象に荒井原で全戸のアンケート調査を行いました。城山関係と、一部荒井原の地

区の春祭りに利用している場所でもありまして、そこら辺のアンケートも含めて回答をいただいて

おります。 

 その中で、やはり圃場整備というか、支援を村のほうで行っていただいて、美しい村、ツツジの

公園ということにあまりまだなっていないということが言われていまして、ぜひそこら辺を予算づ

けをして、美しい村づくりの一助としていただきたいと思います。 

 桜のコースだけでは、桜の花見は結構アピールをされていて、お金も非常にかかっていると。一

部の駐車場の問題で、毎年大きなお金が投入されていると、こういった問題もありまして、お金の

投入というところも含めてツツジ公園を少しでも投入していただいて、区民及び村民、その他観光

客に対しても対応できるには、コスト的にも非常にメリットがあると思われますので、お願いした

いと思います。 

 それで、再質問の中で、公園の案内図面、地図は城山のふもとの入り口のところに擬木で鉄のプ

レートに書かれたものが、大きいのがあるんですが、老朽化してきております。この反対側の赤和

地区の出口のほうにも１基、同じように案内図が古いままですけれども出ておりますが、これに対

してはどういう考えを持っておられますでしょうか。お願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 

○産業振興課長（山㟢隆広） 

 再質問にお答えをさせていただきます。 

 まず、あずまや等も含める中でのその補助の関係でございますけれども、自治区の公園という位

置づけであれば一部、今、村でも補助制度もございますし、そういったものがまず活用できるかど

うかと併せて、村が事業主体となるべきものもあろうかと思いますので、また、しっかりとその地

区の皆さんのアンケートの結果も見させていただくなどをして、それについては検討してまいりた

いと思っております。 

 あと、案内板の関係でございますが、私も現地で確認をさせていただいて大分古くなっておりま

す。そういったことは認識をしております。この案内板については、過去村で設置をしたものでは
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ないかというふうに思っておりますので、また予算の範囲内で対応してまいれればと思っておりま

すのでお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 展望台については、今、村のほうで整備されて、草刈りと、あと一部歩道のほうもやっておられ

ると思います。 

 ただ、展望台自体が村民の方も知らない方が多数いらっしゃる。行ったことのない人も、この中

にも大分いらっしゃるということで、小学生の遠足みたいなのには行かれていますけれども、大人

がこの場所を知らない、行ったことがないというのに対しては、やはりアピール、ＰＲですか、こ

れがされていないんじゃないかなと思われます。これについてはどうお考えでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山㟢産業振興課長。 

○産業振興課長（山㟢隆広） 

 再々質問にお答えをいたします。 

 確かに整備から大分長い時間がたっておりまして、言い方はあれですけれども当たり前になって

きてしまっていた部分もあろうかと思います。 

 先ほど、冒頭の答弁でも申し上げましたとおり、今年、山田牧場のエリアの中に環状ハイキング

コースをこれから造るということで、今、事業を進めておりますので、そういった情報の発信と併

せてこの城山の魅力についても発信をして、また村民の皆様に御利用いただく、御認識をいただく

ように努めてまいりたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で勝山正弘議員の質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 本日はこれにて散会します。 

 お疲れさまでした。 

午後２時55分  散 会 
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午前10時00分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配付しました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 

 本日の会議に９番、松本茂議員が療養のため欠席する旨の届出がありましたので、報告します。 

 テレビ中継のほかに質問者のカメラ撮影を許可しましたので報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 一般質問 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１、一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

─────６番 髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 おはようございます。 

 通告に従いまして質問いたします。 

 １問目に、村民協働の村づくりに向けてということでお尋ねします。 

 村政運営の方向性を示す最上位の計画である「第六次高山村総合計画」の前期基本計画が令和６

年度で終了するため、その後５年間の後期基本計画を策定するに当たって、昨年、村民の皆さんの
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視点による新たな意見や発想等を計画に反映するとして、「高山村みらいビジョン会議」が設置さ

れました。 

 この会議では、応募された皆さんがそれぞれにテーマを掲げ、４つのグループに分かれて数か月

にわたって調査や協議を重ねられ、今年３月には提言書が村長に提出されました。この提言書は村

のホームページでも公開をされていて、私も読ませていただきました。どのグループも今現在の問

題点や課題を整理し、イメージする将来の姿と、そこに向けての具体的な提言がまとめられていて、

何のために何をするかが明確にされているなと感じました。 

 そこで、これから後期基本計画を策定していくに当たって、今後の方針と村民協働による村づく

りについて伺います。 

 １つ目に、３月に提出された提言について、今後行われる後期基本計画の策定にはどのように反

映されていかれるでしょうか。 

 ２つ目に、後期基本計画の策定から実施計画への移行はどのように行われていくのでしょうか。 

 ３つ目に、今回のみらいビジョン会議のような位置づけの会議はこれまで各種団体の代表の方に

委嘱され開催されるということが多かったように思います。こういった村民協働とも言える取組は

高山村では初めてのように感じますが、このようなみらいビジョン会議を取り組むに至った経緯に

ついてお聞かせください。 

 ４つ目に、この先、実施に向けても村民協働で行っていく考えはありますでしょうか。また、今

後、村の主役である村民が一緒に考え、一緒に動きながらつくっていく村民協働での村づくりを進

める考えはありますでしょうか、答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 村民協働の村づくりに向けてについてお答えいたします。 

 高山村の村政運営の方向性を示す計画として、最上位に位置づけております「第六次高山村総合

計画前期基本計画」が令和６年度末をもって終了となることから、新たに令和７年度から11年度ま

での５か年の後期基本計画の策定に向けて現在作業を進めております。 

 この後期基本計画の策定に当たっては、高山村総合計画策定条例の規定に基づき、村長から高山

村計画審議会に諮問を行い、この計画審議会において検討を行っていくこととなりますが、村民の

皆様の御意見や御要望を幅広く反映するため、昨年９月に「高山村みらいビジョン会議」を設置い

たしました。 

 みらいビジョン会議の委員さんにつきましては、幅広く、様々な御意見等をお聞きするため公募

により募集したところ、19名の皆さんから応募がありました。このため、会議においては委員の皆

様に４つのグループに分かれていただき、グループごとに独自で定めたテーマに沿って、６か月間
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にわたって協議を重ねていただきました。 

 その成果につきましては、議員のお話しのとおり、産業振興、環境施策、子育てや公共交通など

多岐にわたって協議していただき、本年３月21日に今後の高山村に対する思いがあふれた提言書を

提出いただいたところであります。 

 そこで、まず初めに、提言書は後期基本計画にどのように反映されるのかとのお尋ねでございま

すが、先ほど申し上げましたとおり、提出いただきました提言書は、その内容の分野が多岐にわた

っていることや、幾つかの部署にまたがるものも含まれておりますことから、内容の分析を進め、

どの部署が所管すべきか、またどの部署が連携して検討を進めていくのかなどを決める必要がある

ため、現在その作業を進めているところでございます。 

 このため、提言書の後期基本計画への反映につきましては、現時点で具体的に申し上げることは

できませんが、計画に反映できるものはできる限り反映してまいりたいと考えております。 

 次に、後期基本計画の策定から実施計画への移行はどのように行われるかとのお尋ねでございま

すが、実施計画の策定に当たりましては基本計画に基づき、毎年３年ごとのローリング方式でその

都度見直しながら行っており、当初編成予算前の10月から11月にかけて集中的に作業を行っており

ます。 

 このため、実施計画は基本計画に記されている主要施策をより具体的なものとし、予算規模や実

施年度等を明らかにするとともに、予算編成に当たっては実施計画に沿って作られております。 

 この実施計画の策定は、基本、各部署において行っているところですが、今回提出いただきまし

た提言書の内容は複数の部署において検討すべき内容が含まれていることから、後期基本計画の策

定を進める中でしっかりと検討してまいりたいと考えております。 

 次に、みらいビジョン会議の設置に至った経緯についてのお尋ねでございますが、総合計画や基

本計画の策定に当たっては、これまでも「高山村未来会議」を設置して各種団体や中学生、公募委

員など総勢80名程度の皆様に御参加いただき検討を進めてまいりました。このように大変多くの

方々に参加していただくことで、各分野において様々な御意見や御要望を出していただく一方で、

意見の集約作業に困難を極めるとともに、果たして的確に村政運営に反映できたかといった反省も

ありました。 

 このような反省も踏まえながら、少子高齢化や人口減少が進む中で、村民の皆様と協働による村

政運営を進めるためには、村内にお住まいで、地域の活動に積極的に関わっていただける皆様に参

加していただける場を設けるべきとの結論に至りました。そのようなことから、委員を全て公募に

したこともこうした考え方によって行ったことであり、20名の委員さんが集まるかどうかの不安も

ありましたが、結果として19名の委員さんを任命することができましたことは、村民の皆様の村政

への関心の高さをうかがい知ることができたものと考えております。 

 次に、村民との協働による施策の実施及び村づくりについてのお尋ねでございますが、みらいビ
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ジョン会議におきましては、全国のまちづくりの取組として、行政依存から脱却し、地域、住民、

民間事業者等、それぞれが連携し進めている先進事例を参考に、今後の村づくりは役場だけでなく、

村民の皆様にも大いに関わっていただくことを念頭に協議を行っていただき、提言書にまとめてい

ただきました。 

 今日の日本は東京一極集中による地方の衰退や、少子高齢化とともに人口減少による人手不足が

深刻化しており、これに対応していくためは多くの国民が主体的に関わる体制を構築するとともに、

意識の変容が求められております。特に地域を維持・発展させていくためには様々な活動に多くの

地域住民が参画することが必要であり、そうした動きがなければ、その地域は衰退していってしま

うおそれがあります。 

 こうしたことから、今後、村づくりを進めていくためには、議員お話しのとおり、村民との協働

が不可欠でありますので、協議の段階から村民の皆様に参画していただき、共に実践し、その反省

から次への取組につなげていくサイクルを続けていくことが重要であると考えております。 

 したがいまして、今後ともみらいビジョン会議のような取組を継続するとともに、地域の皆さん

一人ひとりが自分にできることは何かといった課題解決に向けた意識の醸成も重要であると考えて

おりますので、人任せにするということではなく、共に安心して暮らせる安全・快適な村づくりに

向けて取り組んでいただきたいと考えておりますので、ご理解賜りますようお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問いたします。 

 村民と協働に向けて前向きに答弁をいただいたかなと思います。 

 また、みらいビジョン会議、19名の方が公募で来ていただいて、村政に対しての関心の高さをう

かがえたということで、私もそれは本当によかったなというふうに思っております。 

 実施に向けてということで、これから村民と協働で協議の中からということの話もありましたけ

れども、今回のみらいビジョン会議に出た御意見で計画を策定して実施に向けていく中だと思うん

ですけれども、この提言自体、結構もう動き出せるものがあったりとか、行政とは別に動き出せる

ものがあったりとか、この提言を出された後も委員の皆さんいろいろ考えて、できることをやれな

いかということで話をしているようなことも聞きました。そういうような動きに対して計画の策定

だとか、実施計画だとかという別の動きとしてあると思うんですけれども、その辺、それぞれでき

ることを進めていくというようなことをどこかで集約しながら、実施に向けていくような動きとい

うことは、今後考えていくことはできますでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 
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○総務課長（山﨑久志） 

 再質問についてお答えいたします。 

 今回提言書として御提言いただいた内容について、具体的に委員の皆さん今お考えだと。その部

分について今後の村との関わり方などについての御質問かなというふうに思っております。 

 ３月に提言書を御提出いただきました。これを受けまして、先ほども申し上げましたとおり、庁

内でのその業務の関わり方をどのようにしていくのか、また、それを計画的に反映していくために

どんなことが必要なのかというものを分析しているところでございます。それを受けて、今後、計

画審議会のほうへ分析内容を伝え、研究し、検討していただき、後期基本計画へとつながっていく

のかなというふうに思っております。 

 それとは別に、委員の皆様独自にさらに研究を重ねていただいていらっしゃるということでござ

いますので、また何か機会があれば、ぜひ話合いの場ではございませんが、情報共有できるような

ところがあれば、また一緒に考えていければありがたいなというふうに思っております。 

 しかしながら、現時点でまだこの計画審議会の動き方もございますので、はっきりとは申し上げ

られませんけれども、主体的に動いていただける村民の皆様の活動は大変ありがたいなというふう

に思っておりますので、また一緒に考えて進めていければなというふうに思います。 

 こんなことで、どうぞよろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問お願いします。 

 今、機会があればというお話をいただきました。お隣りの小布施町、平成20年だったかと思いま

すが、「小布施まちづくり委員会」が設置されています。この「小布施まちづくり委員会」、選挙

で選ばれた首長と議会による地方自治法制度の中で、もちろん首長、議会ともにそれぞれ役割があ

るわけですけれども、住民の声が行政や議会に届きにくいですとか、行政、議会の情報が住民にう

まく伝わらない、行政、議会と住民との間に意識の隔たりがあるというような声が上がっていて、

こういった課題を解決する共同の仕組みの一つとしてつくられたと聞いております。より多くの声

の集約等、町民の知恵や力をまちづくりに生かしていくため、様々な立場の人が情報を共有し、自

由に意見を交わしながらまちづくりを考える場なのだそうです。 

 先ほど言ったように機会があればという話がありました。主体的に動いていただける村民が増え

ていくことはとてもいいことというか、村づくりですので村民も一緒になってやっていくべきだと

思っています。村をつくっていくというときに、やはり住民の側からもできることをする、行政側

もできる、できないの判断ではなく、住民の思いや行動に寄り添っていくような、お互いの動きが

大切ではないかなと思うんですが、そういった意味で、小布施町のまちづくり委員会のような取組、
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今回この提言書をまとめていただいて出していただいた。その後、委員さんたち独自で動いてもら

っていますけれども、そこを何かまちづくり委員会、村づくり委員会みたいな形でそういうことを

やって、ほかの村民にもそういう思いがつながっていくような動きというのができたらいいと思う

んですが、村づくり委員会みたいなものを立ち上げるというか、今後つくっていく、単発でみらい

ビジョン会議をどんどんつくるんではなくて、つなげていくような動きもあったらいいなと思うん

ですが、その辺いかがお考えでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 ありがとうございます。 

 継続した村民の皆様の活動、また村の村づくりに向けての情報の共有化というんですか、そうい

う関連の御質問かなというふうに捉えております。 

 今、他の市町村で行われている町民の皆様との対話を重ねていくという動き、先ほど申し上げま

した村民の皆様の主体的なそういう取組というもの、意識というものをつなげていく、この先にど

んどんつなげていけるように、そういう仕組みを考えるというのはすごく大事なことなんだろうな

というふうに思います。また、この後期基本計画を策定していく部分で様々な意見をまた頂戴しな

がら、これからの高山村に何が必要なのかというところも一緒に考えさせていただければなという

ふうに思います。 

 今後計画を進めていく中で、何か取り組めることができるのか一緒に考えさせていただければと

いうふうに思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 村づくり委員会で一気に何かができるということではありませんけれども、実現可能な提言と、

その実践に向けて楽しみながら、学びながら村づくりを考える、関わっていく、機運を高めていく

というようなこと、これからどんどん必要にもなってくるかと思います。村づくり委員会、名前は

どうであれ、そういう村民が協働してやっていけるような仕組みづくりを要望して、この質問を終

わります。 

 ２つ目の質問に移ります。 

 家庭から出す生ごみ搬出について負担軽減をということでお尋ねします。 

 高山村は、人と自然に優しい環境保全型農業にいち早く取り組んできた先進地の一つとして、家

庭から出る生ごみも堆肥とするため、村民の理解と協力を得ながら取り組んでこられました。昨日

の一般質問で沖島議員より原料の一つである畜産農家等から出る牛ふんの確保についての質問があ
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りましたが、私からは、こちらも原料の一つである家庭から出される生ごみについて、今後もこの

取組を進め、人と自然に優しい村づくりを維持していくための考えについて伺います。 

 １つ目に、堆肥製造の工程として、村のホームページ、これは2023年の記事でしたが、生ごみ１

日当たり3.12トンと牛ふん１日当たり1.55トンを搬入してとありました。現在、生ごみの収集量は

年間どの程度あって、堆肥を作るための量としては足りているのでしょうか。 

 ２つ目に、生ごみの捨て方、搬出方法として、古新聞に包んで専用の紙袋に入れるということに

なっています。４月に小中学校ＰＴＡ総会の際に、保護者の皆さんにアンケートを議会として取ら

せていただきました。生ごみの搬出について新聞紙にくるんでとあるけれども、新聞を取っていな

いために困っているという御意見があり、ほかでも聞いてみたところ、やはりそういう御家庭が増

えているような話を聞きました。こういった新聞がない御家庭に対して何か対策の考えはあります

でしょうか。 

 ３つ目に、どんなに水切りをしていても、残りの水分量や重さによっては生ごみを搬出するため

の紙袋の底が抜けてしまうことがあります。夏場など、例えばスイカの皮などは水分が多く、外で

干してから出したりということを言われたり、私もやったりしていますが、猿などの心配があった

り、なかなか頻繁にもできず、難しく感じております。このような搬出に関しての相談は今まであ

りましたでしょうか。また、もしそういった相談があれば、これに対してどのように対応されてき

ましたでしょうか。 

 ４つ目に、生ごみ処理機、現在様々なタイプのものが販売されておりますが、堆肥にすることを

前提として、例えば乾燥タイプの生ごみ処理機で処理された生ごみでも堆肥の原料として搬出する

ことは可能でしょうか。答弁願います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────島田住民税務課長。 

○住民税務課長（島田 誠） 

 家庭から出す生ごみの搬出に係る負担軽減についてお答えいたします。 

 村では、美しい自然や農村景観などの原風景を守るため、日本で最も美しい村連合への加盟や志

賀高原ユネスコエコパークに全村登録された村として、かけがえのない日本の農山村の景観や文化

を保全するとともに、自然に優しい環境保全型農業や再生可能エネルギーの活用を推進し、自然と

人とが共生する村づくりに取り組んでおります。 

 そのような中で、廃棄物の処理につきましては、ごみの発生抑制やリサイクルなどの取組により

環境への負荷をできる限り少なくする循環型社会の構築に努めてまいりました。その取組の１つと

して、昭和57年からは村内の家庭や事業所から排出される生ごみを家畜ふんやおが粉と混合して地

力増進施設で良質な堆肥を製造し、村内の農地に還元する、いわゆる資源循環型農業が確立されて

おります。 
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 このことは村民の皆様や事業所の御理解と御協力がなければ実現できるものではないことから、

改めて関係の皆様に感謝申し上げる次第でございます。 

 そこで、まず初めに、生ごみの年間収集量と堆肥を作るための量として足りているかとのお尋ね

でございますが、一般家庭から収集される生ごみの量は、令和５年度が225トンで、最近10年間で

最も多かった平成26年度の279トンと比較して54トンの減少となっております。そして、ここ数年

の収集量はおおむね250トン前後で推移しております。 

 堆肥につきましては、農家の皆様から高く評価をいただいておりますが、原材料の減少により需

要に見合った供給ができていない状況にあります。 

 なお、現在の地力増進施設の生ごみの処理能力につきましては、年間365トンの計画となってお

りますことから、まだ生ごみの受入れの余力は十分あると思っております。 

 次に、生ごみの捨て方として、新聞紙以外の方法についてでありますが、現在、村では生ごみか

ら出る水分によって専用袋が破れてしまうおそれがあることから、各家庭において生ごみの水分を

ある程度切ってから古新聞に包んで、生ごみ専用袋に入れて搬出していただくようお願いしており

ます。しかしながら、近年は情報化社会ということもあってか、新聞を取らない御家庭もあること

から、生ごみを包む古新聞がないお宅もあるとお聞きしております。そのような御家庭では、専用

の紙袋が破れないよう水分を吸収するタイプの紙や市販の紙製水切りパックを使って搬出していた

だく方もおられ、そのようなことも参考にしていただきながら御協力をお願いいたしたいと思いま

す。 

 次に、生ごみの搬出に際して水分量や重さなどの問題点についてでありますが、これまで村では

生ごみを搬出する際、水分処理するための相談に関する問合せはないと聞いております。ただ、ど

うしても水分を多く含んだ生ごみでは専用袋が破れる心配があります。そのためにも、先ほど申し

上げましたが、袋の中に古新聞等の紙を敷いた上で包んだ生ごみを入れていただくか、中には生ご

みを干すなどの水分除去のために工夫されておられるお宅もありますことから、できる限り水分を

取り除いてから出していただきたいと思っております。 

 次に、生ごみ処理機で処理された乾燥タイプの生ごみを出すことについてのお尋ねでございます

が、地力増進施設では家庭から出された生ごみを、一旦、水分を取り除くために家畜ふんなどと一

緒に前処理を行ってから発酵レーンに運び、堆肥を製造しております。このため、生ごみ処理機で

処理された生ごみは既に水分が飛ばされており、堆肥の原材料として適しておりますことから、生

ごみとして出していただくことは問題ありませんので、よろしくお願いいたします。 

 そのようなことから、村では資源循環型農業が確立されておりますので、引き続き良質な堆肥を

製造するためにも、生ごみを搬出する際は水切りバケツ等を利用し、ある程度水を切ってから紙類

で生ごみを包み、専用袋に入れてから定められたごみステーションへ搬出していただきますようお

願い申し上げます。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 再質問いたします。 

 生ごみの収集量は足りているということで、安心をいたしました。 

 新聞についてですけれども、新聞がなくて困っているという御意見、こういった取組に対して賛

成をしているけれどもというところで出てくるものなのかなと思っております。ほかの方法をやら

れている方もいらっしゃるということなんですが、その辺、私も知らなかったんですけれども、周

知ですとか、こういうのでもいいよというようなことを広めていただくようなことは、今後どうさ

れますでしょうか。 

 また、ほかのものをわざわざ購入してというところはどうなのかなということもあります。例え

ば古新聞回収ボックスを設けて、好きに持っていってもらって使ってもらうような取組は考えとし

ていかがでしょうか。 

 もう一つ、生ごみ処理機は問題ないということで、出しやすくなるという部分でいいことかなと

思います。出しやすくなるという部分なので、この取組を先進的にやられていて、こういう確立も

していますので、進めていくというか、どんどん出してもらえるようにということの中で、乾燥機

の購入に対する少しでもの補助ということの検討はいかがでしょうか、お願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────島田住民税務課長。 

○住民税務課長（島田 誠） 

 再質問についてお答えをいたします。 

 まず、１点目、古新聞とかの周知の関係でございますけれども、現在、ごみのステーションに貼

られておりますカレンダーに書いてあります関係には古新聞ということで今限定して書かれており

ますけれども、可能性として、水分を取れるものであればいいということ。どこまでというのがな

かなか難しいので、古新聞と書いたほうがわかりやすいのかなと思うんですけれども、ホームペー

ジ等ではそういったところも広く含めて書くことができるのかなと考えております。 

 続いて、新聞の回収、村といたしましてはそういった新聞の提供というのは難しいと考えており

ますので、地域で、もしくはお知り合いの中でそういったことが対応できていただければいいのか

なというふうに考えております。 

 ３点目の質問、処理機の補助の関係でございますけれども、これまで私どもこの村では、皆様の

御協力の下、今の体制でやっておりますので、今のところそういった補助のほうは考えておりませ

んけれども、また研究といいますか、ほかの市町村は補助なんかもあるというふうに聞いておりま

すので、研究ということの余地もあるのかな考えております。 
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 よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 これまでも様々な困難があって、村民の皆さんの理解と協力を得ながら改善してきていると聞い

ております。新しい課題も様々あると思いますけれども、村内で出た廃棄物を村内で利用できる循

環型の仕組みというところ、また化学肥料の高騰だったり、農林水産省で進められているみどりの

食料システム戦略においても、この取組は大切になってくるかと思いますので、いろいろ研究して

いただけるという御答弁もありましたが、研究していただきながら村民と情報を共有しながら継続

していけるよう要望して、私の質問を終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で髙井央葉議員の質問を終わります。 

─────11番 黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 通告に従い質問をいたします。 

 私からは大きく２つの質問をいたします。 

 １つ目は、村民の足、公共交通と福祉についてちょっとお伺いします。 

 少子高齢化、人口減少と言われる中、昨日の質問でも多数出ていましたが、高山村も消滅可能自

治体のリストに入ってしまったということがあります。しかし、私たち議会としても地域の声を聞

き、地域の活性化につながるように議会報告会や小中学校の保護者などにアンケートを取るなど、

村民の生の声を聞き、活性化に努めているところであります。 

 その中で、やはり住民の足、特に学生や高齢者の足について利便性、またその改善をとの声が多

く聞かれます。議会報告会の中では、移住された方から、「こんなにも不便だとは思わなかった」

という声もいただきました。そこで、村民の足、また福祉の面で公共交通について質問をさせてい

ただきます。 

 １つ目は、昨年度、その前からですか、第２期公共交通計画の策定に向けて進められていると思

いますが、その策定に当たって村民のどのような意見を取り入れて、どのような利便性の改善を図

れるのか、現在の状況と見通しはどのようになっているのかをお聞きします。 

 ２つ目は、移動の足がない方、特に買物難民のために県内外の自治体では買物支援バスなどを行

っています。これは公共交通を併せたり、福祉の関係でやっているところもありますので、そうい

うことを高山村では運行を試すことはできないのでしょうか。 

 ３つ目、先ほどもお話ししましたように、保護者のアンケート調査の中で、やはり小中学生の保

護者の方からスクールバスの運行が強く書かれておりました。そのことについて村としてはどのよ
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うな考えをお持ちなのかお聞きします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 村民の足、公共交通と福祉についてお答えいたします。 

 村では、平成29年度に地域全体の公共交通システムの在り方や、具体的な公共交通サービスの取

組を定めた「高山村地域公共交通網形成計画」を策定し、令和２年６月には「地域公共交通の活性

化及び再生に関する法律」が改正されたことから、計画の名称を、これまでの「交通網形成計画」

から「地域公共交通計画」に変更いたしました。 

 そうした中で、前年度は本村の公共交通における今後の目標や施策等を示した第２期の運行計画

の基となる「高山村地域公共交通計画」を策定いたしました。この計画に基づき令和６年度におき

ましては、村民生活に必要となる効率的かつ持続可能な移動手段の確保を図るために、詳細な運行

計画となる「高山村地域公共交通再編実施計画」を策定することとしております。 

 そこで、まず初めに、現在の策定状況と今後の見通しについてのお尋ねでありますが、村では目

標年次を令和11年度とする「第六次高山村総合計画基本構想」において、高齢化に伴う運転免許証

返納者や交通手段をお持ちでない、いわゆる交通弱者などの増加に伴い、地域公共交通はますます

重要となってまいりますことから、公共交通再編の効果を検証しつつ、きめ細かなニーズに対応し

た公共交通体系の構築と利用促進を図ることとしております。 

 このため、現在、「第１期高山村地域公共交通計画」の状況分析を進めるとともに、須坂駅等へ

の広域移動の円滑性の確保や、村内移動の利便性の確保等を踏まえ、再編計画策定に向けて村民の

皆様からの御意見をお聞きする中で、より多くの皆様に利用していただける計画にしてまいりたい

と考えております。 

 次に、買物に支援が必要な方を対象とした買物支援バスなどの試験運行についてでありますが、

議員お話しのとおり、運転免許証の返納などにより移動手段がなく、日々の買物が困難になってい

る高齢者への支援は重要な課題であると同時に、村民の皆さんの足となる公共交通はますます必要

になってくるものと思っております。 

 一方、本村の公共交通を取り巻く環境は、人口減少による利用者の減少や交通事業従事者の不足

等による路線バスの減便を余儀なくされ、大変厳しい状況になっております。このため、議員ご提

言の買物支援バスの運行につきましては、先進事例等を参考に試験運行の可否を含めて第２期再編

計画の中で検討してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 また、小中学生のスクールバスの運行についてのお尋ねでありますが、現在、小中学生の登下校

の際利用していただいているバスは、幹線となる山田温泉線と朝夕の通勤・通学の時間帯に合わせ

臨時的に運行している奥山田、牧地域を対象とした支線系統路線となる山田温泉線により、それぞ
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れ利用いただいております。 

 そこで、議員お話しのスクールバスの導入につきましては、現在進めております第２期再編計画

の中で実施の可否等も含め検討してまいりたいと考えております。 

 したがいまして、本年度はこれまでの路線バスの利用状況や運行形態、現行計画における事業の

進捗状況や計画目標の達成状況等を十分に検証した上で、村民の皆様を始め、誰もが利用しやすい

公共交通システムの構築に向けて、しっかりと策定業務を進めてまいりたいと考えておりますので、

御理解賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 再質問させていただきます。 

 １つ目の計画の現状というので、私も今までに３回、４回と同じ質問をさせていただいておりま

すが、この第２期地域公共交通計画という形で令和４年から協議をする、また令和５年度末までに

は変更できない、令和６年度からであるという話があって、今現在、令和６年度でございます。そ

の状態でどのような意見を聞いて、どのような利便性を図ろうとしているのか、その多少の内容的

なことが何も出てきていないで、重要であります、利用を促進したいというのは分かるんですが、

どのようなことを改善しようとしているのか、そのあたりが見えないので、その辺をお答え願いた

い。 

 また、２つ目の買物難民ですが、これ公共交通と併せていくと非常に難しいかなと思って、福祉

の関係でやっているところが非常に多いです。その関係で、なぜそういうことが必要かというと、

今現在、いろんな物資もスマホ一個でアマゾンで届くとかいうこともありますけれども、昨日の梨

本議員の質問でもありました認知症の関係とかというのは、やはり地域の非常に問題であるという

答弁もいただきましたが、認知症に一番よい改善というか、対策というのは、１日に５人の人と話

す。これも子どもも一緒なんですよね。コミュニケーションが必要だというところで、やはり福祉

の関係でそういうバスを利用して人と話をしながら、また買物を楽しみながらということも、これ

から高齢社会になっていく中では非常に大切だと思うんですが、その辺のことも考えていただきた

いと思うのですが、その辺はどうでしょうか。 

 また、スクールバスに関しては、逆に村でもバスは何台かあります。こういうことも使えること

を考えていくと、昨日も質問もありましたが、やはり部活動の移動とかそういうことに関しても、

スクールバスがあるよという形になって使えると。昼間は買物のバスで使えるよという形を取れれ

ば、高山村って住みよいな、移住したいな、そういう考えになると思うんですが、その辺のことの

３点を再質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 再質問にお答えいたします。 

 まず、第１点目、どのように考えているのかということについては、いわゆるこの発端は路線バ

スが非常に維持困難ということで、どのような格好でということで、今まであった山田温泉までの

やつをＹＯＵ游ランドということで利用頻度も高いというふうな格好で、それに対して支線系統と

いうことを考えてきております。 

 今、議員、どのようなことでということで、これは公共交通が主体ですので、こういうふうな不

便なことがあるから、これをすぐ直すとかということは、なかなか規制の中でできない問題もあり

ますので、その辺はしっかりと問題点を整理しながらやってまいりたいと考えておりますので、ど

うぞよろしくお願いします。 

 次に、支援バスについては、いわゆる公共バスと離れて福祉というふうなところでの考え方とい

うふうに今御指摘されましたけれども、そうすると分離することになりますので、どういう格好が

いいのか、また十分に検討する必要があるかと思いますので、よろしくお願いします。 

 次に、スクールバスについては、これもやはり全く系統が変わってきますので、その辺も含めて

どういう格好がいいのか、当然、このスクールバスをやっているところの事例も把握できますので、

その辺はしっかりと把握しながらやってまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 今の答弁でもちょっと納得はいかないんですが、正直なところ、村をよくしようと思ったときに

どういう形ができるかということを、いろんな形で模索しながら検討していきたい。それは今の答

弁でも、どのような意見というのが出てきていないというのは、こういう意見があって、バス停を

近くしてほしいとか、便数を増やしてほしいとか、そういう答えが出てくるのかなと思ったんです

が、出てきませんでしたので、実際には、これは公共交通だけじゃなく、村の住民の足を考えると

いうことで、もう一度深く考えていただきたいなと切に思って、次の質問に移ります。 

 ２つ目の質問ですが、再生可能エネルギーの水力発電についてお伺いいたします。 

 ゼロカーボンとか、首長宣言とかいろいろありましたけれども、やはり再生可能エネルギーの推

進というのは、特に最近の燃料、また電気代の高騰なども踏まえて、非常に必要とされている、ま

た感じているところであります。 

 現在、村でも地産地消という考えから災害時の蓄電池も設備を考え、チャオルまた本年度は中学

校に太陽光発電や蓄電池設備を進めています。再生可能エネルギーでは太陽光発電、水力発電、風

力発電、バイオマス発電、様々なものがあります。どの発電も一長一短があるというところもあり
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ます。また併せて景観の問題や健康の問題など様々な問題もあると思います。 

 全国的には、火力発電は約７割が私どもの電力として使われておりますが、水力発電は再生可能

エネルギーの中でも本当に１％ぐらいだと思います。しかし、だからといって本村で何もしないと

いうのも問題はあると思います。 

 事例といたしまして、世界遺産の屋久島は、島民の電力は水力発電99.6％です。ほぼ水力発電で

す。ちなみに、それがあるので電気自動車は全国の販売数の倍以上が利用されています。また、充

電スタンドが島の中に相当あるんですが、それは島民であれば全て無料です。そういう形でやはり

地産地消をして地域を盛り上げるという形になっている。これは立地条件とかいろいろあるとは思

いますが、そういうことも考えて、私たちは天候に左右されない水力発電、特に小水力発電につい

て御質問をいたします。 

 １つ目は、樋沢川上流のほうで小水力発電の申請、また地域住民の説明会が２社ほどありました。

その後、村の対応とか、どのように進められているか、その辺をお聞かせください。 

 ２つ目は、県内外でのある程度の自治体でも農業用水などを利用した小水力発電の取組が行われ

ています。特に農業用水の多いのは富山県とか、また長野県でも安曇野とかありますけれども、先

日、４月11日には飯綱町で地産地消ということで水力発電、芋川のところで工事が始まりました。

来年の４月から発電を開始するということで、村の負担額は25％という形で行われるということで

す。 

 逆にそういうことも、私たち高山村の中でも、売電だけじゃなく、公共施設の電源であったり、

災害時の電源であったり、また住民や高齢者などの憩いの場でも電源として使えるように、地域の

暮らしに関わることでこの小水力発電を村でも進めたらどうかと思いますので、その取組について

お考えを教えてください。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 再生可能エネルギーと水力発電についてお答えいたします。 

 世界的な産業革命によって人類が化石エネルギーを使用して文明を築き上げた一方で、地球環境

への多大な影響は深刻化しており、近年では異常気象による大規模な自然災害が頻発化し、大変大

きな被害となっております。 

 このため、各国々では脱炭素化に向けた取組を強化するとともに、日本においても、国だけでな

く、各自治体もゼロカーボン宣言を行うなどして様々な対策に取り組んでいるところでございます。 

 そのようなことから、本村におきましては、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、地方

公共団体実行計画を策定するとともに、令和４年１月には「高山村地域再エネ導入戦略」を策定し、

再生可能エネルギーの活用に向けた取組を行っているところであります。 
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 そこで、民間の２事業者による樋沢川小水力発電事業への村の対応と今後についてでございます

が、議員お話しのとおり、現在、民間の２事業者が樋沢川に架かる林道湯沢線の待留橋付近から取

水して小水力発電事業の計画を進めております。この樋沢川は１級河川であることから、河川法で

定める許可と登録手続は県が行うため、直接村が申請を受け付け審査を行うことはありませんが、

村は河川の所在市町村として、これまで民間事業者からの問合せの窓口として総務課において対応

しております。 

 このため、村といたしましては、樋沢川での小水力発電事業が村や村民の皆さんにとって、どの

ようなメリットやデメリットがあるのかを十分検討する必要があると考えておりますので、事業者

から計画内容をお聞きした上で、議員の皆さんにも相談し、今後慎重に検討し、判断してまいりた

いと考えております。 

 次に、農業用水路を利用した小水力発電の取組についてのお尋ねでございますが、県内外の自治

体等におきましては、農業用水路に小型の発電機を設置して農業用施設や周辺集落等で発電による

電力を利用する事例が増えてきております。 

 本村でも多くの農業用水路が整備されていることや、扇状地特有の傾斜が小水力発電に適してい

ると言われております。そのようなことから、過去に村におきましても、農業用水路を利用して小

水力発電事業の実施に向けて調査を実施した経緯がありますが、費用対効果といった面などから実

施には至っておりません。 

 そのような中で、本村は年間を通じて降雨が少ない上に、酸性水の河川があることから、農業用

水の確保には、その昔から苦労してきた経緯があり、先人の皆さんは幾つもの山を越えて水を引い

てきた歴史がございます。このため、農業用水に対する思いは現在においても変わらず、地域の

方々によって大切に守られてきております。 

 そのようなことから、農業用水路への小水力発電につきましては、まずは農業用水の利害関係者

の御理解が必要であり、農業用水へ影響しないことが前提であると考えております。したがいまし

て、再生可能エネルギーの活用につきましては、地球温暖化を防止する観点などからも推進すべき

と考えておりますが、計画の実現に向けましては、これまでの経緯等を踏まえた上で関係者の合意

形成や、その他地域の実情等を考慮する必要があることから、慎重に検討してまいりたいと考えて

おりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

 ○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 再質問をいたします。 

 今の農業用水について水力発電というのは、ここ数年で相当状況も変わっていまして、落差が１

メートルでも発電するというところもあります。農業用水はやはり農業が一番ですので、農業用水
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の始めにつけるんじゃなくて、排水につけるというものを今もうやられています。要するに、農業

用水で余ったもの、また使わない時期、そういうのも含めて考えているところも多々あります。で

すから、農業用水といって全て農業用水ではありません。だから、本当に排水に係るところも利用

するということもできますし、また何億もかけてすごいものを作るというだけじゃなく、逆に小さ

な用水で発電をするというのは、昨年ちょっと視察はできませんでしたが、富山でもそういうとこ

ろでは農業用水の中に、本当に普通の水路の中でストンとはめるだけなんですね、そういう形で排

水路につけて、そこでちょっとした公園、あずまやを造って、今チャオルにはシニアカーの充電の

コンセントがありますけれども、そういう形で高齢者の憩いの場にしているところもありますし、

公園の電気をそれで使うというところもあります。ですから、考え方が農業用水というとどうして

も入り口になってしまうんですが、農業用排水と言えばいいのかな、そういう形でも今取り組まれ

ているところたくさんありますので、その辺も前向きに考えていただくことはできないのかなとい

うことを再質問いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 農業用水に関わる小水力発電事業についての再質問ということでお答えさせていただきます。 

 先ほども申し上げましたとおり、村といたしましては再生可能エネルギーの活用を推進していく

ということで、「高山村地域再エネ導入戦略」というものも策定させていただいております。その

ような中で、この時代の変化というもの、様々な機械の発達というものもしっかりと情報を得なが

ら今後進めていければというふうに考えております。 

 その中で、議員御提案いただきました農業用水の排水という視点、参考にさせていただければと

いうふうに思います。 

 いずれにしましても地域の皆様の暮らしとどのように関わっていくのかというものをしっかりと

意識した中で、今後の計画推進に努めていければというふうに思いますので、よろしくお願いいた

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────黒岩清道議員。 

○11番（黒岩清道議員） 

 今後について、地域の住民の暮らしも考えて、やはり採算が取れるから、取れないからというだ

けじゃなく、また環境とか、先ほどの話した飯綱町のはちょっとまだ分かりませんが、大きな水車

という話ですので、逆に一つの目玉になる形にもなり得る、そういうことも踏まえていろいろと検

討していっていただきたいなと思います。 

 以上で私からの質問を終わります。 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で黒岩清道議員の質問を終わります。 

 これより本休憩とします。 

 ただいまから議場内換気のため15分間休憩します。 

 会議は午前11時20分に再開します。 

午前11時04分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午前11時20分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────３番 滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 通告に従い質問します。 

 特定空き家対策の進捗状況について質問します。 

 令和３年12月定例会で特定空き家について一般質問をしましたが、その後の対応や進捗状況につ

いて質問いたします。 

 全国的に空き家問題が深刻化していることを受け、平成27年５月に施行された空き家等対策の推

進に関する特別措置法では、各自治体の責務として空き家等対策計画を作成し、これに基づく対策

の実施や必要な措置を適切に講ずるよう努めることとされています。高山村での対策はどのように

されていますか。 

 牧地区にある特定空き家は、相続人に対し協議中との答弁でありました。個人情報やプライバシ

ーの観点から説明ができる範囲内で回答を願います。 

 次に、特定空き家周辺の住民から改善の要望や、区の役員からも改善の要望が出されています。

この件に対して関係住民等に説明を行うことができないのか、答弁を求めます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜定住支援室長。 

○定住支援室長（建設水道課長）（山嵜賢一） 

 特定空き家対策の進捗状況についてお答えいたします。 

 近年、全国的に人口減少、少子高齢社会が進む中で、居住または使用されていないことが常態化

されている住宅等、いわゆる空き家が年々増加しております。このような空き家の中には、長期に

わたり適切な管理が行われず、放置されているものも少なくありません。 

 こうした管理不十分な空き家は地域の防災や公衆衛生の悪化、景観の阻害などにより、地域住民

の生活環境に及ぼす影響が深刻化してきております。 
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 このようなことから、村では「空き家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、本村におけ

る空き家対策を総合的かつ計画的に進めるため、村が取り組むべき空き家対策の基本的な考え方を

示した「高山村空き家等対策計画」を令和４年に策定しました。これに基づき、人の日常生活が営

まれず、居住、その他の使用がなされていない空き家等につきましては、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、連絡先が判明した時点で所有者等に空き家の状態等をお知らせするとともに、

早期に改善策を講じていただくよう助言や指導を行ってきております。 

 そこで、牧地区にある特定空き家に係る相続人との対応や進捗状況についてでありますが、議員

御指摘の空き家につきましては、これまで当該物件を管理されている方と定期的に連絡を取り、時

には面談も行いながら、これによる周辺住民への不安や生活環境への影響などをお伝えするととも

に、適正な管理や早急な対応が図られるよう、助言や指導を行ってきているところでございます。 

 このため、管理されている方からは、当該物件を解体処分したいとの意向をお聞きしております

とともに、先月には相続手続が済んでいることの確認もしているところでございます。 

 このため、村といたしましては、引き続き当該物件の管理者と連絡を取りながら、早急に対応し

ていただくようお願いしてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、特定空き家周辺の住民や区役員からの改善要望に対する関係住民等への説明を行うことに

ついてでございますが、様々な理由により適正に管理されていない空き家が地域住民の生活環境に

悪影響を及ぼすことに鑑み、空き家問題を地域社会の問題と捉え、地域住民、村、事業者、所有者

等が連携し、取り組むことが必要であると考えております。 

 このため、村といたしましては、機会を捉え地元の区長さんや役員さんに、これまでの管理され

ている方と面談した経過などをお伝えし、御理解いただきたいと考えておりますので、よろしくお

願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 再質問をお願いしたいと思います。答弁は内山村長にお願いしたいと思います。 

 今、課長のほうから、これまでの相談経過また地域住民に対してのお知らせの仕方等、一生懸命

対応しているというようなお話をいただきまして、本当に心強く思っております。 

 この特定空き家の質問、これは前任者も含め、令和３年３月議会、令和３年12月議会と過去に質

問があり、今回で ３回目の質問ということになりましたが、この特定空き家の定義は、特定空き

家とはいうことで、そのまま放置すれば倒壊等著しく、保安上の危険のおそれのある状態、または

著しく不衛生の有害であるおそれのある状態、適切に管理が行われていないことにより著しく景観

を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

にあると認められている空き家等を言うというふうにされております。 
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 したがいまして、この特定空き家に認定をするということをしない限りは、この特別措置法の中

で示されるものには該当していかないということで、この「空き家等対策の推進に関する特別措置

法」の中で示された特定空き家対策というようなことは、まず空き家の調査、特定空き家の指定、

次に助言・指導、そして勧告、これは住宅用地特例の対象から除外、これは固定資産税の優遇措置

が適用されなくなる関係で、固定資産税はおおよそ更地状態と同等の最大６倍となる場合があると

記されております。その後、命令ということで、この命令違反になると50万円以下の過料となりま

すと書かれております。 

 高山村においては固定資産税の高額な物件であるわけでもなく、評価額を６倍にしたところで問

題が解決するわけでもありません。また、50万円以下の過料を徴収することにつきましては弁護士

を立てて交渉するということになったりして、特定空き家に認定するメリットや法律に基づいた施

策が有効とは、高山村では思えません。したがって、現在、高山村ではこの特定空き家に該当する

物件はないということで自分も承知しております。 

 そこで、今後、施策の中では定住支援策と同じような考え方、区より相談された特定空き家のよ

うな廃墟に準ずるような建物の撤去費用として補助を行う、仮に１件当たり50万円の補助を行った

としまして、区よりは１年間に１棟までの上限として、高山村、区は28集落がありますが、20区か

ら申入れがあったとしても、おおよそ年間1,000万円程度の事業費があればできる事業というよう

に思います。今言いました50万円がいいのか、10万円がいいのか、100万円がいいのかというのは、

これからいろいろ検討する余地があるというふうに思いますが。そして毎年でなく、一度申請した

場合には２年間経過しないと再申請できないとか、いろいろな決まりを作り、運用面での工夫をし

て、公正で公平な運用を試みることを提案したいというふうに私は思います。 

 何よりも大事なことは、職員が率先してこの事業に取り組むことへの支援になることが必要では

ないかというふうに思っております。ただ行って交渉してこいということでなしに、地域住民の皆

さんがこういう思いで迷惑をしているという思いをつなげて、そして予算化し、その対応策の一助

になれば、これは有効な予算化ではないかと思いますけれども、この自分の意見に対して内山村長

の御意見を聞きたいというふうに思います。よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 それでは、特定空き家について再質問というよりも、提案ということで受け止めています。 

 まず、この特定空き家につきましては、議員もよく御存じのとおり、大きな社会問題なんですね。

当然、国としても対応しなきゃいけないということは考えておりますけれども、ただ一つに、地方

自治体だけで対処できる問題ではないだろうというふうに思っております。 

 しかし、議員のお話の中で、高山村の中には特定空き家はないんですけれども、いわゆる特定空



－84－ 

き家になる前に対策というのが一つあると思うんですね。そういう対策をどうするか、そして特定

空き家になった場合に、今御提案のそういったものについて何ができるのか、この辺はじっくりと

検討し、そして高山村だけの、一つの自治体だけの問題ではありませんので、特に御提案の件につ

いてしっかりと検討してまいりたい、このように考えておりますので、よろしくお願いします。 

 なお、全体として今年度もそうですけれども、各区の区長さんにはいろいろな意味で空き家情報

等を御提供いただいておりますことに、改めて感謝を申し上げたいと思います。ありがとうござい

ました。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で滝澤 聖議員の質問を終わります。 

─────７番 柴田弘男議員。 

○７番（柴田弘男議員） 

 通告に従い質問いたします。 

 私は、２問質問いたします。 

 まず初めに、小中学生の通学路について質問します。 

 今日もありましたが、子どもたちの交通事故はなくなりません。歩道を通学しているのに車が列

に飛び込んだり、運転手がよそ見したり、アクセルとブレーキを踏み間違えて突進したりで、子ど

もたちが危険にさらされています。事故が絶えません。今、少子高齢化の中、大事な子どもたちで

す。けがをさせては困ります。 

 そこで、議員として夏休み前に各地区で育成会の保護者懇談会があります。学校から先生が来て

いただき、子どもたちの夏休みの過ごし方や注意点を話していただいています。その中で、また通

学路で危険な場所を話し合っていますが、村内にはこんな通学路があります。荒井原の信号機があ

る交差点から水中区までの間のことですが、信号機から赤和の橋まではグリーンベルトがあり、久

保の交差点までは広い歩道があり、そこから久保交差点から水中は白線だけで歩道がありません。

道路は広くありますが、その場所にグリーンベルトをつけていただけないでしょうか。また、久保

の交差点に横断歩道をつけてと保護者からもありました。ここは村道ですので、できないでしょう

か、質問いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（山嵜賢一） 

 小中学生の通学路についてお答えいたします。 

 村では日頃から、須坂警察署や交通安全協会など関係機関や関係団体などと連携を図りながら、

交通安全啓発活動を始め、小中学校等における学校交通安全教室の開催など、交通安全対策の強化

に努めているところでございます。 
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 そのような中、通学路につきましては、毎年、村と小中学校のＰＴＡの皆さんや須坂建設事務所、

須坂警察署や村教育委員会などで組織する高山村通学路交通安全推進協議会において要望のあった

危険箇所などの現地調査を行った上で、必要に応じて改善を図るなど、通学路の安全確保に努めて

いるところであります。 

 中でも、横断歩道の設置につきましては、県公安委員会の管轄となりますことから、必要の都度、

対応窓口となる須坂警察署に要望し、改善に向けて鋭意努力しているところであります。 

 一方、交差点標示など道路上で警戒すべきことや危険を知らせ、注意深い運転を促すための警戒

標識及び路面標示などの設置につきましては、道路管理者の所管となるため、村道におきましては、

関係機関や関係団体などの皆さんと現地確認を行い、必要に応じて整備するなど、通学路等の安全

確保に努めているところであります。 

 そこで、高杜神社南側の交差点から水中区までの村道にグリーンベルトを設置することについて

でありますが、一般的にグリーンベルトは、多くの児童生徒が通学に利用する道路であることを示

すため、主に歩道と車道が区分されていない道路において、歩行者が通行でき、車が通行できない

範囲を示した緑色に塗装された路側帯のことを言い、ドライバーが車道と路側帯を視覚的に、より

明瞭に区分する目的で、道路管理者が設置するものであります。 

 そのため村では、これまで小学校周辺や通学路として利用者が多く、比較的車両等がスピードを

出しやすい通学路を中心に整備してきたところでございます。 

 そのような中で、議員御提言のグリーンベルトの設置につきましては、通学路としての利用者数

や交通量、道路幅員等を総合的に勘案しますと、緊急性を要する場所に当たらないのではないかと

考えておりますので、御理解賜りますようお願いいたします。 

 次に、高杜神社南側の交差点に横断歩道を設置することについてでありますが、横断歩道は「道

路交通法」や「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」の規定に基づき、警察が設置する道

路標示で、横断歩道を設置する場合は道路環境や交通量、交通事故の発生状況などを総合的に勘案

した上で、県公安委員会によって意思決定がなされるものであります。 

 そのようなことから、議員御質問の横断歩道の設置場所につきましては、須坂警察署に確認いた

しましたところ、個別の規制要綱に関しては須坂警察署において検討し対応したい旨の回答をいた

だいておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────柴田弘男議員。 

○７番（柴田弘男議員） 

 再質問いたします。 

 今、答弁でありましたが、交通量の多いところとありましたけれども、もっと子どもたちを考え

ていただいて、交通量とか、通学する子どもたちが少ないところだとか、そういうあれでいったら
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交通事故はなくならないと思われますが、どうなんでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山嵜建設水道課長。 

○建設水道課長（定住支援室長）（山嵜賢一） 

 ただいまの再質問につきまして回答したいと思います。 

 交通量等の関係につきましては、交通事故のほうに関連してくるかとは思いますが、今までもそ

うなんですが、関係機関あるいは関係団体の皆さんと状況を見させていただきながら、現地確認を

行い、通学路の安全確保に努めていきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────柴田弘男議員。 

○７番（柴田弘男議員） 

 今の答弁のとおり、各種団体、いろいろ協議いただいて、ぜひ子どもたちの安全のためにもお願

いしたいと思います。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 村内の文化財についての質問でございます。 

 私、2020年12月に一般質問いたしましたが、あれから４年が経過しましたが、文化財についての

会議、話合いはできているのでしょうか。あのときの答弁では、調査研究を行い、会議を開きます

と答弁がありました。再度質問いたします。 

 村内には山城がたくさんありますが、まず水中の月生城、雨引城、大岩城、城山城、福井原の福

井城、山田側では滝ノ入城、桝形城、宮村では高原城などがあります。前回と同じで、月生城と桝

形城を文化財に指定してほしいと思いますが、答弁お願いします。 

 また、それに加えて、今回は謙信道の間山峠から水中の灰野峠までの道の地図とか、説明立て札

などを作っていただけないでしょうか。 

 毎年、桜まつりで何人かの人に、どのように行ったらいいのでしょうかと道を聞かれます。答え

るのに、どういうふうに言っていいか、今新しい道とか、いろいろ道路ができて、説明に困るんで

すが、どういうふうにしたらいいでしょうか。質問します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────堀教育次長。 

○教育次長（堀 一生） 

 村内の文化財についてお答えいたします。 

 本村には多くの文化財が存在しており、それらはどれも先人の思いや努力、そして風土や歴史を

うかがい知ることのできる貴重な財産であり、これまで指定基準を満たした文化財として37件が村

指定文化財として登録されております。 
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 この村指定文化財の登録に当たりましては、高山村文化財保護条例に基づき、村にとって重要な

ものについてその保存及び活用のために必要な措置を講じ、もって村民の文化的向上に資するとと

もに、貴重な財産を後世に受け継いでいくため、指定文化財として認定しております。 

 そこで、月生城跡と桝形城跡はなぜ指定文化財に認定されないかとのお尋ねでございますが、現

在、村において指定文化財として指定した城跡はございませんが、月生城と桝形城を含む４か所の

城跡が指定の候補に挙がっております。これら４か所の城跡は、これまでも文化財保護審議会の委

員さんや、識見をお持ちの皆様から文献等の提供や御意見等を頂戴しながら、指定すべきかどうか

について調査研究を進めてまいりました。 

 しかしながら、委員さんの中には、他の自治体の文化財の指定の状況を勘案した上で、もう少し

資料が必要とのお考えの方や、コロナ禍で審議会が開催できなかったことなどから審議が進まない

まま現在に至っております。 

 そのようなことから、議員お話の指定文化財の認定に当たりましては、引き続き詳細な調査等が

必要であり、今後も、他の候補物件と同様に、順次、調査研究を進め、文化財保護審議会の御意見

をお聞きした上で、規定にのっとった手続を踏んでまいりたいと考えておりますので、御理解賜り

ますようお願いいたします。 

 次に、謙信道へ分かりやすい標柱や立て札を設置することについての御提言でありますが、村内

には戦国大名である上杉謙信が戦の際に使ったとされる、いわゆる謙信道が間山峠から灰野峠まで

続いており、桜の季節には五大桜を巡る桜トレッキングを始め、グループや御家族などが黒部から

水中までの間を行き来する際、謙信道を利用されておられます。 

 これまで村の実行委員会が行うトレッキングの際は、スタッフが参加することで謙信道を案内す

るため、特に標柱や立て札等を必要としておりませんでしたが、グループや御家族で利用される場

合などは、謙信道を紹介する標柱や立て札がほとんど設置されていないことから、不明な方などは

畑で農作業をされておられる方にお聞きしているものと思われます。 

 そのようなことから、謙信道は全長が長く、一部は現在の集落内道路で分断されるなど入り組ん

でいることや、一本道でないため、利用される皆様には村内各方面の道路を経由し、駐車される場

所や歩き始める箇所も異なってまいります。 

 したがいまして、標柱等の設置に当たりましては、地元の皆様との調整や適正な場所への設置な

ども含めて、関係の皆様の御意見をお聞きしながら検討してまいりたいと考えておりますので、御

理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────柴田弘男議員。 

○７番（柴田弘男議員） 

 ありがとうございました。 
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 山城の話は調査研究をこれからも続けてもらって、早めに指定していただければありがたいと思

います。 

 また、謙信道の話ですが、これもなかなか道路が変わったり何かしてよく分からないので、また

表札とか立て札とか、なるべく早く作っていただいて、お願いしたいと思います。お願いします。 

 これで終わります。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で柴田弘男議員の質問を終わります。 

 しばらく休憩します。これより本休憩とします。 

 会議は午後１時から再開します。 

午前11時52分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後１時00分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

─────８番 湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、通告に従いまして２件質問いたします。 

 初めに、食料・農業・農村基本法についてお聞きします。 

 1961年に制定されました農業基本法、旧基本法と申します。これでは農業は他産業と比べ、自然

的、社会的、経済的不利があり、その格差を埋めるのは国の責任と明確に規定しておりました。そ

のため、1942年（戦中）制定の食糧管理法、いわゆる食管法ですが、これを戦後も改正しながら政

府買入れ米価を継続してきました。 

 ところが1999年に食料・農業・農村基本法、現基本法が施行されたため、旧法は廃止されてしま

いました。この食料・農業・農村基本法の制定当初は、国民に対する食料の安定的な供給について

は世界の食料の需給及び貿易が不安定な要素を有していることに鑑み、国内の農業生産の増大を図

ることを基本とし、輸入及び備蓄とを適切に組み合わせて行わなければならないとしていましたが、

時がたつごとにだんだんと輸入の自由化政策を進め、農産物価格は低価格化していっております。 

 農業の特殊性を踏まえた理念を投げ捨て、農産物価格は市場原理に委ねられ、価格下落を野放し

にされました。新法成立当時の米価は60キロ当たり２万2,000円だったわけですが、今日では１万

3,000円前後となっております。そうしますと、多くの農家は兼業農家となり、農家の中心者は勤

労者になり、農業は妻や両親が受け継ぐ三ちゃん農業と言われる状況となりました。 

 そうしますと、皆さん御存じのように、農業従事者の減少は地域を衰退させてきました。地域に

よっては従来のお祭りが開催できなくなったり、地域の役員の引受け手が減少し、また地域の商店
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がなくなったり、そうしますと日常物資の購入も車を使わなければ入手できないという状態にもな

りました。 

 先日、本村を含む744自治体が消滅可能性自治体と報道されました。その根拠は、子どもを産む

中心の世代となる20から39歳の女性が半数以下に減少するとしてはいましたが、農漁業が国の重要

産業として位置づけられてこなかったから、地方が疲弊してしまったためではないかと私は考えま

す。 

 過去数十年前には、高山村でも夏は緑の田園風景が広がり、森林の木材の生産も行われ、そして

地域には商店もあり、慎ましくも農村で暮らしていける経済活動があったわけであります。 

 さて、現在開催中の通常国会で、食料・農業・農村基本法の一部を改正する法律案が審議され、

５月29日に成立しております。今回の食料・農業・農村基本法の一部改正案では、自給率の向上は

掲げておりません。現在、国の食料自給率は38％まで落ち込んでしまっております。反対に安定的

な輸入の確保で国内の生産物は減少しても、輸入品で賄うこととしております。これでは地方の衰

退が進んでいる現状をストップさせる施策とはなりません。 

 そこで質問いたします。 

 １、家族経営を中心とする本村農業から見まして、国の政策が十分かどうか、今回のこの食料・

農業・農村基本法の一部を改正する法律案について村長の見解を聞きます。 

 ２番目、本村農業の今後の重点施策としては、どのようなものをお考えか。 

 以上２点をお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 食料・農業・農村基本法についてお答えいたします。 

 国では、近年における世界の食料需給の変動、地球温暖化の進行、人口の減少、その他の食料、

農業及び農村をめぐる諸情勢の変化に対応し、食料安全保障の確保、環境と調和の取れた食料シス

テムの確立、農業の持続的な発展のための生産性の向上、農村における地域社会の維持等を図るた

め、食料・農業・農村基本法の改定案を２月27日に通常国会に提出されました。 

 この改正案は、国会内における委員会、本会議での審議に加え、地方視察や参考人質疑、地方公

聴会が実施されるなど、慎重に議論が交わされ、去る５月29日の参議院本会議において可決され、

成立したところであります。 

 そこで、食料・農業・農村基本法の一部改正についてのお尋ねでありますが、食料・農業・農村

基本法は平成11年に制定された農政の基本理念や政策の方向性を示す大変重要な法律で、今回の改

正では、昨今の課題に対応するため「食料安全保障の確保」、「環境と調和の取れた食料システム

の確立」、「農業の持続的な発展」、それと「農村の振興」の４点が基本理念として定められまし
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た。 

 さらに、これら基本理念達成のため、「食料の円滑な入手や農産物・農業資材の安定的な輸入の

確保」、「農業生産活動、食品産業の事業活動における環境への負荷の低減の促進等」、「多様な

農業者による農地の確保、農地の集団化・適正利用、農業生産の基盤の保全」のほか、「農地の保

全に資する共同活動や地域の資源を活用した事業活動の促進」など、基本理念ごとに基本的施策を

規定し、将来にわたる農業の持続や農村の地域社会の維持につなげることとしております。 

 このように、農業が抱える喫緊の課題の解決を図るために法改正が行われましたが、改正からま

だ間もないため、本村にどのような影響が生じるかは現時点で不明でありますので、今後の状況を

見極めるとともに、国や県の動向に注視してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。 

 次に、今後の本村農業の重点施策のお尋ねでありますが、村では、基幹産業である農業の振興を

図るため、新規就農者の確保に向けた就農相談会の実施などソフト対策のほか、中山間地域直接支

払制度や多面的機能支払制度の活用による面的な農地利用・保全に対する支援や、意欲ある担い手

が購入する資材や機械購入費用等への補助を行うなど、各種施策を講じ、農業が持続可能な産業と

して発展していけるよう支援を実施してまいりました。 

 今後は、従来の施策の確実な実施とともに、本村の農業が抱える課題を整理し、課題解決に向け

た新たな事業の導入や施策の充実を図ってまいりたいと考えております。 

 農業をめぐる情勢は厳しさを増しておりますが、農業者の皆さんが安心して作業に従事できるよ

う、引き続き村として万全のサポートをしてまいりたいと考えておりますので、御理解賜りますよ

うよろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、再質問をします。 

 国の2021年度の夫婦と子どもの１世帯当たりの平均所得は537万円だそうです。昨年の９月の議

会で令和４年度の国保会計の決算の説明がありました。令和４年度はぶどう農家の所得増があった

ため保険料収入が増加したとの報告があったわけです。本村のぶどう農家の所得も勤労者世帯と比

べるとどうなんでしょうか。長く専業農家をされていれば、年金は国民年金ですので、65歳以上の

高齢になられた場合、年金不足への対策は十分なんでしょうか。また、家族経営の中に現在専業と

してお子さんが参加してくれていれば、そのお子さんの国民年金の不足分も当然考慮しなければな

りません。そうしますと、現在のその収入だけで十分なのかというあたりがちょっと心配といいま

すか、気になるところであります。 

 当然、ぶどう農家さん以外の農産物の生産をされている方は、これはなかなか所得の確保は大変
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なものではないかというふうに私としては考えているところです。 

 ところで日本では家族農業への助成金はわずかです。ドイツでは農業所得に対する補助金は77％、

フランスは64％、日本は30％ということですので、やはりこれからぶどう農家さん以外も含めて価

格保障とか所得保障を抜本的に引き上げることが重要ではないかというふうに思います。 

 今回の法律の中で、必要食料を輸入すればよいということで進められた法律の一部改正案が可決

ということになったわけですが、これでは現在の農業また国内の農業者への支援が十分になるのか

どうか、本当に私としては心配しております。やはり国としては、まず食料自給率を50％に向上さ

せる、そういう目標を持つことが大変重要ではないかというふうに思います。当然そのための所得

保障も必要なわけであります。 

 そのことについて先ほど村長が、本村の重点政策をおっしゃられましたけれども、それだけで、

例えば新規就農の方についても高山村では耕地がそうは言っても一定の面積しかないということに

なりますし、新規就農の方も全国的に見れば人口が減っているという中で、大変厳しいものではな

いかというふうにも思います。やはり国自身の政策を変えていくということが大変重要ではないか

と思いますが、もう一度答弁をお願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 再質問にお答えします。 

 結論的に申し上げますと、本村の農業の継続というふうなところかなというふうに受け止めてお

ります。確かに本村の農業の経営とすれば、本村だけではなく日本農業の経営の主体はいわゆる家

族経営が主体であるというふうに考えております。その中で大規模経営とか、そういうふうなもの

はありますけれども、耕地の狭い本村においては、そういった点ではある意味大変厳しいという状

況にあることは十分に承知しております。 

 そういった耕地が狭い中で経営をするということは、やはり１つには収益性の上がる農産物を行

うというふうなところで、農家の皆さんも努力をしているというふうに思っております。その辺に

つきましてはＪＡと十分に連携を取りながら、支援策を進めながら農業の継続性というふうなもの

にしっかりと対応してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、再々質問をします。 

 国連では、2019年から28年までの10年を家族農業の10年と位置づけ、農場の運営から管理までの

大部分を１個の家族で営んでいる農業を家族農業としています。現在、世界の食料のうち約８割は
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家族農業で生産されているというふうに言われています。世界中の食卓を守る重要な役割となって

いる。これに国連が取り組む2030年までの持続可能な開発目標ＳＤＧｓの中でも貧困や飢餓の撲滅

が掲げられていることから、目標達成に向かう上で家族農業という持続性のある農業形態は特に注

目されているとしています。 

 国連としては、やはり食料品は各国で自給せよ、これが本筋の言っていることではないかと私は

考えております。 

 現在、本村の農家数は、平成７年が857戸でした。22年、15年後では799戸、令和２年、それから

また10年ぐらいたってですが、443戸と激減しているわけであります。農地面積は余り変わってい

ませんけれども、また新規就農の方がおいでになったりして、生産される作物などは違ってはきて

いますが、しかし、これから高齢化などによって不耕作地が生まれてくることも大変心配であると

いうふうに思っています。現在、役場としましても、農地の収容、農業委員会を通して努力されて

いるということは承知をしております。 

 このたびの食料・農業・農村基本法の一部の改正案では、本村のような家族経営農家には厳しい

状況が続くということが言えます。本村の多くは耕作面積が少なく、また、先ほどの村長の答弁で

もありましたが、果樹などの集約的農家、農業生産がほとんどだというふうにも思っております。

これから農家の後継者がいなくなれば、美しい地域の存続も、保存も厳しくなるという状態です。

まして近年の少子化も大変厳しいものがあるというふうに思います。 

 そこで、改めて村長に国に対して物を言っていただくということが大変大事ではないかと思いま

すので、他の市町村の首長さんも含めてお願いということでしていただければということでも結構

ですが、やはり内山村長から国に対して何とかしろということをおっしゃっていただきたいという

ふうに思いますが、よろしくお願いします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────内山村長。 

○村長（内山信行） 

 先ほども申し上げましたように、この農業の基本法というのはまだ改定されたばかりですので、

しっかりと見極めていく必要があるだろうと思われます。そういった中で、各自治体とも、特に長

野県内の町村においては農家数が非常に多いもんですから、それぞれの自治体でそういった課題は

多くお持ちと思います。検討を重ねながら注視し、そして町村会でもしっかりと議論されると思い

ますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、次の質問に移ります。 
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 本年１月１日に能登半島において震度７の大地震がありました。それから５か月が過ぎ、死者

245人、負傷者は1,313人、避難生活者は3,319人を数え、そのほかにもビニールハウスなどで生活

したり、県外に避難されている方もいらっしゃるというふうに聞いております。お亡くなりになら

れました皆さんにはお悔やみを申し上げ、被災された皆さんには早期の復興をお祈りいたします。 

 ところで最近の報道によれば、輪島市の朝市通りはようやく復興へ動き始めたという報道があり

ました。また、他の市内も復興に向けた動きはまだまだこれからのように聞いております。仮設住

宅では防音性能が弱くて隣のお宅の音が響いてきたりしているとの新聞報道もありました。人口流

出も進んでいるようであります。 

 さて、能登半島地震の発生直後の避難所が報道されておりますが、能登地震でも、日本のいつも

のように、当初、広い体育館にブルーシートを敷いた上に雑魚寝という様子が映し出されました。

地震発生直後だけでしたら、それも仕方がないというふうにも思いますが、やはり人間です、しば

らくすればプライバシーの保護がなく、個人の持ち物の管理もままならないということに気がつき

ます。早期にテントとか段ボールなどプライバシーの保護が必要になりますし、個人の持ち物の管

理もままならないということでは困ります。せめて世帯ごとにパーテーションなどで目隠しをする

ことが求められております。 

 そこで思い出されるのが４月の初め頃の台湾での大地震の避難所の様子がテレビなどで報道され

ました。被災直後にもかかわらず、早期にプライバシーの保護がされる様々な柄のテントが体育館

に敷き詰められている様子でした。これについてはＳＮＳなどでも拡散されております。先進国と

言われる日本との違いは何ですか。災害列島と言われる日本で余りにも被災者への配慮が欠けてい

たのが従来ではなかったでしょうか。 

 そこで、本村において大地震や大水害が起きた場合、緊急避難のための一時避難所から様々な課

題はある程度改善されることのできる２次避難所にスムーズに移行できるようにすることが大切で

はないかと考えます。 

 そこで、本村における大災害時の避難所対策についてお聞きします。 

 １つ、避難所においてプライバシーに配慮した場合、村内幾つかの避難所が指定されております

が、それぞれの場所ごとの収容者数はどのようになるでしょうか。 

 ２番目、プライバシーの保護のための資材としては十分なのか。 

 ３番目、空調などの環境整備の状況、ガソリン等の燃料確保策、また高齢者や障がい者、子ども

に関する対策は十分か。 

 ６番目、避難所に入らないという方への対策など考えている経過がありましたら、答弁をお願い

します。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 
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○総務課長（山﨑久志） 

 防災避難所についてお答えいたします。 

 国では、過去の災害において避難所における生活環境の確保に係る様々な課題が生じたことを踏

まえ、平成25年６月に災害対策基本法を改正し、市町村に対しては、避難所における良好な生活環

境を確保し、被災者の避難生活に対するきめ細かな支援を実施するよう求めております。 

 一方、長野県では、令和元年東日本台風災害に際し、多くの県民が長期間における避難所生活を

余儀なくされた教訓等を踏まえ、「長野県避難所運営マニュアル策定指針」を改定し、避難者の健

康を守り、その後の生活再建への活力を支えるため、避難所の質の向上に取り組むことが県と市町

村の責務であるとしております。 

 そのような中で、本年１月１日に発生した能登半島地震により、石川県を中心に甚大な被害が発

生し、家屋の倒壊等によって住まいを失った方など、今なお多くの方々が避難所生活を余儀なくさ

れておられますほか、４月３日には、議員お話しのとおり、台湾の花蓮沖でマグニチュード７を超

える大地震が発生し、この地震の影響により多くの人々が避難所での長期生活を強いられておりま

す。 

 こうしたことから、国際的にも避難所の生活環境の整備に高い関心が寄せられており、特に議員

お話しの４月に発生した台湾の花蓮地震では、災害後わずか３時間余りでプライバシーに配慮され

たパーテーション等による避難所を開設したことが報道等で大きく取り上げられております。 

 そこで、まず初めに、プライバシーに配慮した避難所の収容人数についてでありますが、村では

体育館等を中心に村内15か所の公共施設を「地域防災計画」に定める避難所に指定しておりますが、

その際、収容人数については長野県が策定した「避難所運営マニュアル策定指針」を参考に、通路

や間仕切りパーテーションの大きさを考慮し、施設ごとにその収容人数を算出しております。 

 このため、村が保有する縦横2.2メートルの間仕切りパーテーションを設置し、その中に家族２

名が生活することとした場合、主な避難所のうち、最も大きい避難所となる高山中学校体育館では

556人、次いで高山小学校体育館は296人、高山村保健福祉総合センターでは220人と算出しており、

全体では2,265人の収容人数を見込んでおります。 

 次に、プライバシー保護のための資材の確保についてでありますが、村では避難所における良好

な生活環境の確保を目指して、感染症対策やプライバシー保護のため、間仕切りパーテーション、

または簡易テントを300張保有しておりますほか、折り畳み簡易ベッドを300台備え、それぞれ各避

難所に設置されている防災コンテナに保管してあります。 

 こうした中で、間仕切りパーテーションや折りたたみ簡易ベッドが不足する避難所においては、

令和２年度に村内で段ボール資材を製造する２つの事業者と村が災害協定を締結して、災害時にお

いて優先的に段ボール資材が調達できることとしております。 

 次に、避難所における空調などの環境整備の状況についてでありますが、現在、村が指定する避
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難所のうち、エアコン等の空調設備が完備されている避難所は、保健福祉総合センターや牧地区農

業生活改善施設等の３か所でございます。このため、全ての避難所にエアコン等の空調設備を整備

することは、多額の費用がかかるなどの課題がありますことから、現在その代替として大型扇風機

45台、ジェットヒーター15台を保有し、避難所が開設された際に配備することとしております。 

 そのようなことから、避難所における電力の確保が極めて重要でありますことから、これまでに

防災拠点である役場庁舎や避難所となる保健福祉総合センターへ太陽光発電設備や蓄電池設備を整

備するとともに、前年度において高井トレーニングセンターではグラウンド照明設備のための非常

用電源装置を更新し、非常時には高井トレーニングセンターにも電力が供給できるよう整備させて

いただいたところでございます。 

 また、本年度は、避難所となる高山中学校への太陽光発電設備や蓄電池設備の整備を計画してお

り、さらなる避難所の非常用電源の確保に努めてまいることとしております。 

 次に、避難所におけるガソリン等の燃料確保策についてでありますが、避難所においてガソリン

や軽油、灯油等の燃料を備蓄するためには、専用施設や危険物取扱責任者の配置が必要になるほか、

燃料の長期保存による劣化が懸念されることなどから、使用する防災用品等については比較的管理

が容易である電化製品を調達することとし、併せて避難所への太陽光発電設備や蓄電池設備の整備、

公用車のＥＶ化等により避難所の非常用電源の確保に努めてまいりたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 次に、高齢者、障がい者、子どもに関する対策についてでありますが、議員御指摘のとおり、避

難所においては高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児等のいわゆる要配慮者への気配りや心配りが極

めて重要でありますことから、村では、各避難所において保有する間仕切りパーテーションを利用

して更衣室や授乳室、相談室等のプライバシー空間を設けることとしております。また、紙おむつ、

生理用品や乳幼児用の粉ミルク、使い捨て哺乳瓶のほか、おかゆやようかんなどの高齢者が食べや

すい保存食等の備蓄についても計画的に進めており、今後とも避難所における多様なニーズに対応

してまいりたいと考えております。 

 次に、指定避難所以外に避難する住民への対策についてでありますが、国、県では避難所におけ

る感染症の集団感染予防等の観点から指定避難所への避難のほか、分散避難として、安全な親戚、

知人宅や車による避難についても推奨しており、特に車による避難については建物倒壊の危険がな

く、プライバシー空間を確保できるなどのメリットがありますものの、車中泊により同じ姿勢を長

く取り続けることによるエコノミークラス症候群に注意しなければならないことなどが指摘されて

おります。 

 また、このように避難所以外の場所に避難する場合は、避難所の把握ができないため、村や区に

おいて安否確認が困難であることや、物資の支援、情報等が届きにくいといった課題もあることか

ら、村では令和２年度から進めている地区防災マップ策定支援事業に基づき、地区ごとの避難のタ
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イミングや避難経路の検討に加えて、自ら避難先等を、区の役員や避難所に報告する仕組みづくり

も一緒に進めているところであります。 

 したがいまして、今後も村民の皆様が避難所への避難をためらうことなく、逃げ遅れをなくし、

犠牲者を出さないためにも、避難所の機能強化等を図るとともに、避難所の生活環境の向上に向け

た様々な資機材や食料品等を増やすなどして、地震や大雨などによる大規模自然災害に備えて万全

を期してまいたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 それでは、再質問をいたします。 

 今、各収容所でのプライバシーを配慮した場合の収容者の数などをお聞きしましたが、私は、例

えば大災害発生の当初については、今おっしゃられた各村指定の場所に皆さんが殺到という言い方

は大変申し訳ないですが、大勢がお出かけいただくということも、様々なものを準備するというこ

とを考える場合、本当に正しいのかという感じがしないでもないです。それで、本当に災害当初と

してみれば、各地域に集会所がありますので、それこそ雑魚寝の状態であっても、まずはそういう

ところに避難していただいて、そして今度、村の施設の関係については村の職員の皆さん中心とい

いうことになるか、一定の決められた皆さんがおいでになるとは思うんですが、そういう皆さんが

十分に準備していただくという形の中で避難所の準備をしていただいて、それから住民の皆さんに

は避難所に移っていただくというようなやり方が大事ではないかというふうに思っております。 

 ということで、やはり地域の集会所をそれなりにというと変ですが、十分地域の皆さんに、まず

それこそ緊急の場合での避難場所として利用していただくような形の施設にしていくということが

大事ではないかと思うんですが、そのことについてはいかがでしょうか。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────山﨑総務課長。 

○総務課長（山﨑久志） 

 大規模災害等発生した場合の初動の手続といいますか、動き方についての御質問かと受け止めて

おりますが、よろしくお願いいたします。 

 やはり大規模の災害等が発生した場合、様々な条件をどこまで想定できるのかという問題もあり

ますけれども、ある程度想定する中で準備は必要かなと。そんな中で、先ほど答弁でもお話しさせ

ていただきました、令和２年度から各地区で地区防災マップの策定支援事業ということで、何かあ

ったときに村民の方自らどのように動いていくのか、そして地域としてどのように安全を確保して

いくのか、どうやって避難所まで動いていくのかという様々なことを想定していただく中で話し合

いを進めてきて、それぞれの地区の一つの考え方というものも示されてきているのかというふうに
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思っております。 

 まだまだ全ての地区の策定はできておりませんけれども、そういう機会を捉えて、村民の方自ら

どう考えていくのか、どう動いていくのかというものも意識していただけると大変ありがたいかな

というふうに思っております。村としましては、引き続きこの支援事業をしっかりと進め、自らの

安全を確保するためにという意識の高揚につなげていければというふうに考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

─────湯本辰雄議員。 

○８番（湯本辰雄議員） 

 以上で私の質問を終わりにしますけれども、これからいよいよ梅雨に入り、大雨ということも考

えられますので、ぜひ災害のない村ということで取り組んでいただきますよう改めてお願いして、

終わりにします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 以上で湯本辰雄議員の質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全て終了しました。 

 本日はこれで散会します。 

 大変お疲れさまでした。 

午後１時39分  散 会 

                                  

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年６月７日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 

 

                 署 名 議 員  柴 田 弘 男 

 

                 署 名 議 員  湯 本 辰 雄 

 

                 署 名 議 員  山 嵜 秀 治 
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令和６年第２回高山村議会６月定例会会議録（第４号） 

 

令和６年６月14日（金曜日） 

                                  

    議 事 日 程 

日程第１ 議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

日程第２ 議案第33号 村税条例の一部を改正する条例 

日程第３ 議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

           を改正する条例 

日程第４ 議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を 

           定める条例の一部を改正する条例 

日程第５ 議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援 

           等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

           の一部を改正する条例 

日程第６ 議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号） 

日程第７ 議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

日程第８ 議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号） 

日程第９ 陳情第１号 「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書」採択を求める陳 

           情書 

日程第10 陳情第２号 「さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算増額を求める意見書」 

           採択を求める陳情書 

日程第11 発議第３号 介護報酬の再改定を求める意見書 

追加日程第１ 発議第４号 義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書 

追加日程第２ 発議第５号 さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算の増額を求める意 

             見書 

日程第12 閉会中の継続調査の申出について 

日程第13 議員派遣について 

──────────────────────────────────── 

    本日の会議に付議した事件 

１ 議案第32号～議案第39号 

２ 陳情第１号、陳情第２号 

３ 発議第３号～発議第５号 

４ 閉会中の継続調査の申出について 
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５ 議員派遣について 

──────────────────────────────────── 

    出 席 議 員（12名） 

１番 久保田 雄 吉 議員       ２番 勝 山 正 弘 議員 

３番 滝 澤   聖 議員       ４番 梨 本   進 議員 

５番 沖 島 祥 介 議員       ６番 髙 井 央 葉 議員 

７番 柴 田 弘 男 議員       ８番 湯 本 辰 雄 議員 

９番 松 本   茂 議員       10番 山 嵜 秀 治 議員 

11番 黒 岩 清 道 議員       12番 西 原 澄 夫 議員 

──────────────────────────────────── 

    欠 席 議 員（なし） 

──────────────────────────────────── 

    説明のため出席した者 

村 長 内 山 信 行  副 村 長 藤 沢 敏 和 

教 育 長 澁 谷 茂 夫  総 務 課 長 山 﨑 久 志 

住民税務課長 

(会計管理者) 
島 田   誠  健康福祉課長 黒 岩   慎 

産業振興課長 山 㟢 隆 広  
建設水道課長 

(定住支援室長) 
山 嵜 賢 一 

教 育 次 長 

(人権推進室長) 
堀   一 生    

──────────────────────────────────── 

    事務局出席職員 

事 務 局 長 宮 川 洋 一  書 記 槇 田 和 子 

                                  

 

午後１時31分  開 議 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから本日の会議を開きます。 

 なお、本日の日程はお手元に配付しました印刷物のとおりです。 

 

──────────────────────────────────── 

諸般の報告 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程に先立ち、諸般の報告を行います。 
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 広報担当職員による写真撮影を会議規則第102条によって許可しましたので、報告します。 

 これで諸般の報告を終わります。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第１ 議案第32号 

～  

日程第８ 議案第39号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第１ 議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例か

ら日程第８ 議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）までの８件を一括

議題とします。 

 議案第32号から議案第34号の３件について、委員長の報告を求めます。 

─────沖島総務文教常任委員長。 

○総務文教常任委員長（沖島祥介議員） 

 ただいま議題となっております総務文教委員会に付託されました案件は、議案第32号、議案第33

号及び議案第34号の３件です。 

 審査の経過及び結果について報告します。 

 委員会は、去る６月11日午前10時より、委員１名欠席の下、所管の職員の出席を求め、委員外議

員の発言を許可し、慎重に審議しました。 

 議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例及び議案第33

号 村税条例の一部を改正する条例については、特段質疑もなく討論を省略して採決の結果、全員

賛成で原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

 議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例については、たかやま保育園の現状について質疑が行われ、討論を省略して採決の結果、全

員賛成で原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

 以上で、総務文教常任委員会に付託されました議案３件についての審査の経過及び結果の報告と

いたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 議案第35号及び議案第36号の２件について、委員長の報告を求めます。 

─────梨本福祉産建常任委員長。 

○福祉産建常任委員長（梨本 進議員） 

 ただいま議題となっております福祉産建常任委員会に付託されました案件は、議案第35号及び議

案第36号の２件であります。 
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 審査の経過及び結果について報告いたします。 

 委員会は、去る６月11日午前10時50分から、委員全員出席の下、所管の職員の出席を求め、委員

外議員の発言を許可し、慎重に審査を行いました。 

 議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部を改正する条例及び議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例の意見については、特段質疑はなく、討論を省略し、採決の結果、全員賛成で可決

すべきものと決定しました。 

 以上で、福祉産建常任委員会に付託されました議案２件の審査の経過及び結果の報告とします。 

 議員各位におかれましては、適切な判断の上、御賛同賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 議案第37号から議案第39号の３件について、委員長の報告を求めます。 

─────髙井予算決算常任委員長。 

○予算決算常任委員長（髙井央葉議員） 

 ただいま議題となっております予算決算常任委員会に付託されました所管事項について、委員会

審査の経過並びに結果を報告します。 

 付託されました案件は議案第37号から議案第39号までの３件です。 

 委員会は、去る６月10日午前10時より、10人の委員出席の下、所管の職員の出席を求め、慎重に

審査を行いました。 

 審査は、所管課ごとに細部説明を受け、各委員から質疑、意見、要望などがありました。主な質

疑と答弁を議案ごとに申し上げます。 

 初めに、議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号）において、住民税務課の定

額減税調整給付金事業について、事務作業の増加に伴う職員の負担増について質問があり、当該業

務を業者に依頼しているほか、作業については課内及び庁内の協力体制の中で対応したいと考えて

おり、村民に不利益にならないよう進めていくとの回答がありました。 

 健康福祉課の住民税所得割非課税世帯に対する臨時交付金事業において、低所得の特に子育て世

帯に対して、底上げの支援が必要ではないかとの質問があり、この事業は国の交付金を活用して行

っているが、支援が必要な子育て世帯は個々に状況が異なることから、課を超えて横断的に対応し

ていきたいとの回答がありました。 

 続いて、議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号）において、一

般管理一般経費について、前の保険証に関わる有効期限やマイナンバーカードを持っていない、も

しくはマイナ保険証とひもづいていない村民への対応について質問があり、次回の有効期限は令和

７年７月31日となること、対応については、臨時的に資格確認証を発行するなどしていくが、今後
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国や県から示される細かい方針を注視していく旨の回答がありました。 

 次に、議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）においては、建設改良

費のマンホール蓋更新工事について、更新箇所数、マンホール蓋のデザイン、工法について質問が

あり、50か所の更新を予定していること、デザインについては現在高井側で使用されているいちい

がデザインされているものに順次変えていく予定であること、また、除雪対応型を採用し、工法に

ついても除雪車の支障になることがないように施工していく等の回答がありました。 

 採決については、改めて６月11日午前11時40分より、10人の委員出席の下、委員会を開催し、討

論を省略して挙手による採決を行いました。その結果、議案第37号 令和６年度高山村一般会計補

正予算（第１号）は全員賛成、議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第

１号）は賛成多数、議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）は全員賛成

で、原案のとおり可決すべきものと決定しました。 

 この補正予算の執行に当たりましては、村民のよりよい暮らしのために反映されますことを、委

員長として切に要望します。 

 以上で、予算決算常任委員会に付託されました議案３件の審査の経過及びその結果の報告としま

す。ありがとうございました。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから議案第32号について、委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第32号 特別職の職員で常勤の者等の給与に関する条例の一部を改正する条例を採

決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 
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 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第33号について、委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第33号 村税条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第34号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第34号 高山村家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第35号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第35号 高山村地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る基準を

定める条例の一部を改正する条例を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第36号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第36号 高山村指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を
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採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第37号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第37号 令和６年度高山村一般会計補正予算（第１号）を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 これから議案第38号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 原案に反対者の発言を許します。 

─────10番 山嵜秀治議員。 

○10番（山嵜秀治議員） 
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 議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について反対の立場か

ら討論します。 

 今回の補正予算の主な内容は、12月２日から新たな保険証の発行を停止し、マイナンバーカード

と一体化したマイナ保険証に移行するためのシステム改修というものです。 

 本村だけで何とかなるというものではないということは重々承知しておりますが、仕方がないか

ら賛成という立場に立つわけにはいきません。 

 そもそも、マイナンバーカードの取得は義務ではありませんでした。それを、マイナポイントの

付与などで取得を強引に進め、今度は紙の保険証をなくしてしまうというものです。マイナ保険証

の登録者数は全国で約7,254万8,000人、全人口の約６割といいます。政府関係者は、国民へのポイ

ント付与事業で登録を呼びかけたことが一定の成果を上げたとしています。 

 本村のマイナンバーカード取得は5,087枚、76.5％で、県内では11番目に多いということですが、

逆に言うと、取得者が多いほうの自治体といえども、約４分の１の方はマイナンバーカードを取得

されていないのです。これを国保に当てはめますと、国保の加入者は約1,600人、このうち、４分

の１の400人前後の方がマイナンバーカードを取得されていないということになります。 

 こうした皆さんは、紙の保険証の期限となる来年の７月31日までにマイナンバーカードを取得し

保険証とひもづけするのか、資格確認証を発行してもらうのかの選択を迫られることになります。 

 マイナ保険証の利用は、４月時点で6.56％にとどまっています。マイナ保険証をめぐるトラブル

が利用低迷に追い打ちをかけました。健康保険証などが誤って別人のマイナンバーとひもづけられ

た事案が発覚し、利用率は減少したのです。厚生労働省は、５月から７月を集中取組月間と位置づ

け、利用人数の増加に応じて医療機関に支援金を支給することも進めます。利用者を増やした病院

には20万円、クリニックや薬局には10万円、こんなことまでして利用率を上げようと躍起になって

いるのです。 

 しかし、医療現場からはマイナ保険証への一本化に不安の声が広がっているという報道もありま

す。10万人を超える医師や歯科医師が加入する保険医団体連合会の担当者は、既にカードリーダー

によるマイナ保険証の認証でトラブルが頻発している、同意手続で何度も画面に触れることにスト

レスを感じる高齢者が多く、このままでは12月から医療機関の窓口がパンクすると危惧している、

こうした報道です。 

 義務ではないマイナンバーカードの取得や保険証のひもづけを強引に進め、12月２日以降新規の

紙の保険証を発行しないというこんなことはやめ、紙の保険証は残すべきです。 

 こうした点で、最初に述べましたように村だけでどうなるというものではありませんが、だから

仕方がないという態度は取れません。 

 以上、述べまして反対討論とします。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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  原案に賛成者の発言を許します。 

─────２番 勝山正弘議員。 

○２番（勝山正弘議員） 

 ただいま議題となっております議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算

（第１号）について賛成の立場から討論いたします。 

 国民健康保険は、国民皆保険制度の中核を担い、地域医療の確保や地域住民の健康の保持、増進

に大変重要な役割を果たす医療のセーフティーネットと言える保険制度であります。 

 そのような中で、今回の補正予算は、国によるデジタル化の推進により全国的にマイナンバーカ

ードが普及していることを背景に、保険証との一体化に対応するためのシステム改修に関わる経費

などが盛り込まれた予算となっています。 

 このマイナンバーカードは、本人確認書類になる、コンビニエンスストアで各種証明が取得でき、

健康保険証としても使え、オンラインで行政手続ができるマイナポータルで暮らしがもっと便利に

なるなどのメリットに加え、今後、運転免許証との一体化が予定されていることなど、その効果を

十分発揮できるよう、今回の補正予算は必要なものと考えられます。 

 また、マイナンバー制度は、社会保障や税、災害対策といった分野で効率的に情報を管理し、複

数の機関が保有する個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用されるもので、国

民の利便性の向上や行政の効率化、公平公正な社会を実現する社会基盤づくりに必要不可欠なもの

であり、今後ますますその役割が重要になってくるものと思われます。 

 以上のことを踏まえ、本予算に計上された事業について、迅速かつ適切な事業推進に図られるこ

とを要望して、賛成討論とします。 

 議員各位には、御賛同賜りますようお願い申し上げます。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 原案に反対者の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第38号 令和６年度高山村国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手９人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手多数です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 
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 これから議案第39号についての質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから議案第39号 令和６年度高山村下水道事業会計補正予算（第１号）を採決します。 

 本案に対する委員長の報告は可決です。 

 本案は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本案は委員長の報告のとおり可決されました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第９ 陳情第１号 

～  

日程第10 陳情第２号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第９ 陳情第１号 「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書」採択を求める

陳情書及び日程第10 陳情第２号 「さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算増額を求

める意見書」採択を求める陳情書の２件を一括議題とします。 

 陳情第１号及び陳情第２号について、委員長の報告を求めます。 

─────沖島総務文教常任委員長。 

○総務文教常任委員長（沖島祥介議員） 

 ただいま議題となっております総務文教常任委員会に付託されました案件は、陳情第１号及び陳

情第２号であります。 

 審査の経過及び結果について報告いたします。 

 委員会は、去る６月11日午前10時15分より、委員１名欠席の下、委員外議員の発言を許可し、慎
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重に審査しました。 

 陳情第１号 「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書」並びに陳情第２号 「さ

らなる少人数学級推進と教員増のための教育予算増額を求める意見書」ともに特段質疑はなく、討

論を省略し、採決の結果、陳情第１号及び陳情第２号は全員賛成で採択すべきものと決定しました。 

 以上、本委員会に付託されました陳情２件についての審査の経過及び結果の報告といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから陳情第１号について、委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから陳情第１号 「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書」採択を求める陳

情書を採決します。 

 この陳情に対する委員長の報告は採択です。 

 この陳情は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 この陳情は委員長の報告のとおり採択することに決定しました。 

 これから陳情第２号について、委員長の報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから陳情第２号 「さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算増額を求める意見書」

採択を求める陳情書を採決します。 

 この陳情に対する委員長の報告は採択です。 

 この陳情は、委員長の報告のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 この陳情は委員長の報告のとおり採択することに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第11 発議第３号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第11 発議第３号 介護報酬の再改定を求める意見書を議題とします。 

 職員に朗読させます。 

─────書記 槇田和子さん。 

○書記（槇田和子） 

＝発議第３号朗読＝ 

令和６年６月14日 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 様 

提出者 高山村議会議員 髙 井 央 葉 

賛成者 高山村議会議員 湯 本 辰 雄 

 

介護報酬の再改定を求める意見書 

 

 上記の議案を、別紙のとおり会議規則第13条の規定により提出します。 

 

介護報酬の再改定を求める意見書（案） 

 

 介護報酬の改定で、訪問看護の基本報酬が４月から引き下げられました。身体介護、生活援助な

ど訪問介護は一人暮らしの方をはじめ、要介護者や家族の在宅生活を支えるうえで欠かせないサー

ビスです。 

 介護報酬の引下げで訪問介護事業所、とりわけ小規模・零細事業所が経営難に陥り、在宅介護の
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基盤が失われる恐れがあります。すでに2023年の訪問介護事業所の倒産は67件と過去最高となって

いて、ほとんどが地域に密着した小規模・零細事務所です。 

 訪問介護の人手不足は深刻です。 

 ６月５日の衆議院厚生労働委員会では全会一致で「介護・障害福祉分野の人材の確保及び定着を

促進するとともにサービス提供体制を整備するための介護・障害福祉従事者の処遇改善に関する件」

が決議されています。決議は、介護・障害福祉従事者は「重要な職責を担っている」と指摘し、他

産業の給与水準と比べて低い状況だとして「優れた人材の確保」「サービス提供体制を整備」する

ため、「令和６年度の報酬改定の影響について、介護事業者等の意見も聴き速やかで十分な検証を

行い、介護・福祉従事者の賃金を始めとする処遇の改善に資するための施策の在り方について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるべき」としています。 

 以上のことから以下の項目について要請します。 

 １、訪問介護報酬引上げの再改定を早急に行うこと。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和６年 月 日 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 

内閣総理大臣 

厚生労働大臣  あて 

財務大臣 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 本件についての趣旨説明を求めます。 

─────６番 髙井央葉議員。 

○６番（髙井央葉議員） 

 ただいま議題となっております発議第３号 介護報酬の再改定を求める意見書の趣旨説明を申し

上げます。 

 ４月からの介護報酬の改定で、地域の実情に応じた柔軟かつ効率的な取組を推進するとして、訪

問介護の基本報酬が引き下げられました。 

 しかしながら、この改定では、特に地方において現在でも深刻な訪問介護の人手不足に拍車をか

け、要介護者とその家族の生活を支える上で欠かせない訪問介護サービスの崩壊も懸念されます。 

 本意見書は、訪問介護の基本報酬引下げについて、訪問介護を始めとする介護事業者等の意見も

聞きながら十分な検証を行い、介護、障害福祉従事者の賃金を含む処遇の改善について検討し、安



－113－ 

定した介護体制を構築し、年齢を重ねても地域住民が安心して暮らせる社会の実現を要望するもの

です。 

 議員各位の御賛同をお願い申し上げ、趣旨説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから発議第３号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから発議第３号 介護報酬の再改定を求める意見書を採決します。 

 本件は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本件は原案のとおり可決されました。 

 しばらく休憩します。 

午後２時06分  休 憩 

──────────────────────────────────── 

午後２時08分  再 開 

○議 長（西原澄夫議員） 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 お諮りします。 

 ただいま滝澤 聖議員外２名から発議第４号が提出されました。これを日程に追加し、追加日程

第１として議題にしたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 発議第４号を日程に追加し、追加日程第１として議題とすることに決定しました。 



－114－ 

 

──────────────────────────────────── 

追加日程第１ 発議第４号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 追加日程第１ 発議第４号 義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書を議題としま

す。 

 職員に朗読させます。 

─────書記 槇田和子さん。 

○書記（槇田和子） 

＝発議第４号朗読＝ 

令和６年６月14日 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 様 

提出者 高山村議会議員 滝 澤   聖 

賛成者 高山村議会議員 髙 井 央 葉 

山 嵜 秀 治 

 

義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書 

 

 上記の議案を、別紙のとおり会議規則第13条の規定により提出します。 

 

義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書（案） 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣  あて 

財務大臣 

総務大臣 

文部科学大臣 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 

 

 2025年度から小学校の学級定員は全学年で35人となります。しかし、多様化し複雑化する教育へ

の要請に応えるためには、中学校を含めさらなる学級定員の引き下げが望まれます。 

 長野県では、2013年度に小中学校全学年で35人学級が実現しました。また、複式学級の定員につ
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いても独自に小中学校とも８人としています。しかし、義務標準法の裏付けがないため財政的負担

は大きく、学級増による教員増の多くを臨時的任用で対応している状況です。また、小学校の専科

教員は国基準で配置され、県基準の学級数と連動していないという課題もあります。 

 義務教育費国庫負担制度については、2006年に国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げら

れました。厳しい財政状況の中、独自財源により教員配置を行っている自治体もありますが、公教

育において自治体間の格差が生じることは大きな問題です。国の責任で十分な教員配置のための財

源保障をし、全国どこに住んでいても、子どもたちが一定水準の教育を受けられるようにすること

は憲法上の要請です。そして、ゆたかな子どもの学びを保障するための条件整備は不可欠です。 

 よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が計画

的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要請します。 

 

記 

 

１ 教育の機会均等とその水準の維持向上のために必要不可欠な義務教育費国庫負担制度を堅持し、

負担率を２分の１に復元するなど拡充すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 本件についての趣旨説明を求めます。 

─────３番 滝澤 聖議員。 

○３番（滝澤 聖議員） 

 ただいま議題となっております発議第４号 義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見

書の趣旨説明を申し上げます。 

 義務教育費国庫負担制度は、全国全ての地域において必要な教職員を確保し、義務教育の機会均

等と教育水準の維持向上を図るための制度として大変重要なものであります。 

 しかし、国の三位一体改革により国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げられたことから、

地方自治体は教育行政の実情により余儀なく人的措置等を独自財源により補っており、各自治体が

保有する財政力の差によって自治体間で教育格差が生じることが問題となっております。 

 意見書は、義務教育の機会均等とその水準の維持向上及び地方財政の安定を図るため、必要不可

欠な国庫負担制度を堅持し、国の負担率を２分の１に復元するなど拡充を求めるものです。 

 議員各位の御賛同をお願い申し上げ、趣旨説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 
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 これから発議第４号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから発議第４号 義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める意見書を採決します。 

 本件は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本件は原案のとおり可決されました。 

 お諮りします。 

 ただいま柴田弘男議員外２名から発議第５号が提出されました。これを日程に追加し、追加日程

第２として議題としたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 発議第５号を日程に追加し、追加日程第２として議題とすることに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

追加日程第２ 発議第５号 

○議 長（西原澄夫議員） 

 追加日程第２ 発議第５号 さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算の増額を求める

意見書を議題とします。 

 職員に朗読させます。 

─────書記 槇田和子さん。 

○書記（槇田和子） 

＝発議第５号朗読＝ 
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令和６年６月14日 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 様 

提出者 高山村議会議員 柴 田 弘 男 

賛成者 高山村議会議員 髙 井 央 葉 

山 嵜 秀 治 

 

さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算の増額を求める意見書 

 

 上記の議案を、別紙のとおり会議規則第13条の規定により提出します。 

 

さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算の増額を求める意見書（案） 

 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣  あて 

財務大臣 

総務大臣 

文部科学大臣 

高山村議会議長 西 原 澄 夫 

 

 2025年度から小学校の学級定員は全学年で35人となります。しかし、多様化し複雑化する教育へ

の要請に応えるためには、中学校を含めさらなる学級定員の引き下げが望まれます。 

 長野県では2013年度に小中学校全学年で35人学級が実現しました。また、複式学級の定員につい

ても独自に小中学校とも８人としています。しかし、義務標準法の裏付けがないため財政的負担は

大きく、学級増による教員増の多くを臨時的任用で対応している状況です。また、小学校の専科教

員は国基準で配置され、県基準の学級数と連動していないという課題もあります。 

 学校現場では、個別最適な学びと協働的な学びの実現に向けたＧＩＧＡスクール構想への対応、

貧困・いじめ・不登校など解決すべき課題が山積しており、子どもたちのゆたかな学びを実現する

ための教材研究や授業準備の時間を十分に確保することが困難な状況となっています。さらには教

員不足も深刻で、欠員が常態化し子どもたちの学びを保障できない状況が生じています。ゆたかな

学びや学校の「働き方改革」を実現するためには、早急に30人学級を実現するなど、さらなる少人

数学級推進と抜本的な定数改善計画に基づく教職員定数の改善が不可欠です。 

 よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が計画
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的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要請します。 

 

記 

 

１ どの子にもゆきとどいた教育をするために、さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予

算の増額をすること。また、複式学級の学級定員を引き下げること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。 

 

○議 長（西原澄夫議員） 

 本件についての趣旨説明を求めます。 

─────７番 柴田弘男議員。 

○７番（柴田弘男議員） 

 ただいま議題となっております発議第５号 さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算

の増額を求める意見書の趣旨説明を申し上げます。 

 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正により、令和３年

度から５年計画で小学校は35人学級が実現することになりました。 

 しかし、学校現場ではＧＩＧＡスクール構想への対応や、貧困、いじめ、不登校など解決すべき

課題が山積みしており、子どもたちが豊かな学びを受けることが困難な状況であります。 

 豊かな学びを実現するためには、さらなる少人数学級推進と教職員の定数の改善が必要です。 

 そこで、本意見書は地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が計画的に教育行政を進

めることができるよう少人数学級推進と教育予算の増額をすること、また、複式学級の学級定員を

引き下げることを強く要望するものです。 

 議員各位の御賛同をお願い申し上げて、趣旨説明といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 これから発議第５号について質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 討論なしと認め、討論を終わります。 

 これから発議第５号 さらなる少人数学級推進と教員増のための教育予算の増額を求める意見書

を採決します。 

 本件は、原案のとおり決定することに賛成の方は、挙手願います。 

（挙手11人） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 挙手全員です。 

 本件は原案のとおり可決されました。 

 お諮りします。 

 ただいま議決されました意見書について、その条項、字句、数字その他整理を要するものについ

ては、その整理を議長に一任されたいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 条項、字句、数字その他整理を要するものについては、その整理を議長に一任することに決定し

ました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第12 閉会中の継続調査の申出について 

○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第12 閉会中の継続調査の申出についてを議題とします。 

 各委員長からの、所管の事務の調査について、会議規則第74条の規定によって、お手元に配りま

した申出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りします。 

 委員長から申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 委員長から申出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

日程第13 議員派遣について 
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○議 長（西原澄夫議員） 

 日程第13 議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。 

 議員派遣につきましては、お手元に配りましたとおり派遣することにしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 議員派遣は、お手元に配りましたとおり派遣することに決定しました。 

 

──────────────────────────────────── 

○議 長（西原澄夫議員） 

 お諮りします。 

 本定例会の会議に付された事件は全て終了しました。 

 会議規則第６条の規定によって、これで閉会したいと思います。御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議 長（西原澄夫議員） 

 異議なしと認めます。 

 本定例会はこれで閉会することに決定しました。 

 会議を閉じます。 

 この機会に、議長として一言御礼を申し上げます。 

 本定例会は６月４日から本日までの11日間の会期で開催されました。提案されました承認案件及

び条例改正や補正予算、陳情の案件につきましては、慎重に御審議いただき適正なる承認、議決を

いただきました。 

 また、一般質問には、10名の議員が御登壇をいただき、22項目について議論をいただきました。

当面の課題から国政など多岐にわたっての質問や提言に対し、理事者並びに役職員から真摯な御答

弁を賜りましたこと心より厚く御礼を申し上げます。今議会での一般質問は、子育て支援や人口対

策などが多くの議員から提案がされました。多くの市町村が抱える課題でもあります。各議員から

寄せられました質問が、村政発展のために反映されますよう御期待を申し上げます。 

 我々議会は、さらなる議会活性化、見える化を進めています。議会運営委員会を中心としたブロ

ックごとの議会報告会の開催は、５月12日に第１ブロックと第３ブロック、５月19日に第２ブロッ

クと第４、第５ブロックで開催し、多くの村民の皆様に御参加をいただき、活発な御議論をいただ

き、大変ありがとうございました。貴重な御意見につきましては、今後、議会運営の課題とさせて
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いただきたいと考えております。 

 ６月８日に村内で村民の方が熊に襲われるという人身被害が発生しました。被害に遭われた方の

一刻も早い回復をお祈り申し上げます。この事態を受けまして、猟友会、警察、役場の職員の皆様、

関係機関による檻やわなの設置、電柵の点検、パトロールの実施など必要な対応が速やかに行われ

ております。大変感謝を申し上げます。議会といたしましても、関係機関と連携を図りながら再発

防止に向けて取り組んでまいりますので、よろしくお願いを申し上げます。 

 結びに、今後、梅雨の時期となり雨が降る日が多くなり、降雨災害も心配されますことから、気

象予報には十分注意していただくとともに、日に日に暑さも増してまいりますので、皆様におかれ

ましては健康に十分配慮され、御活躍をいただきますよう御祈念を申し上げ、閉会の挨拶としたい

と思います。大変ありがとうございました。 

 この際、村長の発言を許します。 

─────内山村長。 

○村 長（内山信行） 

 ６月定例会の閉会に当たりまして、一言御礼の御挨拶を申し上げます。 

 本定例会は、去る６月４日から本日までの11日間にわたり、御提案申し上げました全議案を慎重

に御審議いただき、それぞれ原案どおり議決を賜りましたことに対しまして、厚く御礼申し上げま

す。 

 今会期中に議員各位から賜りました貴重な御意見や御提言につきましては、十分にその意を尊重

いたしまして、村政発展のために生かしてまいる所存でありますので、今後とも格別なる御指導、

御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 特に、民間組織「人口戦略会議」が４月24日公表した、将来的に消滅の可能性がある全国744市

町村に本村も含まれていることにつきましては、大変な危機感をお持ちいただき御質問いただきま

した。 

 この分析結果につきましては、答弁申し上げましたとおり、人口減少問題は重要かつ喫緊の課題

と捉え、できる施策を着実に実行してまいりますので、御理解と御協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 今会期中の６月８日の早朝、村内堀ノ内地区におきまして、女性が熊に襲われ大けがをされまし

たことにつきましては、首長として大きな責任を感じており、大けがをされました方には一日も早

い回復をお祈り申し上げるばかりであります。村といたしましてはこの事故を受けて、直ちに情報

無線により村民の皆様に注意と警戒を呼びかけるとともに、有害鳥獣被害対策本部を設置し、パト

ロール等の強化を図るとともに、再び熊による人的被害が発生することのないよう、被害防止に努

めてまいりますので、御理解と御協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

 週明けの来週17日から25日にかけて、村内５か所におきまして「ブロック行政懇談会」を開催し、
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村政運営等につきまして、村民の皆様から御意見、御要望等をお聞きすることとしておりますので、

村民の皆様には多数御出席いただきたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 さて、本村の夏の一大イベントであります「第38回信州高山まつり」を、来る７月27日土曜日に

開催する計画で準備を進めておりますので、議員各位並びに村民の皆様には大勢御参加いただき、

親睦を深め、にぎやかなひとときを楽しんでいただきたいと考えています。 

 長野県内は、ここ数日夏のような暑い日が続いていますが、遅れている梅雨入りも間もなく予想

されますことから、村といたしましては集中豪雨等の自然災害には万全を期してまいりますので、

御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 結びに、梅雨の後には今年も暑い夏が予想され、体調を崩しやすい時期でもありますので、議員

各位におかれましてはくれぐれも健康に御留意いただき、ますますの御活躍を御祈念申し上げ、閉

会の御挨拶といたします。 

○議 長（西原澄夫議員） 

 令和６年第２回高山村議会６月定例会を閉会します。 

 御苦労さまでした。 

午後２時35分  閉 会 

──────────────────────────────────── 

 地方自治法第123条第２項の規定により署名する。 

          令和６年６月14日 

                 高山村議会議長  西 原 澄 夫 

 

                 署 名 議 員  柴 田 弘 男 

 

                 署 名 議 員  湯 本 辰 雄 

 

                 署 名 議 員  山 嵜 秀 治 
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